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１．概要 

本資料は、再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における設工認の分割申

請の実施にあたって、分割の考え方及び分割にあたっての技術基準適合の

説明の考え方並びに考慮すべき事項について補足説明を行うものである。 

今回の設工認申請では、申請対象となる設備が多数あり、その中には新

規制基準への適合に関し設計変更を行うものや新規に設備を製作し設置

するものがあることから、技術基準適合性の説明にあたっては、複数の構

築物、系統、施設に関係する事項、設備単体として扱うものや複数の設備

を組み合わせて系統、施設として扱うものなどがある。 

また、申請対象となる設備が多数あり、設計や工事に要する期間等が異

なることから、工事工程や設計進捗の状況を踏まえて設工認申請を分割す

ることとしている。 

そのため、設工認申請における変更事項、工事工程、設計進捗といった

前提条件を整理したうえで、第１項及び第２項の申請※を考慮し、分割し

た場合においても各々の申請単位で技術基準適合性を示すことができる

よう、分割申請において考慮すべき事項を整理し、分割申請における説明

方針等を示す。 

  ※共通０１「１項申請と２項申請の区分」による。 

 

以降、複数の申請書に跨る事項として共通事項（火災、溢水等）や工事

工程、設計進捗といった分割申請で考慮する事項等の分割申請での取り扱

いの考え方を示す。これらの条件を組み合わせて「共通０５ 工事工程等

を踏まえた分割申請計画（分割申請数、申請予定時期、分割の理由）」に反

映する。 

 

２．複数の構築物、系統、施設に関係する事項等の分割申請における取扱い

（添付－１、２参照） 

①  設工認申請では、申請対象となる設備が多数あり、その中には新規制

基準への適合に関し設計変更を行うものや新規に設備を製作し設置す

るものがある。 

②  そのため、設備単体で技術基準適合性を説明するもの、複数の設備を

組み合わせた系統や施設等の単位で適合性を説明するもの、複数の構

築物等の設計に関係し共通的な事項として説明するもの等がある。 

③  火災、溢水等の技術基準適合性説明においては、再処理施設、加工施

設の全体に広範に設置される設備や、発災設備・被災設備の双方に対

する説明が必要であることから、説明対象となる設備が広範囲に亘る。 

④  一方で、設計進捗や工事工程に関する制約から、同じ申請書内にこれ

ら全ての設備を含めることが困難となる場合がある。このような場合

には、条文適合の説明が申請書を跨ぐため、申請書毎に適合性に係る

記載範囲を明確にする必要がある。 

⑤  技術基準適合性の説明の違い等により分類し、分割申請における取扱
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いを明確にする。 

⑥  ＭＯＸ燃料加工施設の第 1 回申請を例に具体的な展開を以下に示す。 

a.  第 1 回申請の対象設備は、燃料加工建屋であることから、燃料加工

建屋に係る技術基準規則への適合性を説明すべき条文に係る基本設

計方針を申請対象とする。 

b.  具体的には、以下のとおり。 

(a)  建物の設計に係る「安全機能を有する施設の地盤（建物を設

置する地盤、支持力度）」、「地震による損傷の防止（耐震設計）」、

建物の設計に係る「外部からの衝撃による損傷の防止（防護対象施

設を収納する建屋）」、「火災等による損傷の防止（火災区画構築物

等）」、「溢水による損傷の防止（防護区画）」、「閉じ込め（限定され

た区域に閉じ込めるための境界）」、「安全機能を有する施設」、「核

燃料物質等による汚染の防止（建屋床等への塗装）」、「安全避難通

路等（建屋への安全避難通路の設定）」、「遮蔽（敷地境界での被ば

く評価の前提となる構築物）」、「重大事故等対処設備（重大事故等

対処設備を収納する建屋の設計、1.2Ss に対する設計)）が対象と

なる。 

(b)  また、燃料加工建屋の設計と直接関係ないが、施設の設置状

況から設備に直接関係しない共通的な設計方針として、津波（津波

が到達しない敷地に建物を設置）、不法侵入の防止（不法侵入防止

策を講じたエリア内に建物を設置）が対象となる。 

(c)  さらに、成形施設の設計方針の中に建屋の設計方針が含まれ

るため、個別項目としての基本設計方針として、成形施設が対象と

なる。 

(d)  上記以外の臨界、換気設備、廃棄設備、放射線管理施設、通信

連絡設備等に係る基本設計方針は第 2 回申請以降の申請対象とな

る。 

⑦  上記で第１回申請対象とした条文の設計方針のうち、「設備に対する設

計要件に加え、当該設備以外からの影響評価等が必要な事項（火災等

による損傷の防止、溢水による損傷の防止、（再処理に関連する類似事

項として「化学薬品の漏えいによる損傷の防止」）」、「施設の設置状況

から設備に直接関係しない共通的な条文（津波による損傷の防止、人

の不法な侵入等の防止）」、「複数の構築物、系統、施設に関係する事項

（安全機能を有する施設の地盤、地震による損傷の防止）」に係る分割

申請における取扱いを以降に示す。 

 

２．１ 設備に対する設計要件に加え、当該設備以外からの影響評価等が必

要な事項 

 申請対象設備に対する直接の設計要件に加え、当該設備以外からの

波及影響の考慮等が必要な事項として、火災等による損傷の防止と

溢水による損傷の防止等があり、これらに対する分割申請の考え方
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を以下に示す。 

（ａ）火災等による損傷の防止 

 火災等による損傷の防止については、建物に関する火災区域の設

定、区域境界の壁等の耐火能力の確保、建物に関する火災・爆発

に対する機能維持の設計／火災を感知する設備・消火する設備の

設置、感知性能・消火性能の確保／機能維持の設計を行う設備に

対する火災影響評価など、複数の設備や複数の機能に関する設計

条件・設計情報を考慮する必要がある。 

 したがって、影響評価等については、防護対象設備が出揃ったう

えで説明する必要があるため、分割申請を行うにあたっては、当

該条文に係る適合性を説明する初回の申請において全体の設計

方針を示し、申請対象設備又は機器等に係る設計の適合性を申請

する際には申請対象設備又は機器等が当該方針に合致すること

を説明することとし、設備又は機器等が出揃う申請時に影響評価

等を説明し、対策が基準に適合することを示すこととする。 

 

（ｂ）溢水による損傷の防止 

 溢水による損傷の防止については、建物に関する溢水防護区画の

設定／設備に関する溢水に対する機能維持（機能喪失高さの設定

等）／溢水影響評価など、火災防護設計と同様に複数の設備や複

数の機能に関する設計条件を考慮する必要がある。 

 したがって、溢水防護設計についても、影響評価等については、

防護対象設備が出揃ったうえで説明する必要がある。このため、

分割申請を行うにあたっては、当該条文に係る適合性を説明する

初回の申請において全体の設計方針を示し、申請対象設備又は機

器等に係る設計の適合性を申請する際には、申請対象設備又は機

器等が当該方針に合致することを説明する。さらに、、設備又は機

器等が出揃う申請時に影響評価等を説明し、対策が基準に適合す

ることを示すこととする。 

 

（ｃ）化学薬品の漏えいによる損傷の防止 

 化学薬品の漏えいによる損傷の防止については、建物に関する防

護区画の設定／設備に関する影響評価など、火災防護設計・溢水

防護設計と同様に複数の設備や複数の機能に関する設計条件を

考慮する必要がある。 

 したがって、化学薬品に関する防護設計についても、影響評価等

については、防護対象設備が出揃ったうえで説明する必要がある。

このため、分割申請を行うにあたっては、当該条文に係る適合性

を説明する初回の申請において全体の設計方針を示し、申請対象

設備又は機器等が当該方針に合致することを説明する。さらに、

設備又は機器等が出揃う申請時に影響評価等を説明し、対策が基
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準に適合することを示すこととする。 

 

２．２ 施設の設置状況から設備に直接関係しない共通的な条文 

 施設の設置状況から設備に直接関係しない共通的な条文に対する技

術基準適合性説明は、分割申請における申請タイミングに特段の制

約がなく、どの申請での説明も可能であることから、今回の設工認

申請においては、初回申請（第 1 回申請）で適合性の説明を示すこ

ととする。 

（ａ）津波による損傷の防止 

 津波による損傷の防止については、施設を設置、設計するうえで

の条件設定に関係するものであるが、事業変更許可申請において

示したとおり、敷地が海岸線から離れており、かつ、敷地高も津

波の影響を考慮する必要がない標高が確保されているため、個々

の設備の設計と直接関係しない敷地全体に関する共通的な事項

である。このため、申請回については特段の制約がなく、どの申

請回次においても説明可能であるが、今回の設工認申請において

は、初回申請で適合性の説明を示すこととする。 

 

（ｂ）人の不法な侵入等の防止 

 不法侵入等への防止設計については、複数の設備間での設計条

件・設計情報の相互関係はなく、施設の設計とは無関係に複数の

施設に共通的に要求される事項である。このため、申請回につい

ては特段の制約がなく、どの申請回次においても説明可能である

が、今回の設工認申請においては、初回申請で適合性の説明を示

すこととする。 

 

２．３ 複数の構築物、系統、施設に関係する事項 

（ａ）安全機能を有する施設の地盤 

 施設の地盤については、耐震重要施設を設置するうえでの前提で

あり、建物、屋外構築物等の耐震設計の条件となることから、分

割申請においては、建物、屋外構築物等の申請時に適合性を示す。

また、複数の建物、構築物で共通的な条件になる場合は、共通的

に取り扱う建物、屋外構築物等のうちの最初に申請する建物、屋

外構築物等の申請において評価等を示す。 

 建物・屋外構築物等に収納する設備については、外殻となる建物・

屋外構築物等によって地盤の影響を評価することから、建物・屋

外構築物等において、地盤に対する適合性を示すこととし、収納

する設備に対する適合性説明の対象としない。 

 

（ｂ）地震による損傷の防止 

 地震による損傷の防止については、基準地震動の変更に伴う建
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物・屋外構築物等、設備に対する耐震評価といった個々に評価を

行うものに加え、隣接建屋の影響、波及的影響評価など複数の建

物、設備を含めて評価を行うものがあることから、評価の観点に

応じて、分割申請での申請対象の構成を考慮する必要がある。 

 耐震設計上、隣接影響を考慮する必要がある建屋は、最初に申請

する際に隣接影響の基本方針、設計方針を示す。また、基本方針、

設計方針では、隣接影響を考慮する対象を示すとともに、隣接影

響評価では、後次回で申請する建屋が担保すべき条件（建屋諸元）

を明確にした上で評価結果を示す。後次回で申請する建屋を申請

する際は、最初の申請で示した担保条件どおりであることを示す。 

 波及的影響については、耐震重要施設を最初に申請する際に波及

的影響の基本方針、設計方針を示す。また、基本方針、設計方針

では、耐震重要施設に対して波及的影響を考慮する対象を示すと

ともに、波及的影響を考慮する対象が担保すべき条件を明確にす

る。波及的影響を考慮して設計する必要のある設備を申請する際

に、波及的影響に係る評価結果を示す。 

 ただし、波及的影響を考慮して設計する必要のある設備が設工認

申請対象外の場合は、波及的影響を受ける耐震重要施設を申請す

る際に、波及的影響に係る評価結果を示す。 

 建物・屋外構築物等は、収納する設備を間接支持するものであり、

建物・屋外構築物等が地震動に十分に耐えることができるもので

あることが前提となることから、分割申請においては、収納する

設備より前又は同時に申請する。 

 

２．４ 分割申請における技術基準適合説明性の考慮 

（１）複数の設備、機器を組み合わせて適合性説明が必要な事項 

 ＭＯＸ燃料加工施設では、新規申請の設備が多く、それらの技術基

準適合性の説明では、系統としての機能を踏まえて適合性を説明す

る設備、複数の設備の設計条件を組み合わせて適合性を説明する設

備が存在する。  

 系統としての機能を踏まえて適合性を説明：グローブボックス排

気設備、工程室排気設備等 

 複数の設備の設計条件を組み合わせて適合性を説明：グローブボ

ックス、オープンポートボックス、フード、グローブボックス排

気設備 

 複数の設備の設計条件を組み合わせて説明が必要な設備の類似の組

合せを複数の申請書で申請する場合は、最初に関係する設備を申請

する申請書において、評価条件、評価方法等を示す。それ以降の申

請書では、評価条件、評価方法等は認可を得ている申請のとおりと

し、具体的な評価に必要な条件、寸法及び評価結果等を示すことと

する。 
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 例えば、「オープンポートボックス及びフードは，グローブボックス

排気設備により開口部からの空気流入風速を確保する設計とする。」

という基本設計方針に対しては、グローブボックス排気設備とオー

プンポートボックス、フードを申請対象設備とし、オープンポート

ボックス、フードに対する空気流入風速に係る仕様を仕様表に示す。

また、オープンポートボックス、フードの開口部における空気流入

風速を確保する状態、空気流入風速の評価方法、評価結果、評価結

果が設計仕様を満足することは添付書類で示す。 

 この際、分割申請において、最初に当該基本設計方針に係る設備を

申請する申請書（第２グループ１項新規申請）の「添付書類 加工

施設の閉じ込めの機能に関する説明書」において、「開口部からの空

気流入風速を確保する設計」の具体的な設計、流入風速を満足する

ことを示すための評価方法を示す。それ以降の申請書（第３グルー

プ 1 項新規申請等）において、評価方法については第２グループ１

項新規申請で認可を得たとおりとし、当該申請では設計方針を満足

することを説明するために必要な条件、寸法及び評価結果等を示す。 

 

（２）適合性説明の観点で類似する事項 

 申請対象設備の中には類似している設備や同様の機能を有している

設備（例：重大事故等対処設備）があることから、効率的な申請と

いう観点では、類型化の活用等により効率的な申請を計画する。 

 また、ＭＯＸ燃料加工施設においては、新たに技術基準適合性を説

明する必要のある１項新規申請が多いことから、技術基準適合性に

関して同種の説明を必要とする設備については、効率的な申請とい

う観点で、対象を整理して集約し、同じ申請書内に含まれるよう考

慮した申請計画とする必要がある。 

 以下に示す同種の説明を必要とする設備については、同じ申請書に

含まれるよう申請を計画する。同種の説明を必要とする設備を設計

進捗等の理由により異なる申請回次に分けて申請する場合には、最

初に関係する設備を申請した際に、全体として共通的な設計方針、

評価方針等を示し、それ以降の申請回次ではその前に認可を得た申

請の設計方針、評価方針等と同じであることを示したうえで、具体

的な評価結果等を示す。 

 外部火災：給気設備、非管理区域換気空調設備 

 火山：気体廃棄物廃棄設備、非管理区域換気空調設備等 

 

（３）一つの系統、設備が複数の申請書に跨る場合 

 分割申請において、一つの系統、設備が複数の申請書に跨る場合には、

技術基準への適合性を個々の申請書で説明できることが必要になるた

め、どの申請書で何を説明するか、それらが一貫性をもって技術基準

への適合性を説明できるものであることを示す必要がある。 
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 そのため、複数の申請書に跨る設備の対象、その範囲、分割申請での

申請書毎の申請対象範囲の区別を整理し、分割申請における申請方法

の考え方を以下に示す。 

 一つの系統、設備が複数の申請書に跨るものとして、関係する設備

の設計情報が申請設備の適合性説明等の説明の前提条件となる場合

（例：各建屋と中央制御室とに跨って設置される通信連絡設備や建

屋内及び建屋外の設備でひとつの系統を構成する重大事故等対処設

備）がある。 

 このような場合には、関係する設備を申請する最初の申請（例：警

報設備については、現場計器の申請が最初の申請となる計画）にお

いて、全体構成や共通的な評価方針、評価条件等を示した上で、当

該申請書で申請対象となっていない設備の設計情報として担保すべ

き事項（事業変更許可申請書で示した設計情報との関係を含め示す）

を当該設工認申請書で示す。 

 その後、上記以外の設備を申請する設工認申請書において、その設

備が最初の申請で示した全体の設計情報として担保すべき事項の中

に含まれていること（担保事項に変更がないこと、評価方法が同じ

であること等）を示す。最初の申請で評価方法や評価条件を示した

場合は、その後の申請において繰り返し同じ評価方法や評価条件を

示さず、既に認可を得たものと同じであることを示したうえで、評

価結果を示す。 

 配管、ダクトなど一つの系統、設備に含まれるものを複数の申請書に

跨って申請する場合（例：安全冷却水系の安全冷却水配管）は、変更

申請の内容を踏まえて、対象となる範囲を明確にする。主要機器リス

トや仕様表において配管、ダクトの申請対象範囲を示す。また、機能

に対する適合性説明の対象ではなく（変更事項がなく、変更申請では

変更なしとして扱われる）、耐震等の評価のみを変更申請の対象とする

場合、複数の評価項目が関係することがあるため、各評価項目での申

請対象範囲を踏まえて、変更申請として適合性を説明する対象範囲を

明確にする。具体的には、主配管、主ダクトに対し、添付図面で申請

対象範囲が明確になるよう番号を記載し、図面の別紙として仕様表の

抜粋と図面に示した番号を紐づけて記載することにより、対象を特定

できるようにするとともに、別紙において、申請対象範囲の考え方を

示す。 

 

２．５ 共用設備に関する申請方法の整理 

 再処理施設、ＭＯＸ燃料加工及び廃棄物管理施設で共用する設備につ

いては、事業変更許可申請書において、共用によって施設の安全性に

影響を及ぼさないことを示している。 

 そのため、設工認申請書におけるこれらの取り扱いについては、共用

する各設備の設計情報が詳細設計上の条件となる場合は、個々の施設
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単独では共用に係る詳細設計への展開を示すことができないことか

ら、共用する施設を同時期に申請し、それ以外の共用設備について

は、施設ごとに設工認申請を行う（基本的には共用設備の主たる所有

施設、それ以外の共用する施設の順で申請）。なお、申請する設備の

設計において他の施設の設計情報が必要な場合は、添付書類において

明確にする。 

 また、共用する設備については、再処理、ＭＯＸ燃料加工施設、廃棄

物管理施設の複数の施設に跨る場合があり、各施設のしゅん工時期や

しゅん工時の状態によって、設工認の申請方法の整理が必要である。 

 例えば、設工認では、施設のしゅん工時の状態を考慮する必要がある

が、施設ごとにしゅん工時期が異なる場合には、認可を得る施設の状

態や将来的に変更申請を要する旨を明確にすることが必要と考える。 

 上述の例として、再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設を繋ぐ洞道がある。

洞道の最終的な状態は再処理施設とＭＯＸ燃料加工施設が繋がった状

態（再処理施設側の建屋の壁の一部を撤去する工事が最終工事）であ

るが、再処理施設のしゅん工時にはＭＯＸ燃料加工施設は工事中であ

り、洞道の再処理側の接続箇所は塞がった状態で再処理施設はしゅん

工する。その後、ＭＯＸ燃料加工施設側の工事が進捗し、洞道が接続

可能となった段階で、再処理施設側の壁の一部を撤去して洞道を接続

する。 

 このような工事の計画を踏まえ、今回の設工認では、洞道についてＭ

ＯＸ燃料加工施設側のみ申請を行い、再処理施設側では申請内容に含

めない。その後、ＭＯＸ燃料加工施設のしゅん工時期に合わせて、洞

道の接続を考慮した再処理施設側の設工認を 1 項変更として申請する

こととする。 

 共用する設備のうち、再処理施設と廃棄物管理施設の共用については、

「３．工事工程、設計進捗等の分割申請で考慮する事項」に示すとお

り、廃棄物管理施設のしゅん工後に共用設備として運用を開始する必

要があることから、対象となる共用設備と共用開始前後の状態につい

て添付－３に纏めた。 

 なお、再処理施設と廃棄物管理施設の共用とする設備には、放射線管

理施設、圧縮空気設備等のユーティリティ設備の一部、再処理施設へ

の人の不法な侵入等の防止に係る設備と、工事や運用が新たに追加と

なる北換気筒（支持鉄構造物）等があるが、現状廃棄物管理施設の維

持管理、試験運転中である再処理施設のために使用している状態であ

り、廃棄物管理施設のしゅん工以降においてもそれらの状態が変わる

ものではない。 

 ＭＯＸ燃料加工施設を含めた共用設備全体を添付－４に示す。 

 

３．工事工程、設計進捗等の分割申請で考慮する事項 

 第１回申請は、申請書の形式や技術基準の共通条文への対応方針等を
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整理するため、申請対象を限定し、申請を実施した（再処理施設：安全

冷却水Ｂ冷却塔等、ＭＯＸ燃料加工施設：燃料加工建屋）。 

 再処理施設については、関連設備として安全冷却水系配管が存在して

おり、第１回申請においては、安全冷却水Ｂ冷却塔廻りの配管を申請対

象に含める。この場合に、前述の２．４（３）で示す考え方に基づき、

安全冷却水系に係る基本的な設計の考え方と、申請範囲となる冷却塔

廻りの配管に関する仕様を明示する。 

 ＭＯＸ燃料加工施設については、基本的に関連する設備は同じ申請回

次で申請を行うこととする。例えば、第１回申請対象の燃料加工建屋に

関連する設備である排気塔のように、系統としては気体廃棄物の廃棄

施設と関連があり、波及的影響については燃料加工建屋に関係するも

のがある。このような場合には、系統としての申請を前提として、気体

廃棄物の廃棄施設を申請する第２回の申請対象とし、波及的影響につ

いては前述の２．１で示す考え方に基づき、第１回申請において地震時

における波及影響の考慮として担保すべき状況を明示する。 

 第２回以降の設工認申請は、「２．複数の構築物、系統、施設に関係す

る事項の分割申請における取扱い」に示した事項に加え、設工認申請に

関係する設備が多数あり、工事物量が膨大であり、段階的に工事を進め

る必要があることから、工事工程、設計進捗等についても分割申請を考

慮する必要がある。 

 そのため、これらの分割申請で考慮する事項を、再処理施設、ＭＯＸ燃

料加工施設について以下のとおり整理した。 

 

３．１ 再処理施設 

再処理施設は、第１回申請の審査期間中に設計が進捗したこと等を踏ま

え、第２グループは纏めて申請する。 

 

３．２ ＭＯＸ燃料加工施設 

（１）工事工程（工事工程上優先的に施工が必要なもの）の考慮 

 工事工程を考慮し、建設工事を地下階から順次実施していくため、

設置階の天井を施工する前にあらかじめ設置する必要のあるものや、

ダクトや配管のように複数階に跨って設置されるため天井や壁に貫

通を設ける必要がある設備などを優先的に申請する。 

 

（２）設計進捗（設計に時間を要するもの）の考慮 

 新規制基準を受け新たに設置することが必要となった設備の中には、

詳細設計を確定するために時間を要するもの（重大事故の発生を仮

定するグローブボックス内の火災源近傍に設置する感知器の設計や

可搬型重大事故等対処設備（基準地震動の１．２倍の地震力におけ

る機能維持の設計）等）があり、これらは設計の進捗を踏まえて、

分割申請における申請回次を決める。 
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４．変更要求の分割申請における取扱い 

 「共通０２ 事業変更許可申請書で新規制基準を受けて追加等した項

目の明確化」、「共通０３ （技術基準規則）新規制基準を受けて追加等

された要求事項及び変更等した項目の明確化」において、新規制基準に

基づき改正された規則と、従前の指針類、設計及び工事の方法の技術基

準規則を条文ごとに要求事項が追加等された条文及び要求内容、規則の

変更によらず設計変更等した事項の整理を行った結果を踏まえ、変更要

求の変更申請における取扱い方法を明確にする（添付－５参照）。 

 新規制基準を受けて要求事項が追加等された事項については、設工認申

請の認可要件を踏まえ、技術基準規則の条文を基準として記載する。 

 「共通０２ 事業変更許可申請書で新規制基準を受けて追加等した項

目の明確化」における再処理施設の事業指定基準規則又はＭＯＸ燃料加

工施設の事業許可基準規則（以下、「許可基準」という）との関係、及び

「共通０３ （技術基準規則）新規制基準を受けて追加等された要求事

項及び変更等した項目の明確化」における技術基準規則との関係を各々

の規則の条文を紐づけすることにより、事業変更許可申請書で示した設

計を抜けなく設工認申請書に記載する。 

 許可基準の要求事項と技術基準規則の要求事項を比較し、同じ要求事項

を紐づけし、さらに要求事項が直接紐づかないものについては、技術基

準規則のどの条文に紐づくかを明確にする。 

 許可基準の要求事項と技術基準規則の要求事項が直接紐づかない条文

については、技術基準規則の条文への展開方針をとりまとめた。具体的

な方針を添付－６に示す。 

 また、変更要件は、設工認申請設備と紐づけ、何が変更事項かを明確に

する。具体的には、設備リストにおいて、設備ごとに、変更ありは“〇”、

変更なしは“△”、該当なしは“－”として示す。その際、２．で示した

ように複数の設備に関係する変更事項については、相互の関係がわかる

ようにし、建屋等で代表して適合性を説明するものは、適合性説明の対

象となる設備等に対して変更事項であることを共通事項として“□”で

示し、それ以外は該当なしとする。２．で示したように設工認申請設備

と直接関係しない事項である不法侵入等については、申請する申請書で

代表となる設備に対して変更事項であることを共通事項として“□”で

示し、それ以外は該当なしとする。 

 要求事項が追加等されていない条文については、設計変更の有無を確認

し、設計変更の内容が仕様表、添付説明書、計算書等の仕様や評価条件

等の変更に該当するか確認する。 

 設計変更の内容により仕様表、添付説明書、計算書等の変更を必要とす

る事項の場合は、上記と同じように共通事項、変更あり、該当なしに分

類する。 

 仕様表、添付説明書、計算書等の変更が生じない事項は、変更なしとし
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て分類し、変更が生じないとした根拠を明確にする。 

 なお、要求事項が追加等された条文についても、設計変更の有無の確認

等を要求事項が追加等されていない条文と同様に行い、変更あり、変更

なし、該当なしの区分を明確にする。 

 ＭＯＸ燃料加工施設の未申請設備については、新規制基準を踏まえた技

術基準規則で要求された事項について、従前の技術基準規則からの変更

の有無にかかわらず設工認申請書に反映する。 

 

以 上 
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技術基準規則における複数の構築物、系統、施設に関係する事項等の分類（再処理施設） 

 
 条文 

設備に対す

る設計要件

に加え、当

該設備以外

からの影響

評価が必要

な事項 

施設の設置

状況から設

備に直接関

係しない共

通事項 

複数の構築

物、系統、

施設に関係

する事項 

分割申請に

おける技術

基準適合説

明の考慮 

左記以外 

設
計
基
準
対
象
設
備 

第 4 条 核燃料物質の臨界防止 ― ― ― ― ○ 

第 5 条 安全機能を有する施設の地盤 ― ― ○ ― ― 

第 6 条 地震による損傷の防止 ― ― ○ ― ― 

第 7 条 津波による損傷の防止 ― ○ ― ― ― 

第 8 条 外部からの衝撃による損傷の防止 ― ― ― ― ○ 

第 9 条 再処理施設への人の不法な侵入等の防止 ― ○ ― ― ― 

第 10 条 閉じ込めの機能 ― ― ― ― ○ 

第 11 条 火災等による損傷の防止 ○ ― ― ― ― 

第 12 条 再処理施設内における溢水による損傷の防止 ○ ― ― ― ― 

第 13 条 再処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防止 ○ ― ― ― ― 

第 14 条 安全避難通路等 ― ― ― ― ○ 

第 15 条 安全上重要な施設 ― ― ― ― ○ 

第 16 条 安全機能を有する施設 ― ― ― ― ○ 

第 17 条 材料及び構造 ― ― ― ― ○ 

第 18 条 搬送設備 ― ― ― ― ○ 

第 19 条 使用済燃料の貯蔵施設等 ― ― ― ― ○ 

第 20 条 計測制御系統施設 ― ― ― ○ ― 

第 21 条 放射線管理施設 ― ― ― ○ ― 

第 22 条 安全保護回路 ― ― ― ― ○ 

第 23 条 制御室等 ― ― ― ― ○ 

第 24 条 廃棄施設 ― ― ― ― ○ 

第 25 条 保管廃棄施設 ― ― ― ― ○ 

第 26 条 使用済燃料等による汚染の防止 ― ― ― ― ○ 

第 27 条 遮蔽 ― ― ― ― ○ 

第 28 条 換気設備 ― ― ― ― ○ 

第 29 条 保安電源設備 ― ― ― ○ ― 

第 30 条 緊急時対策所 ― ― ― ― ○ 

第 31 条 通信連絡設備 ― ― ― ○ ― 

重
大
事
故
等
対
処
施
設 

第 32 条 重大事故等対処施設の地盤 ― ― ○ ― ― 

第 33 条 地震による損傷の防止 ― ― ○ ― ― 

第 34 条 津波による損傷の防止 ― ○ ― ― ― 

第 35 条 火災等による損傷の防止 ○ ― ― ― ― 

第 36 条 重大事故等対処設備 ― ― ― ― ○ 

第 37 条 材料及び構造 ― ― ― ― ○ 

第 38 条 臨界事故の拡大を防止するための設備 ― ― ― ― ○ 

第 39 条 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備 ― ― ― ― ○ 

第 40 条 
放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設

備 
― ― ― ― ○ 

第 41 条 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための設備 ― ― ― ― ○ 

第 42 条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 ― ― ― ― ○ 

第 43 条 放射性物質の漏えいに対処するための設備 ― ― ― ― ○ 

第 44 条 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備 ― ― ― ― ○ 

第 45 条 重大事故等への対処に必要となる水の供給設備 ― ― ― ― ○ 

第 46 条 電源設備 ― ― ― ○ ― 

第 47 条 計装設備 ― ― ― ○ ― 

第 48 条 制御室 ― ― ― ― ○ 

第 49 条 監視測定設備 ― ― ― ○ ― 

第 50 条 緊急時対策所 ― ― ― ― ○ 

第 51 条 通信連絡を行うために必要な設備 ― ― ― ○ ―  

添付−１ 
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添付－２ 

技術基準に規則における複数の構築物、系統、施設に関係する事項等の分類（MOX 燃料加工施設） 

 
 

条文 設備に対する

設計要件に

加え、当該設

備以外からの

影響評価が

必要な事項 

施設の設置

状況から設

備に直接関

係しない共

通事項 

複数の構築

物、系統、施

設に関係する

事項 

分割申請に

おける技術

基準適合説

明の考慮 

左記以外 

設
計
基
準
対
象
設
備 

第 4 条 核燃料物質の臨界防止 － － － － 〇 

第 5 条 安全機能を有する施設の地盤 － － 〇 － － 

第 6 条 地震による損傷の防止 － － 〇 － － 

第 7 条 津波による損傷の防止 － 〇 － － － 

第 8 条 外部からの衝撃による損傷の防止 － － － 〇 － 

第 9 条 加工施設への人の不法な侵入等の防止 － 〇 － － － 

第 10 条 閉じ込めの機能 － － － 〇 － 

第 11 条 火災による損傷の防止 〇 － － － － 

第 12 条 加工施設内における溢水等による損傷の防止 〇 － － － － 

第 13 条 安全避難通路等 － － － － 〇 

第 14 条 安全機能を有する施設 － － － － 〇 

第 15 条 材料及び構造 － － － － 〇 

第 16 条 搬送設備 － － － － 〇 

第 17 条 核燃料物質の貯蔵施設 － － － － 〇 

第 18 条 警報設備等 － － － 〇 － 

第 19 条 放射線管理施設 － － － － 〇 

第 20 条 廃棄施設 － － － 〇 － 

第 21 条 核燃料物質等による汚染の防止 － － － － 〇 

第 22 条 遮蔽 － － － － 〇 

第 23 条 換気設備 － － － － 〇 

第 24 条 非常用電源設備 － － － － 〇 

第 25 条 通信連絡設備 － － － 〇 － 

重
大
事
故
等
対
処
施
設 

第 26 条 重大事故等対処施設の地盤 － － 〇 － － 

第 27 条 地震による損傷の防止 － － 〇 － － 

第 28 条 津波による損傷の防止 － 〇 － － － 

第 29 条 火災等による損傷の防止 〇 － － － － 

第 30 条 重大事故等対処設備 － － － － 〇 

第 31 条 材料及び構造 － － － － 〇 

第 32 条 臨界事故の拡大を防止するための設備 － － － － 〇 

第 33 条 閉じ込める機能の喪失に対処するための設備 － － － － 〇 

第 34 条 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備 － － － － 〇 

第 35 条 重大事故等への対処に必要となる水の供給設備 － － － － 〇 

第 36 条 電源設備 － － － － 〇 

第 37 条 監視測定設備 － － － － 〇 

第 38 条 緊急時対策所 － － － － 〇 

第 39 条 通信連絡を行うために必要な設備 － － － 〇 －  
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再処理施設、廃棄物管理施設で共用する設備一覧 添付－３

施設 設備 廃棄物 ＭＯＸ 再処理 廃棄物 共用開始前 共用開始後

〇 設備の共用

　再処理施設と廃棄物管理施設の合計４本の筒身で構築されており、それらは、鉄塔支
持形の支持構造物で支持されている。再処理施設の筒身（３本）とともに廃棄物管理施
設の筒身（１本）を支持する構造であるため、支持構造物を廃棄物管理施設と共用す
る。
　廃棄物管理施設と共用する北換気筒の支持構造物は、廃棄物管理施設の筒身を考慮し
た強度を確保する設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

北換気筒の支持構造物
第２グループ

Ｆ施設１項変更
第１回申請

第１回 有
維持のため使用
中の換気筒を支

持

使用状態に変更
なし

固体廃棄物の廃
棄施設

低レベル固体
廃棄物貯蔵設
備

〇 〇 一部機能の使用

　再処理施設から発生する低レベル廃棄物を貯蔵するとともに、MOX燃料加工施設から発
生する低レベル廃棄物を貯蔵する設計とするため、低レベル固体廃棄物貯蔵設備の第２
低レベル廃棄物貯蔵系をMOX燃料加工施設と共用する。
　低レベル固体廃棄物貯蔵設備の第２低レベル廃棄物貯蔵系に、MOX燃料加工施設から発
生する低レベル廃棄物を、再処理施設で発生した廃棄物と廃棄物特性が同等のものであ
ることを確認して保管廃棄する。また、MOX燃料加工施設から発生する廃棄物を考慮して
も、2020年2月29日以降約６年分の貯蔵容量を有する設計とすることで、共用によって再
処理施設の安全性を損なわない。

雑固体の受入れから廃棄物としての建屋内搬送・貯蔵
に関わる第2低レベル廃棄物貯蔵建屋貯蔵室全域

第２グループ
Ｆ施設１項変更
第１回申請

第１回 －
再処理施設の廃
棄物の保管廃棄
として使用中

廃棄物管理施設
の低レベル固体
廃棄物を受入、

保管廃棄

出入管理関係設
備

〇 設備の共用

　北換気筒管理建屋には、再処理施設用と廃棄物管理施設用の排気モニタリング設備が
それぞれ設置しているため、再処理規則および廃棄物管理規則に基づく管理区域を設定
している。
　そのため、管理区域への出入管理に用いる出入管理設備を廃棄物管理施設と共用す
る。
　出入管理設備の仕様および出入管理に係る運用を各施設で同一とする設計とすること
で、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

北換気筒管理建屋の出入管理設備
第２グループ

Ｆ施設１項変更
第１回申請

第１回 －
再処理施設の設
備として使用中

使用状態に
変更なし

放射線監視設備
屋外モニタリ
ング設備

環境モニタリ
ング設備

〇 〇 設備の共用

　積算線量計は、再処理施設、MOX燃料加工施設および廃棄物管理施設の周辺監視区域付
近の空間放射線量測定のための設備であり、周辺監視区域が同一であることからMOX燃料
加工施設および廃棄物管理施設と共用する。
　積算線量計は、仕様および運用を各施設で同一とし、測定結果を共有する設計とする
ことで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

積算線量計
第２グループ

Ｆ施設１項変更
第１回申請

第１回 －

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

環境管理設備 〇 〇 設備の共用

　気象観測設備は、再処理施設、MOX燃料加工施設および廃棄物管理施設の敷地内におい
て気象を観測するための設備であり、敷地が同一であることから、MOX燃料加工施設は気
象観測設備一式、廃棄物管理施設は気象観測設備の一部を共用する。
　気象観測設備は、仕様および運用を各施設で同一とし、測定結果の共有を図る設計と
することで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

①再処理施設、ＭＯＸ燃料加工施設および廃棄物管理
施設の共用範囲
・風向風速計（超音波）および温度計～気象観測小屋
気象観測装置盤
②再処理施設、ＭＯＸ燃料加工施設の共用範囲
・風向風速計（超音波）、日射計、放射収支計、雨量
計及び温度計
・風向風速計（超音波）、日射計、放射収支計、雨量
計及び温度計～モニタリングポスト（局舎）間の有線
伝送ライン
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋　制御室　環境監視盤
中央ユニット～制御建屋 中央安全監視室 気象盤間の
有線伝送ライン
・共用設備に給電する電源系統
・気象盤

第２グループ
Ｆ施設　１項変更

第２回申請
第２グループ
再処理本体

２項変更　第２回申
請

第１回 －

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

〇 〇 設備の共用 個人線量計
第２グループ

再処理本体２項変更
第２回申請

第１回 －

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

〇 〇 設備の共用 ホール ボディ カウンタ

第２グループ
Ｆ施設１項変更
第１回申請

再処理本体　２項変
更

第２回申請

第１回 －

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

受電開閉設備 〇 〇 設備の共用 受電開閉設備
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第１回 －

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

受電変圧器 〇 〇 設備の共用
受電変圧器
（１号、２号）

第２グループ
Ｆ施設　１項変更

第１回申請
第１回 有

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

所内高圧系統 高圧主系統 〇 〇 設備の共用 ユーティリティ建屋の6.9kV常用主母線
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第１回 －

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

ディーゼル発
電機

〇 設備の共用 運転予備用ディーゼル発電機

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

第１回 －
再処理施設の設
備として使用中

使用状態に
変更なし

燃料貯蔵設備 〇 〇

設備の共用

＜廃棄物管理施設＞
廃棄物管理施設の予備電源用ディーゼル発電機へ燃料
を供給する。また、共用する運転予備用ディーゼル発
電機へ燃料を供給する。
＜MOX＞
ＭＯＸ燃料加工施設と共用する第２運転予備用ディー
ゼル発電機へ燃料を供給する。

重油タンク(運転予備用ディーゼル発電機及び第２運転
予備用ディーゼル発電機用)

【運転予備用ディー
ゼル発電機】
第２グループ

再処理本体　２項変
更

第２回申請
【第２運転予備用
ディーゼル発電機

用】
別設工認（第２ユー
ティリティ建屋）

第１回 －

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

放射性廃棄物
の廃棄施設

その他再処理
設備の附属施
設

積算線量計

気象観測設備
※廃棄物管理施設は気象観測機器

気体廃棄物の廃
棄施設

換気設備

放射線管理施
設

北換気筒の支持構造物

　再処理施設の電力は、東北電力ネットワーク株式会社から154ｋＶ送電線２回線で受電
し、所要の電圧に降圧し再処理施設へ給電するとともに、廃棄物管理施設およびMOX燃料
加工施設と共用し、これらの施設にも給電することから、廃棄物管理施設およびMOX燃料
加工施設と共用する。

　再処理施設は廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用によって安全機能を有
する施設への電力の供給が停止することがないよう，機器の損壊，故障その他の異常を
検知した場合，常用主母線又は運転予備用主母線の遮断器により故障箇所を隔離し，故
障による影響を局所化し，他の安全機能への影響を限定する。また、受電変圧器につい
ては，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても十分な容量を有す
ることから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

　共用する運転予備用ディーゼル発電機の燃料貯蔵設備は、共用する施設において、故
障その他の異常が発生した場合でも、弁を閉止することにより故障その他の異常による
影響を局所化し、故障その他の異常が発生した施設からの波及的影響を防止する。他施
設における使用を想定しても、再処理施設に十分な燃料を供給できる容量を確保する設
計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

受電変圧器
（１号、２号）

ユーティリティ建屋の6.9kV常
用主母線電気設備

受電開閉設備

重油タンク(運転予備用ディーゼル発電機及び
第２運転予備用ディーゼル発電機用)

運転予備用ディーゼル発電機

第２低レベル廃棄物貯蔵系

出入管理設備（北換気筒管理建屋）

ホール ボディ カウンタ

個人管理用設備

個人線量計
　個人線量計およびホールボディカウンタは、再処理施設、MOX燃料加工施設および廃棄
物管理施設の放射線業務従事者等の線量評価のための設備であり、MOX燃料加工施設およ
び廃棄物管理施設と共用する。
　個人線量計およびホールボディカウンタは、仕様および運用を各施設で統一し、必要
な個数を確保する設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

共用先（共用元）
共用の考え方

設備、機器等
工事

設備の状態構築物、系統、機器等
概要および

共用によって再処理施設の安全性を損なわない理由
共用の範囲（どこからどこまで共用なのか）

申請時期
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再処理施設、廃棄物管理施設で共用する設備一覧 添付－３

施設 設備 廃棄物 ＭＯＸ 再処理 廃棄物 共用開始前 共用開始後

共用先（共用元）
共用の考え方

設備、機器等
工事

設備の状態構築物、系統、機器等
概要および

共用によって再処理施設の安全性を損なわない理由
共用の範囲（どこからどこまで共用なのか）

申請時期

〇
設備の共用
＜廃棄物管理施設＞
廃棄物管理施設へ圧縮空気を供給している。

　再処理施設の各施設に圧縮空気を供給している圧縮空気設備の一般圧縮空気系は、廃
棄物管理施設へ圧縮空気を供給する。このため、圧縮空気設備の一般圧縮空気系は、廃
棄物管理施設と共用する。
　一般圧縮空気系は、廃棄物管理施設における使用を想定しても、再処理施設に十分な
圧縮空気を供給できる容量を確保できる。また、故障その他の異常が発生した場合で
も、弁を閉止することにより故障その他の異常による影響を局所化し、故障その他の異
常が発生した施設からの波及的影響を防止することから、共用によって再処理施設の安
全性を損なわない。

コンプレッサーから洞道のE施設取合いﾊﾞﾙﾌﾞまで

第２グループ
Ｆ施設１項変更
第１回申請

再処理本体　２項変
更

第２回申請

第１回 －

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

〇 〇

設備の共用
＜廃棄物管理施設＞
廃棄物管理施設へろ過水を供給している。
＜MOX燃料加工施設＞
MOX燃料加工施設へろ過水を供給している。

　再処理施設の使用に必要なろ過水、純水等を確保、供給するため、給水処理設備を設
ける。給水処理設備のうち、ろ過水を供給する設備は、廃棄物管理施設およびMOX燃料加
工施設へろ過水を供給する。このため、給水処理設備のうち、ろ過水を供給する設備は
廃棄物管理施設およびMOX燃料加工施設と共用する。
　廃棄物管理施設およびMOX燃料加工施設にろ過水を供給する給水処理設備は、廃棄物管
理施設およびMOX燃料加工施設における使用を想定しても、再処理施設に十分なろ過水を
供給できる容量を確保できる。また、故障その他の異常が発生した場合でも、弁を閉止
することにより故障その他の異常による影響を局所化し、故障その他の異常が発生した
施設からの波及的影響を防止できることから、共用によって再処理施設の安全性を損な
わない。

ろ過水貯槽から洞道のE施設およびＭＯＸとの取合いの
ﾊﾞﾙﾌﾞまで

第２グループ
Ｆ施設１項変更
第１回申請

第１回 有

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

〇
設備の共用
＜廃棄物管理施設＞
廃棄物管理施設へ蒸気を供給している。

ボイラから洞道のＥ施設との取合いﾊﾞﾙﾌﾞまで

第２グループ
Ｆ施設１項変更
第１回申請

再処理本体　２項変
更

第２回申請

第１回 －

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

燃料貯蔵設備 〇 〇

設備の共用
＜廃棄物管理施設＞
廃棄物管理施設と共用するボイラへ燃料を供給する。

＜MOX燃料加工施設＞
ＭＯＸ燃料加工施設へ燃料を供給する。

燃料油貯蔵タンクからＭＯＸ燃料加工施設及びボイラ
との取合いの弁まで

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

第１回 －

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

〇 〇 消火用水貯槽からE施設、MOXとの取合いのﾊﾞﾙﾌﾞまで
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第１回 有

水源多様化で設
置する設備以外
は、再処理施

設、廃棄物管理
施設の設備とし

て使用中

水源多様化で設
置する設備以外
は、使用状態に

変更なし

消火栓設備 〇（〇）
消防法及び都市計画法にて定められた屋外消火栓から
の距離に再処理施設及び廃棄物管理施設が含まれる屋
外消火栓

第２グループ
Ｆ施設　１項変更

第１回申請
第１回 有

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

（〇）
都市計画法にて定められた防火水槽からの距離に再処
理施設及び廃棄物管理施設が含まれる防火水槽

第２グループ
Ｆ施設　１項変更

第１回申請
第１回 －

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

〇 〇 設備の共用

MOXとの共用範囲：MOX側に放送信号を発する装置。

廃棄物との共用範囲：E側から再処理施設へ放送信号を
発する装置とその配下のスピーカ。

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

第１回 有

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

〇 〇 設備の共用

MOXとの共用範囲：DA建屋に設置している電話交換機と
その配下のアンテナ。
廃棄物との共用範囲：GC建屋に設置している電話交換
機とその配下のアンテナ。

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

第１回 －

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

建物 遮蔽設備 ○ 設備の共用

　建屋からの直接線及びスカイシャインに係る遮蔽、建屋内の遮蔽として、第２低レベ
ル廃棄物貯蔵建屋の遮蔽設備の一部を他施設と共用する。
　第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の遮蔽設備の一部を他施設と共用する場合であっても、
放射線による線量評価への影響はないことから、共用によって再処理施設の安全性を損
なわない。

第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第１回 －
再処理施設の設
備として使用中

使用状態に
変更なし

〇 〇 人の容易な侵入を防止できる障壁全体

〇 〇 通信連絡設備一式

〇 〇
不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害
を与え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件が
持ち込まれることの防止に係る設備一式

〇 探知施設一式

〇 外部からの不正アクセスを遮断する装置

その他再処理
設備の附属施
設

再処理施設、廃
棄物管理施設の
設備として使用

中

使用状態に
変更なし

第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の遮蔽設備の一部

第１グループ
再処理本体　２項変

更
第１回申請

第１回 －

再処理施設へ
の人の不法な
侵入等の防止
に関する設計

人の容易な侵入を防止できる障壁

設備の共用

　再処理施設への人の不法な侵入等並びに核燃料物質等の不法な移動又は妨害破壊行為
を核物質防護対策として防止するため，人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共
用する。
　人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共用する場合は，共用によって再処理施
設の安全性を損なわない。

通信連絡設備

不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え、又は他の物件を損
傷するおそれがある物件が持ち込まれることの防止に係る設備

探知施設

外部からの不正アクセスを遮断する装置

所内携帯電話

防火水槽

　再処理施設の機器の加熱、液移送等に使用する蒸気を供給するため、蒸気供給設備を
設ける。蒸気供給設備は、廃棄物管理施設へ一般蒸気系から蒸気を供給することから、
廃棄物管理施設と共用する。
蒸気供給設備のうち、燃料貯蔵設備は、MOX燃料加工施設へ燃料を供給することから、
MOX燃料加工施設と共用する。
　一般蒸気系は、廃棄物管理施設における使用を想定しても、再処理施設に十分な蒸気
を供給できる容量を確保できる。また、故障その他の異常が発生した場合でも、弁を閉
止することにより故障その他の異常による影響を局所化し、故障その他の異常が発生し
た施設からの波及的影響を防止する設計とすることで、共用によって再処理施設の安全
性を損なわない。
　一般蒸気系のうち燃料貯蔵設備は、MOX燃料加工施設と共用し、MOX燃料加工施設にお
ける使用を想定しても再処理施設に十分な燃料を供給できる容量を確保する。また、故
障その他の異常が発生した場合でも、弁を閉止することにより故障その他の異常による
影響を防止する設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

燃料油貯蔵タンク

火災防護設備 消火設備

消火水供給設備
－消火用水 　消火水供給設備は、再処理施設から廃棄物管理施設およびMOX燃料加工施設へ消火用水

を供給することから、廃棄物管理施設およびMOX燃料加工施設と共用する。
　また、消火栓設備の一部および防火水槽の一部は、再処理施設と廃棄物管理施設で同
じ設備を使用することから、廃棄物管理施設と共用する。
　廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する消火水供給設備並びに廃棄物管理
施設と共用する消火栓設備及び防火水槽は，廃棄物管理施設又はＭＯＸ燃料加工施設へ
消火水を供給した場合においても再処理施設で必要な容量を確保できる。また，消火水
供給設備においては，故障その他の異常が発生した場合でも，弁を閉止することにより
故障その他の異常による影響を局所化し，故障その他の異常が発生した施設からの波及
的影響を防止する設計とすることで，共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

屋外消火栓

設備の共用
＜廃棄物管理施設＞
屋外消火栓、防火水槽を共用とする。
消防法および都市計画法により設置した設備につい
て、廃棄物管理施設の設備を使用するため

＜MOX燃料加工施設＞
MOX燃料加工施設へ消火用水を供給する消火水供給設備
を共用する。

通信連絡設備
所内通信連絡
設備

ページング装置

　所内通信連絡設備のページング装置および所内携帯電話は、MOX燃料加工施設および廃
棄物管理施設と共用する。
　共用する所内通信連絡設備は、同一の端末を使用する設計または十分な容量を確保す
る設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

給水処理設備
－ろ過水

蒸気供給設備

圧縮空気設備
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再処理施設、廃棄物管理施設、MOX燃料加工施設の共用設備一覧
（設計基準対処設備）

添付－４

施設 設備 廃棄物 ＭＯＸ 再処理 廃棄物 MOX

（〇） 設備の共用 貯蔵容器搬送用洞道 MOX燃料加工施設

別途申請
【ウラン・プルトニ
ウム混合酸化物貯蔵
建屋－燃料加工建屋
間洞道の接続工事

１項変更】

－
第２グループ

２項変更　第２回申
請

（〇） 設備の共用
貯蔵容器搬送用洞道から貯蔵容器搬送用洞道と燃料加
工建屋の境界の扉まで

MOX燃料加工施設

別途申請
【ウラン・プルトニ
ウム混合酸化物貯蔵
建屋－燃料加工建屋
間洞道の接続工事

１項変更】

－
第１グループ

２項変更　第１回申
請

〇 設備の共用 粉末缶 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

２項変更　第４回申
請

〇 設備の共用 混合酸化物貯蔵容器 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

２項変更　第４回申
請

〇 設備の共用 貯蔵容器台車の衝突防止のインターロックの信号 MOX燃料加工施設

別途申請
【ウラン・プルトニ
ウム混合酸化物貯蔵
建屋－燃料加工建屋
間洞道の接続工事

１項変更】

－
第３グループ

１項新規　第２回申
請

（〇） 設備の共用 洞道搬送台車 MOX燃料加工施設

別途申請
【ウラン・プルトニ
ウム混合酸化物貯蔵
建屋－燃料加工建屋
間洞道の接続工事

１項変更】

－
第３グループ

１項新規　第２回申
請

〇 設備の共用

　再処理施設と廃棄物管理施設の合計４本の筒身で構築されており、それらは、鉄塔支
持形の支持構造物で支持されている。再処理施設の筒身（３本）とともに廃棄物管理施
設の筒身（１本）を支持する構造であるため、支持構造物を廃棄物管理施設と共用す
る。
　廃棄物管理施設と共用する北換気筒の支持構造物は、廃棄物管理施設の筒身を考慮し
た強度を確保する設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

北換気筒の支持構造物 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設１項変更
第１回申請

第１回 －

〇

MOX燃料加工施設から再処理施設へ導かれた経路のう
ち、低レベル廃液処理建屋の外壁約1mから、第１放出
前貯槽、第１海洋放出ポンプおよび海洋放出管を通過
し、海洋に放出されるまでの経路

再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

２項変更　第４回申
請

〇 第１放出前貯槽 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

２項変更　第４回申
請

〇 第１海洋放出ポンプ 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

２項変更　第４回申
請

〇 海洋放出管 再処理施設

第２グループ
Ｆ施設 １項変更
第１回申請、

再処理本体　２項変
更

第２回申請

－
第４グループ

２項変更　第４回申
請

固体廃棄物の廃
棄施設

低レベル固体
廃棄物貯蔵設
備

〇 〇 一部機能の使用

　再処理施設から発生する低レベル廃棄物を貯蔵するとともに、MOX燃料加工施設から発
生する低レベル廃棄物を貯蔵する設計とするため、低レベル固体廃棄物貯蔵設備の第２
低レベル廃棄物貯蔵系をMOX燃料加工施設と共用する。
　低レベル固体廃棄物貯蔵設備の第２低レベル廃棄物貯蔵系に、MOX燃料加工施設から発
生する低レベル廃棄物を、再処理施設で発生した廃棄物と廃棄物特性が同等のものであ
ることを確認して保管廃棄する。また、MOX燃料加工施設から発生する廃棄物を考慮して
も、2020年2月29日以降約６年分の貯蔵容量を有する設計とすることで、共用によって再
処理施設の安全性を損なわない。

雑固体の受入れから廃棄物としての建屋内搬送・貯蔵
に関わる第2低レベル廃棄物貯蔵建屋貯蔵室全域

再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第１回
第４グループ

１項変更　第３回申
請

液体廃棄物の廃
棄施設

（第１放出前貯槽）

製品貯蔵施設 混合酸化物貯蔵容器

放射性廃棄物
の廃棄施設

気体廃棄物の廃
棄施設

第２低レベル廃棄物貯蔵系

構築物、系統、機器等

設備、機器等

貯蔵容器搬送用洞道
（ＭＯＸ燃料加工施設の貯蔵容器搬送用洞道と再処理施設の境界に設置する扉を含む）

燃料加工建屋の一部
（ＭＯＸ燃料加工施設の燃料加工建屋とＭＯＸ燃料加工施設の貯蔵容器搬送用洞道の境界に設置
する扉を含む）

粉末缶

低レベル廃液
処理設備

（第１海洋放出ポンプ）

ウラン・プルト
ニウム混合酸化
物貯蔵設備

北換気筒の支持構造物換気設備

MOX燃料加工施設

（貯蔵容器台車の衝突防止のインターロック）

洞道搬送台車

（海洋放出管）

放射性廃棄物
の廃棄施設

海洋放出管理
系

　MOX燃料加工施設の排水は、再処理施設の低レベル廃液処理設備の第１放出前貯槽に受
け入れ、海洋放出管を経て海洋に放出する設計としている。MOX燃料加工施設の排水が通
過する経路を、MOX燃料加工施設と共用する。
　MOX燃料加工施設と共用する経路は、MOX燃料加工施設において故障その他の異常が発
生した場合でも、排水を第１放出前貯槽に受け入れる経路上に設置する弁を閉止するこ
とにより、MOX燃料加工施設からの波及的影響を及ぼさない設計とすることで、共用に
よって再処理施設の安全性を損なわない。

主番地

　ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋は、地下４階においてMOX燃料加工施設の貯
蔵容器搬送用洞道（以下「貯蔵容器搬送用洞道」という。）と接続し、MOX粉末充てん済
みの粉末缶を収納した混合酸化物貯蔵容器をMOX燃料加工施設の洞道搬送台車を用いて搬
送し、MOX燃料加工施設へ払い出す。
　また、MOX粉末取出し後の粉末缶を収納した混合酸化物貯蔵容器をウラン・プルトニウ
ム混合酸化物貯蔵建屋に受け入れる。
　MOX燃料加工施設へ払い出した粉末缶は、MOX粉末を別の容器に入れ替えずにそのまま
MOX燃料加工施設で使用することから、粉末缶および混合酸化物貯蔵容器を、MOX燃料加
工施設と共用するとともに、粉末缶および混合酸化物貯蔵容器の移送に必要なMOX燃料加
工施設の洞道搬送台車を再処理施設のウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋で使用
するため、共用とする。
　また、貯蔵容器台車の衝突防止のインターロックに必要となるMOX燃料加工施設の洞道
搬送台車からの位置情報の信号および洞道搬送台車の衝突防止のインターロックに必要
となる貯蔵容器台車からの位置情報の信号は、再処理施設とMOX燃料加工施設間でやり取
りすることから、共用とする。
　ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋と貯蔵容器搬送用洞道との接続に伴い、貯
蔵容器搬送用洞道およびMOX燃料加工施設の燃料加工建屋（以下「燃料加工建屋」とい
う。）の一部は、再処理施設の気体廃棄物の廃棄施設またはMOX燃料加工施設の気体廃棄
物の廃棄設備の負圧管理の境界（扉の開閉を考慮したバウンダリ）として共用する。
　貯蔵容器搬送用洞道の共用の範囲は、ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋と貯
蔵容器搬送用洞道との境界に設置される扉（以下「再処理施設境界の扉」という。）お
よび貯蔵容器搬送用洞道と燃料加工建屋との境界に設置される扉（以下「MOX燃料加工施
設境界の扉」という。）を含み、再処理施設境界の扉は、火災区域の境界となるため、
火災影響軽減設備の防火戸とする。
　粉末缶および混合酸化物貯蔵容器は、共用によって仕様（種類、容量および主要材
料）、遮蔽設計、閉じ込め機能および臨界安全の方法に変更はなく新たな要求はないた
め、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。
　MOX燃料加工施設の洞道搬送台車は、遮蔽体を設ける設計としており、再処理施設の遮
蔽設計区分に変更はないこと、また、１台当たり混合酸化物貯蔵容器を一時に１本ずつ
取り扱う設計とすることで臨界安全設計を担保し、仮に再処理施設の貯蔵容器台車とMOX
燃料加工施設の洞道搬送台車が積載した２つの容器が最接近したことを想定したとして
も臨界にならないことを評価により確認したこと、貯蔵容器台車と洞道搬送台車が衝突
しないよう衝突防止のインターロックを設ける設計とすることで、共用によって再処理
施設の安全性を損なわない。
　貯蔵容器搬送用洞道は、MOX燃料加工施設境界の扉開放時には、MOX燃料加工施設の気
体廃棄物の廃棄設備により負圧に維持する設計とし、再処理施設境界の扉（防火戸）開
放時には、再処理施設の気体廃棄物の廃棄施設により貯蔵容器搬送用洞道を負圧に維持
する設計とすること、また、MOX燃料加工施設境界の扉および再処理施設境界の扉（防火
戸）は、同時に開放しない設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損な
わない。
　なお、再処理施設境界の扉開放時に貯蔵容器搬送用洞道を再処理施設の気体廃棄物の
廃棄施設にて負圧に維持するため、MOX燃料加工施設の気体廃棄物の廃棄設備と再処理施
設の気体廃棄物の廃棄施設を物理的に隔離するための閉止弁等を設け、MOX燃料加工施設
側への空気の流れを閉止する設計とする。
　MOX燃料加工施設にて設置する再処理施設境界の扉は、MOX燃料加工施設における火災
の発生を想定しても影響を軽減できるよう、３時間以上の耐火能力を有する火災影響軽
減設備の防火戸として設計することで、共用によって再処理施設の安全性を損なわな
い。

共用先（共用元）
共用の範囲（どこからどこまで共用なのか）

概要および
共用によって再処理施設の安全性を損なわない理由

申請時期

一部機能の使用

共用の考え方
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再処理施設、廃棄物管理施設、MOX燃料加工施設の共用設備一覧
（設計基準対処設備）

添付－４

施設 設備 廃棄物 ＭＯＸ 再処理 廃棄物 MOX

構築物、系統、機器等

設備、機器等
主番地

共用先（共用元）
共用の範囲（どこからどこまで共用なのか）

概要および
共用によって再処理施設の安全性を損なわない理由

申請時期
共用の考え方

出入管理関係設
備

〇 設備の共用

　北換気筒管理建屋には、再処理施設用と廃棄物管理施設用の排気モニタリング設備が
それぞれ設置しているため、再処理規則および廃棄物管理規則に基づく管理区域を設定
している。
　そのため、管理区域への出入管理に用いる出入管理設備を廃棄物管理施設と共用す
る。
　出入管理設備の仕様および出入管理に係る運用を各施設で同一とする設計とすること
で、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

北換気筒管理建屋の出入管理設備 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設１項変更
第１回申請

第１回 －

試料分析関係設
備

〇 設備の共用

　環境試料測定設備は、再処理施設およびMOX燃料加工施設の周辺監視区域境界付近で採
取した試料の放射能測定を行うための設備であり、周辺監視区域が同一の区域であるこ
とから、MOX燃料加工施設と環境試料測定設備の一部を共用する。
　環境試料測定設備は、仕様および運用を各施設で同一とし、周辺監視区域が同一の区
域であることにより、測定結果の共有を図る設計とすることで、共用によって再処理施
設の安全性を損なわない。

環境試料測定設備のうち
アルファ核種分析装置：２台
Ge核種分析装置：5台

再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用

・検出器9式
・モニタリングポスト（局舎）間のデータ伝送装置盤
有線伝送ライン
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋　制御室　環境監視盤
中央ユニット～制御建屋 中央安全監視室 環境監視盤
間の有線伝送ライン
・検出器～モニタリングポスト（局舎）のアンテナ間
の有線伝送ライン
・無停電電源装置及びその給電ライン
・共用設備に給電する非常用所内電源系統
・環境監視盤

再処理施設

第２グループ
Ｆ施設　１項変更

第１回申請
第２グループ

再処理本体　２項変
更

第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用

・検出器9式（α線及びβ線）
・検出器～モニタリングポスト（局舎）のアンテナ間
の有線伝送ライン
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋　制御室　環境監視盤
中央ユニット～制御建屋 中央安全監視室 環境監視盤
間の有線伝送ライン
・検出器～モニタリングポスト（局舎）のアンテナ間
の有線伝送ライン
・モニタリングポスト（局舎）間のデータ伝送装置盤
有線伝送ライン
・無停電電源装置及びその給電ライン
・共用設備に給電する非常用所内電源系統
・環境監視盤

再処理施設

第２グループ
Ｆ施設　１項変更

第１回申請
第２グループ

再処理本体　２項変
更

第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 〇 設備の共用 積算線量計 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第１回
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 放射能観測車 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 〇 設備の共用

①再処理施設、ＭＯＸ燃料加工施設および廃棄物管理
施設の共用範囲
・風向風速計（超音波）および温度計～気象観測小屋
気象観測装置盤
②再処理施設、ＭＯＸ燃料加工施設の共用範囲
・風向風速計（超音波）、日射計、放射収支計、雨量
計及び温度計
・風向風速計（超音波）、日射計、放射収支計、雨量
計及び温度計～モニタリングポスト（局舎）間の有線
伝送ライン
・使用済燃料受入れ・貯蔵建屋　制御室　環境監視盤
中央ユニット～制御建屋 中央安全監視室 気象盤間の
有線伝送ライン
・共用設備に給電する電源系統
・気象盤

再処理施設

第２グループ
Ｆ施設　１項変更

第１回申請
第２グループ
再処理本体

２項変更　第２回申
請

第１回
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 〇 設備の共用 個人線量計 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

第１回
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 〇 設備の共用 ホール ボディ カウンタ 再処理施設

第２グループ
Ｆ施設　１項変更
第１回申請、

再処理本体　２項変
更

第２回申請

第１回
第４グループ

１項新規　第３回申
請

個人管理用設備

ダストモニタ

気象観測設備
※廃棄物管理施設は気象観測機器

出入管理設備（北換気筒管理建屋）

放射線監視設備

環境管理設備

個人線量計

放射線管理施
設

積算線量計

環境試料測定設備

ホール ボディ カウンタ

モニタリングポスト

環境モニタリ
ング設備

放射能観測車

屋外モニタリ
ング設備

　個人線量計およびホールボディカウンタは、再処理施設、MOX燃料加工施設および廃棄
物管理施設の放射線業務従事者等の線量評価のための設備であり、MOX燃料加工施設およ
び廃棄物管理施設と共用する。
　個人線量計およびホールボディカウンタは、仕様および運用を各施設で統一し、必要
な個数を確保する設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

　放射能観測車は、再処理施設およびMOX燃料加工施設の平常時および事故時に敷地周辺
の空間放射線量率および空気中の放射性物質濃度を迅速に測定するための設備であり、
敷地が同一であることから、MOX燃料加工施設と共用する。
　また、気象観測設備は、再処理施設、MOX燃料加工施設および廃棄物管理施設の敷地内
において気象を観測するための設備であり、敷地が同一であることから、MOX燃料加工施
設は気象観測設備一式、廃棄物管理施設は気象観測設備の一部を共用する。
　放射能観測車はおよび気象観測設備は、仕様および運用を各施設で同一とし、測定結
果の共有を図る設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

　モニタリングポストおよびダストモニタは、再処理施設およびMOX燃料加工施設の周辺
監視区域境界付近の空間放射線量率および空気中の放射性物質の濃度の測定を行うため
の設備であり、周辺監視区域が同一であることから、MOX燃料加工施設と共用する。
　また、積算線量計は、再処理施設、MOX燃料加工施設および廃棄物管理施設の周辺監視
区域付近の空間放射線量測定のための設備であり、周辺監視区域が同一であることから
MOX燃料加工施設および廃棄物管理施設と共用する。
　モニタリングポスト、ダストモニタおよび積算線量計は、仕様および運用を各施設で
同一とし、監視結果の共有を図る設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性
を損なわない。
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再処理施設、廃棄物管理施設、MOX燃料加工施設の共用設備一覧
（設計基準対処設備）

添付－４

施設 設備 廃棄物 ＭＯＸ 再処理 廃棄物 MOX

構築物、系統、機器等

設備、機器等
主番地

共用先（共用元）
共用の範囲（どこからどこまで共用なのか）

概要および
共用によって再処理施設の安全性を損なわない理由

申請時期
共用の考え方

受電開閉設備 〇 〇 設備の共用 受電開閉設備 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第１回
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 〇 設備の共用
受電変圧器
（１号、２号）

再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第１回
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用
受電変圧器
（３号、４号）

再処理施設
別設工認（第２ユー
ティリティ建屋　２

項変更）
－

第４グループ
１項新規　第３回申

請

〇 〇 設備の共用 ユーティリティ建屋の6.9kV常用主母線 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第１回
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 第2ユーティリティ建屋の6.9kV常用主母線 再処理施設
別設工認（第２ユー
ティリティ建屋）

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 ユーティリティ建屋の6.9kV運転予備用主母線 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 第２ユーティリティ建屋の6.9kV運転予備用主母線 再処理施設
別設工認（第２ユー
ティリティ建屋）

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 非常用電源建屋の6.9kV非常用主母線 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の6.9kV常用母線 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 制御建屋の6.9kV運転予備用母線 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 低レベル廃棄物処理建屋の6.9kV運転予備用母線 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 制御建屋の6.9kV非常用母線 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用
使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の6.9kV非常用母
線

再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 制御建屋の460V非常用母線 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用
使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の460V非常用母
線

再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 制御建屋の460V運転予備用母線 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 低レベル廃棄物処理建屋の460V運転予備用母線 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 第１非常用ディーゼル発電機 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

有
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 第２運転予備用ディーゼル発電機 再処理施設
別設工認（第２ユー
ティリティ建屋）

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 重油タンク（第１非常用ディーゼル発電機用） 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 〇

設備の共用
＜廃棄物管理施設＞
廃棄物管理施設の予備電源用ディーゼル発電機へ燃料
を供給する。
＜MOX＞
ＭＯＸ燃料加工施設と共用する第２運転予備用ディー
ゼル発電機へ燃料を供給する。

重油タンク(運転予備用ディーゼル発電機及び第２運転
予備用ディーゼル発電機用)

再処理施設

【運転予備用ディー
ゼル発電機】
第２グループ

再処理本体　２項変
更

第２回申請
【第２運転予備用
ディーゼル発電機

用】
別設工認（第２ユー
ティリティ建屋）

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

ユーティリティ建屋の6.9kV常
用主母線

ディーゼル発
電機

第１非常用ディーゼル発電機

電気設備

低レベル廃棄物処理建屋の
6.9kV運転予備用母線

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の460V非
常用母線

制御建屋の460V運転予備用母線

第２運転予備用ディーゼル発電機

第２ユーティリティ建屋の
6.9kV運転予備用主母線

所内低圧系統

制御建屋の460V非常用母線

低レベル廃棄物処理建屋の460V運転予備用母線

受電変圧器
（１号、２号）

その他再処理
設備の附属施
設

所内高圧系統

受電開閉設備

受電変圧器

受電変圧器
（３号、４号）

燃料貯蔵設備

第2ユーティリティ建屋の6.9kV
常用主母線

ユーティリティ建屋の6.9kV運
転予備用主母線

非常用電源建屋の6.9kV非常用
主母線

高圧系統

使用済燃料の受入れ施設及び貯
蔵施設の6.9kV常用母線

制御建屋の6.9kV非常用母線

使用済燃料の受入れ施設及び貯
蔵施設の6.9kV非常用母線

重油タンク(第１非常用ディーゼル発電機用)

重油タンク(運転予備用ディーゼル発電機及び
第２運転予備用ディーゼル発電機用)

高圧主系統

制御建屋の6.9kV運転予備用母
線

　再処理施設の電力は、東北電力ネットワーク株式会社から154ｋＶ送電線２回線で受電
し、所要の電圧に降圧し再処理施設へ給電するとともに、廃棄物管理施設およびMOX燃料
加工施設と共用し、これらの施設にも給電することから、廃棄物管理施設およびMOX燃料
加工施設と共用する。

再処理施設は廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設との共用によって安全機能を有す
る施設への電力の供給が停止することがないよう，機器の損壊，故障その他の異常を検
知した場合，常用主母線又は運転予備用主母線の遮断器により故障箇所を隔離し，故障
による影響を局所化し，他の安全機能への影響を限定するとともに，受電変圧器につい
ては，廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても十分な容量を有す
ることから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない設計とする。

・MOX燃料加工施設との共用
　MOX燃料加工施設と共用する環境モニタリング設備は、第１非常用ディーゼル発電機を
非常用電源とする設計とすることから、使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の6.9ｋＶ
非常用母線、使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の460Ｖ非常用母線および第１非常用
ディーゼル発電機およびその燃料を供給する重油タンクについても、MOX燃料加工施設と
共用する。
　MOX燃料加工施設と共用する環境モニタリング設備の伝送に関する電気設備は、第１非
常用ディーゼル発電機を非常用電源とする設計とすることから、使用済燃料の受入れ施
設及び貯蔵施設の6.9ｋＶ非常用母線、使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の460Ｖ非
常用母線、非常用電源建屋の6.9ｋＶ非常用主母線、制御建屋の6.9ｋＶ非常用母線、制
御建屋の460Ｖ非常用母線ならびに第１非常用ディーゼル発電機およびその燃料を供給す
る重油タンクについても、MOX燃料加工施設と共用する。
　MOX燃料加工施設と共用する気象観測設備の伝送に関する電気設備は、第１非常用
ディーゼル発電機を非常用電源とする設計とすることから、使用済燃料の受入れ施設及
び貯蔵施設の6.9ｋＶ非常用母線、使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の460Ｖ非常用
母線、ユーティリティ建屋の6.9ｋＶ運転予備用主母線、制御建屋の6.9ｋＶ運転予備用
母線、制御建屋の460Ｖ運転予備用母線ならびに第１非常用ディーゼル発電機およびその
燃料を供給する重油タンクについても、MOX燃料加工施設と共用する。

　電気設備のうち他施設と共用する第２運転予備用ディーゼル発電機およびその燃料を
供給する燃料貯蔵設備は、給電先がＭＯＸ燃料加工施設であり、必要となる電力および
燃料が増加するものではないことから、共用によって再処理施設の安全性を損なわな
い。
　
　電気設備のうち他施設と共用する運転予備用ディーゼル発電機の燃料貯蔵設備は、共
用する施設において、故障その他の異常が発生した場合でも、弁を閉止することにより
故障その他の異常による影響を局所化し、故障その他の異常が発生した施設からの波及
的影響を防止するとともに、他施設における使用を想定しても、再処理施設に十分な燃
料を供給できる容量を確保する設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を
損なわない。
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再処理施設、廃棄物管理施設、MOX燃料加工施設の共用設備一覧
（設計基準対処設備）

添付－４

施設 設備 廃棄物 ＭＯＸ 再処理 廃棄物 MOX

構築物、系統、機器等

設備、機器等
主番地

共用先（共用元）
共用の範囲（どこからどこまで共用なのか）

概要および
共用によって再処理施設の安全性を損なわない理由

申請時期
共用の考え方

〇
設備の共用
＜廃棄物管理施設＞
廃棄物管理施設へ圧縮空気を供給している。

　再処理施設の各施設に圧縮空気を供給している圧縮空気設備の一般圧縮空気系は、廃
棄物管理施設へ圧縮空気を供給する。このため、圧縮空気設備の一般圧縮空気系は、廃
棄物管理施設と共用する。
　一般圧縮空気系は、廃棄物管理施設における使用を想定しても、再処理施設に十分な
圧縮空気を供給できる容量を確保できる。また、故障その他の異常が発生した場合で
も、弁を閉止することにより故障その他の異常による影響を局所化し、故障その他の異
常が発生した施設からの波及的影響を防止することから、共用によって再処理施設の安
全性を損なわない。

コンプレッサーから洞道のE施設取合いﾊﾞﾙﾌﾞまで 再処理施設

第２グループ
Ｆ施設１項変更
第１回申請

再処理本体　２項変
更

第２回申請

第１回 －

〇 〇

設備の共用
＜廃棄物管理施設＞
廃棄物管理施設へろ過水を供給している。

＜MOX燃料加工施設＞
MOX燃料加工施設へろ過水を供給している。

　再処理施設の使用に必要なろ過水、純水等を確保、供給するため、給水処理設備を設
ける。給水処理設備のうち、ろ過水を供給する設備は、廃棄物管理施設およびMOX燃料加
工施設へろ過水を供給する。このため、給水処理設備のうち、ろ過水を供給する設備は
廃棄物管理施設およびMOX燃料加工施設と共用する。
　廃棄物管理施設およびMOX燃料加工施設にろ過水を供給する給水処理設備は、廃棄物管
理施設およびMOX燃料加工施設における使用を想定しても、再処理施設に十分なろ過水を
供給できる容量を確保できる。また、故障その他の異常が発生した場合でも、弁を閉止
することにより故障その他の異常による影響を局所化し、故障その他の異常が発生した
施設からの波及的影響を防止できることから、共用によって再処理施設の安全性を損な
わない。

ろ過水貯槽から洞道のE施設およびＭＯＸとの取合いの
ﾊﾞﾙﾌﾞまで

再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第１回
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用

　使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水系は、MOX燃料加工施設と共用す
るモニタリングポストの非常用電源設備である第１非常用ディーゼル発電機の熱を除去
するため、MOX燃料加工施設と共用する。
　安全冷却水系のうち、他施設と共用する使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安
全冷却水系は、冷却水の供給先が共用するモニタリングポストの非常用電源設備である
第１非常用ディーゼル発電機であり、給電先が共用するモニタリングポストであること
から、必要となる冷却水が増加するものでない。したがって、共用によって再処理施設
の安全性を損なわない。

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水
系から第１非常用ディーゼル発電機まで

再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇
設備の共用
＜廃棄物管理施設＞
廃棄物管理施設へ蒸気を供給している。

ボイラから洞道のＥ施設との取合いﾊﾞﾙﾌﾞまで 再処理施設

第２グループ
Ｆ施設１項変更
第１回申請

再処理本体　２項変
更

第２回申請

第１回 －

燃料貯蔵設備 〇 〇

設備の共用
＜廃棄物管理施設＞
廃棄物管理施設と共用するボイラへ燃料を供給する。

＜MOX燃料加工施設＞
ＭＯＸ燃料加工施設へ燃料を供給する。

燃料油貯蔵タンクからＭＯＸ燃料加工施設及びボイラ
との取合いの弁まで

再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

第１回
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 〇 消火用水貯槽からE施設、MOXとの取合いのﾊﾞﾙﾌﾞまで 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第１回
第４グループ

１項新規　第３回申
請

消火栓設備 〇（〇）
消防法及び都市計画法にて定められた屋外消火栓から
の距離に再処理施設及び廃棄物管理施設が含まれる屋
外消火栓

再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第１回 －

（〇）
都市計画法にて定められた防火水槽からの距離に再処
理施設及び廃棄物管理施設が含まれる防火水槽

再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第１回 －

火災影響軽減
設備

（〇） 設備の共用

　ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋と貯蔵容器搬送用洞道との境界に設置され
る扉については、火災区域設定のため、火災影響軽減設備としてMOX燃料加工施設と共用
する。
　共用する火災影響軽減設備は，ＭＯＸ燃料加工施設における火災の発生を想定して
も，影響を軽減できるよう十分な耐火能力を有する設計とすることで，共用によって再
処理施設の安全性を損なわない。

ＭＯＸ燃料加工施設の貯蔵容器搬送用洞道の境界に設
置する扉

MOX燃料加工施設

別途申請
【ウラン・プルトニ
ウム混合酸化物貯蔵
建屋－燃料加工建屋
間洞道の接続工事

１項変更】

－
第２グループ

２項変更　第２回申
請

設備の共用
＜廃棄物管理施設＞
屋外消火栓、防火水槽を共用とする。
消防法および都市計画法により設置した設備につい
て、廃棄物管理施設の設備を使用するため。

＜MOX燃料加工施設＞
MOX燃料加工施設へ消火用水を供給する消火水供給設備
を共用する。

冷却水設備

消火水供給設備
－消火用水

屋外消火栓

防火水槽

給水処理設備
－ろ過水

圧縮空気設備

消火設備

火災防護設備

その他再処理
設備の附属施
設

蒸気供給設備

燃料油貯蔵タンク

ウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋と貯
蔵容器搬送用洞道との境界に設置される扉

　再処理施設の機器の加熱、液移送等に使用する蒸気を供給するため、蒸気供給設備を
設ける。蒸気供給設備は、廃棄物管理施設へ一般蒸気系から蒸気を供給することから、
廃棄物管理施設と共用する。
蒸気供給設備のうち、燃料貯蔵設備は、MOX燃料加工施設へ燃料を供給することから、
MOX燃料加工施設と共用する。
　一般蒸気系は、廃棄物管理施設における使用を想定しても、再処理施設に十分な蒸気
を供給できる容量を確保できる。また、故障その他の異常が発生した場合でも、弁を閉
止することにより故障その他の異常による影響を局所化し、故障その他の異常が発生し
た施設からの波及的影響を防止する設計とすることで、共用によって再処理施設の安全
性を損なわない。
　一般蒸気系のうち燃料貯蔵設備は、MOX燃料加工施設と共用し、MOX燃料加工施設にお
ける使用を想定しても再処理施設に十分な燃料を供給できる容量を確保する。また、故
障その他の異常が発生した場合でも、弁を閉止することにより故障その他の異常による
影響を防止する設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

　消火水供給設備は、再処理施設から廃棄物管理施設およびMOX燃料加工施設へ消火用水
を供給することから、廃棄物管理施設およびMOX燃料加工施設と共用する。
　また、消火栓設備の一部および防火水槽の一部は、再処理施設と廃棄物管理施設で同
じ設備を使用することから、廃棄物管理施設と共用する。
　廃棄物管理施設及びＭＯＸ燃料加工施設と共用する消火水供給設備並びに廃棄物管理
施設と共用する消火栓設備及び防火水槽は，廃棄物管理施設又はＭＯＸ燃料加工施設へ
消火水を供給した場合においても再処理施設で必要な容量を確保できる。また，消火水
供給設備においては，故障その他の異常が発生した場合でも，弁を閉止することにより
故障その他の異常による影響を局所化し，故障その他の異常が発生した施設からの波及
的影響を防止する設計とすることで，共用によって再処理施設の安全性を損なわない。
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再処理施設、廃棄物管理施設、MOX燃料加工施設の共用設備一覧
（設計基準対処設備）

添付－４

施設 設備 廃棄物 ＭＯＸ 再処理 廃棄物 MOX

構築物、系統、機器等

設備、機器等
主番地

共用先（共用元）
共用の範囲（どこからどこまで共用なのか）

概要および
共用によって再処理施設の安全性を損なわない理由

申請時期
共用の考え方

〇 設備の共用

　緊急時対策所は、設計基準事故が発生した場合に、再処理施設内の状況の把握等、適
切な措置をとるため、制御室以外の場所に設ける。また、緊急時対策所は、MOX燃料加工
施設で設計基準事故が発生した場合にも再処理施設と同じく対策活動を実施することか
ら、MOX燃料加工施設と共用する。
　緊急時対策所は、十分な収容人数等を確保した設計とすることで、共用によって再処
理施設の安全性を損なわない。

緊急時対策所 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 可搬型酸素濃度計 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 可搬型二酸化炭素濃度計 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 可搬型窒素酸化物濃度計 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 〇 設備の共用

MOXとの共用範囲：MOX側に放送信号を発する装置。

廃棄物との共用範囲：E側から再処理施設へ放送信号を
発する装置とその配下のスピーカ。

再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

第１回
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 〇 設備の共用

MOXとの共用範囲：DA建屋に設置している電話交換機と
その配下のアンテナ。
廃棄物との共用範囲：GC建屋に設置している電話交換
機とその配下のアンテナ。

再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

第１回
第４グループ

１項新規　第３回申
請

所内データ伝
送設備

〇 設備の共用
　所内データ伝送設備の環境中継サーバは、MOX燃料加工施設と共用する。
　共用する所内データ伝送設備は、同一の端末を使用する設計または十分な容量を確保
する設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

緊急時対策建屋に設置している環境中継サーバ 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用
統合原子力防災ネットワークIP電話
（再処理、MOXに関する外部への連絡を同じ設備を使用
して行う。）

再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用
統合原子力防災ネットワークIP-FAX
（再処理、MOXに関する外部への連絡を同じ設備を使用
して行う。）

再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用
総合原子力防災ネットワークTV会議システム
（再処理、MOXに関する外部への連絡を同じ設備を使用
して行う。）

再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 一般加入電話 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 一般携帯電話 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用 衛星携帯電話 再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

〇 設備の共用
ファクシミリ
（再処理、MOXに関する外部への連絡を同じ設備を使用
して行う。）

再処理施設

第２グループ
再処理本体　２項変

更
第２回申請

－
第４グループ

１項新規　第３回申
請

建物 遮蔽設備 ○ 設備の共用

　建屋からの直接線及びスカイシャインに係る遮蔽、建屋内の遮蔽として、第２低レベ
ル廃棄物貯蔵建屋の遮蔽設備の一部を他施設と共用する。
　第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の遮蔽設備の一部を他施設と共用する場合であっても、
放射線による線量評価への影響はないことから、共用によって再処理施設の安全性を損
なわない。

第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の外部遮蔽 再処理施設
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第１回 －

〇 〇 人の容易な侵入を防止できる障壁全体 再処理施設

〇 〇 通信連絡設備一式 再処理施設

〇 〇
不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害
を与え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件が
持ち込まれることの防止に係る設備一式

再処理施設

〇 探知施設一式 再処理施設

〇 外部からの不正アクセスを遮断する装置 再処理施設

ファクシミリ

所内通信連絡
設備

所外通信連絡
設備

統合原子力防災ネットワークIP-FAX

統合原子力防災ネットワークIP電話

ページング装置

総合原子力防災ネットワークTV会議システム

一般加入電話

可搬型酸素濃度計

可搬型二酸化炭素濃度計

緊急時対策所

第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の遮蔽設備の一部

緊急時対策建
屋環境測定設
備

その他再処理
設備の附属施
設 環境中継サーバ

再処理施設へ
の人の不法な
侵入等の防止
に関する設計

衛星携帯電話

所内携帯電話

一般携帯電話

通信連絡設備

人の容易な侵入を防止できる障壁

通信連絡設備

不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与え、又は他の物件を損
傷するおそれがある物件が持ち込まれることの防止に係る設備

探知施設

外部からの不正アクセスを遮断する装置

可搬型窒素酸化物濃度計

　可搬型酸素濃度計、可搬型二酸化炭素濃度計、可搬型窒素酸化物濃度計は、MOX燃料加
工施設と共用する。
　共用する環境測定設備は、同一の計器を使用する設計または十分な容量を確保する設
計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

緊急時対策所

　所外通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話、統合原子力防災ネット
ワークＩＰ－ＦＡＸ、統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム、一般加入電話、
一般携帯電話、衛星携帯電話およびファクシミリは、MOX燃料加工施設と共用する。
　共用する所外通信連絡設備は、同一の端末を使用する設計または十分な容量を確保す
る設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

　所内通信連絡設備のページング装置および所内携帯電話は、MOX燃料加工施設および廃
棄物管理施設と共用する。
　共用する所内通信連絡設備は、同一の端末を使用する設計または十分な容量を確保す
る設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

第１グループ
再処理本体　２項変

更
第１回申請

第１回
第１グループ

２項変更　第１回申
請

設備の共用

　再処理施設への人の不法な侵入等並びに核燃料物質等の不法な移動又は妨害破壊行為
を核物質防護対策として防止するため，人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共
用する。
　人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共用する場合は，共用によって再処理施
設の安全性を損なわない。
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再処理施設、MOX燃料加工施設の共用設備一覧
（重大事故等対処設備）

添付－４

規則 施設 設備 常設／可搬型 再処理 MOX

35条
内部ループへ
の通水による
冷却

代替安全冷却水
系

可搬型 設備の共用
尾駮沼に可搬型汚濁水拡散防止フェンスを運搬するために使用する。
再処理とMOXで同様の対処のため共用によって悪影響を及ぼさない。

可搬型中型移送ポンプ運搬車
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
建物放水の水を供給するために使用する。
再処理及びMOXでの対処が重複した際にも対処可能な数量を配備することから共用によっ
て悪影響を及ぼさない。

大型移送ポンプ車
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
建物放水するための設備として使用する。
再処理及びMOXでの対処が重複した際にも対処可能な数量を配備することから共用によっ
て悪影響を及ぼさない。

可搬型放水砲
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
建物放水を実施するための流路として使用する。
再処理及びMOXでの対処が重複した際にも対処可能な数量を配備することから共用によっ
て悪影響を及ぼさない。

可搬型建屋外ホース
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
可搬型放水砲を運搬するために使用する。
再処理及びMOXでの対処が重複した際にも対処可能な数量を配備することから共用によっ
て悪影響を及ぼさない。

ホイールローダ
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
敷地外への放射性物質の流出を抑制するために雨水集水桝と尾駮沼に設置する。
再処理とMOXで同様の対処のため共用によって悪影響を及ぼさない。

可搬型汚濁水拡散防止フェンス
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
敷地外への放射性物質の流出を抑制するために雨水集水桝に設置する。
再処理とMOXで同様の対処のため共用によって悪影響を及ぼさない。

放射性物質吸着材
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
尾駮沼に可搬型汚濁水拡散防止フェンスを設置するために使用する。
再処理とMOXで同様の対処のため共用によって悪影響を及ぼさない。

小型船舶
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
小型船舶及び雨水集水枡に設置する可搬型汚濁水拡散防止フェンスを運搬する。
再処理とMOXで同様の対処のため共用によって悪影響を及ぼさない。

運搬車
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

冷却機能の喪
失による蒸発
乾固の発生の
防止に係る内
部ループ通水
による冷却の
ための水源確
保

水供給設備 常設 設備の共用
重大事故等への対処に必要となる水を確保している。
再処理とMOXで同時に対処で使用しても十分な量の水を確保していることから共用によっ
て悪影響を及ぼさない。

第１貯水槽
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用

重大事故等への対処に必要となる水を確保している。また第1貯水槽への水を補給するた
めの水を確保している。
再処理とMOXで同時に対処しても十分な量の水を確保していることから共用によって悪影
響を及ぼさない。

第２貯水槽
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
第2貯水槽から第1貯水槽への水の補給経路として使用する。
再処理とMOXで同様の対処のため共用によって悪影響を及ぼさない。

可搬型建屋外ホース
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
敷地外水源から第1貯水槽へ水の補給のために使用する。
再処理及びMOXでの対処が重複した際にも対処可能な数量を配備することから共用によっ
て悪影響を及ぼさない。

大型移送ポンプ車
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
可搬型建屋外ホースを運搬・敷設するために使用する。
再処理及びMOXでの対処が重複した際にも対処可能な数量を配備することから共用によっ
て悪影響を及ぼさない。

ホース展張車
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
可搬型建屋外ホース（金具類）を運搬・設置するために使用する。
再処理及びMOXでの対処が重複した際にも対処可能な数量を配備することから共用によっ
て悪影響を及ぼさない。

運搬車
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
敷地外水源から第1貯水槽へ水の補給経路として使用する。
再処理及びMOXでの対処が重複した際にも対処可能な数量を配備することから共用によっ
て悪影響を及ぼさない。

可搬型建屋外ホース
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

共用の範囲（どこからどこまで共用なのか）
設備、機器等

可搬型中型移送ポンプ運搬車

概要および
共用によって再処理施設の重大事故等の対処に影響を与えない理由

構築物、系統、機器等
共用の考え方

申請時期

放射性物質吸着材

小型船舶

運搬車

41条

第１貯水槽

第２貯水槽か
ら第１貯水槽
への水の補給

水供給設備

第２貯水槽

可搬型建屋外ホース

敷地外水源か
ら第１貯水槽
への水の補給

40条

建物放水 放水設備

大型移送ポンプ車

可搬型放水砲

可搬型建屋外ホース

ホイールローダ

海洋，河川，
湖沼等への放
射性物質の流
出抑制に係る
措置

抑制設備

可搬型汚濁水拡散防止フェンス

水供給設備

大型移送ポンプ車

ホース展張車

運搬車

可搬型建屋外ホース
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再処理施設、MOX燃料加工施設の共用設備一覧
（重大事故等対処設備）

添付－４

規則 施設 設備 常設／可搬型 再処理 MOX
共用の範囲（どこからどこまで共用なのか）

設備、機器等

概要および
共用によって再処理施設の重大事故等の対処に影響を与えない理由

構築物、系統、機器等
共用の考え方

申請時期

常設 設備の共用 受電開閉設備
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 受電変圧器

【1,2号】
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請
【3,4号】

別設工認（第2ユーティリ
ティ建屋）

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 非常用電源建屋の6.9kV非常用主母線
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用
使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の6.9ｋＶ非常用
母線

第２グループ
Ｆ施設　１項変更

第１回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 ユーティリティ建屋の6.9kV運転予備用主母線
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 ユーティリティ建屋の6.9ｋＶ常用主母線
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 第2ユーティリティ建屋の6.9kVの運転予備用主母線
別設工認（第２ユーティリ

ティ建屋）
第４グループ

１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 第2ユーティリティ建屋の6.9kVの常用主母線
別設工認（第２ユーティリ

ティ建屋）
第４グループ

１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 制御建屋の6.9kV非常用母線
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 制御建屋の6.9kV運転予備用母線
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用
使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の6.9ｋＶ常用母
線

第２グループ
Ｆ施設　１項変更

第１回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 低レベル廃棄物処理建屋の6.9kV運転予備用母線
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 制御建屋の460V非常用母線
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 制御建屋の460V運転予備用母線
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用
使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の460Ｖ非常用母
線

第２グループ
Ｆ施設　１項変更

第１回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 低レベル廃棄物処理建屋の460V運転予備用母線
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第１回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型重大事
故等対処設備
による給電

代替電源設備 可搬型 設備の共用

全交流動力電源喪失により，重大事故等が発生した場合において，当該重大事故等に対処
するために必要な電力を確保するため，非常用ディーゼル発電機の代替電源設備として，
制御建屋可搬型発電機を配備する。
制御建屋可搬型発電機は制御建屋の既設電気設備から独立しており、重大事故等に対処す
るために必要な電力を確保するために必要な容量約80ｋＶＡを有する設計としている。ま
た、必要数として１台、予備として故障時のバックアップを２台確保している。

以上より、十分な容量を有していることから共用によって悪影響を及ぼさない。

制御建屋可搬型発電機
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 第１軽油貯槽
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 第２軽油貯槽
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用

軽油用タンクローリは，可搬型発電機，可搬型空気圧縮機，可搬型中型移送ポンプ及び大
型移送ポンプ車に燃料を補給できる設計とする。
ＭＯＸ燃料加工施設と共用する軽油用タンクローリは，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施
設における重大事故等に対処するために必要な燃料を確保するために必要な容量を有する
設計とするとともに，保有数は，必要数として４台，予備として故障時及び保守点検によ
る待機除外時のバックアップを５台の合計９台以上を確保する。
以上より、再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等に対処するための容量
を確保していることから共用によって悪影響を及ぼさない。

軽油用タンクローリ
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

42条

常設重大事故
等対処設備に
よる給電

受電開閉設備

受電開閉設備

制御建屋の6.9kV運転予備用母線

制御建屋可搬型発電機

補機駆動用燃
料補給設備に
よる補給

重大事故等対処
設備の補機駆動
用燃料補給設備

第１軽油貯槽

軽油貯槽は，可搬型中型移送ポンプ，可搬型中型移送ポンプ運搬車，大型移送ポンプ車，
ホース展張車，運搬車，監視測定用運搬車，けん引車，ホイールローダ及び軽油用タンク
ローリに燃料を補給する。
ＭＯＸ燃料加工施設と共用する軽油貯槽は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における

重大事故等に対処するために必要な燃料を確保するために必要な容量約800ｍ
３
を１基あた

り容量約100ｍ
３
の軽油貯槽に第１軽油貯槽へ４基，第２軽油貯槽へ４基有する設計とする

とともに，予備を含めた数量約660ｍ
３
以上を有する設計とする。

以上より、再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等に対処するための容量
を確保していることから共用によって悪影響を及ぼさない。

第２軽油貯槽

軽油用タンクローリ

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の6.9ｋＶ常
用母線

低レベル廃棄物処理建屋の6.9kV運転予備用母線

所内低圧系統

制御建屋の460V非常用母線

制御建屋の460V運転予備用母線

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の460Ｖ非常
用母線

低レベル廃棄物処理建屋の460V運転予備用母線

全交流動力電源喪失を要因とせず外部電源が健全な環境条件において，動的機器の機能喪
失又は人為的な過失の重畳を要因として発生する重大事故等の対処に必要な電力を供給す
る電気設備は，設計基準対象の施設の保安電源設備の一部である受電開閉設備等を兼用
し，常設重大事故等対処設備として位置付ける。

再処理施設はＭＯＸ燃料加工施設との共用によって安全機能を有する施設への電力の供給
が停止することがないよう，機器の損壊，故障その他の異常を検知した場合，常用主母線
又は運転予備用主母線の遮断器により故障箇所を隔離し，故障による影響を局所化し，他
の安全機能への影響を限定するとともに，受電変圧器については，廃棄物管理施設及びＭ
ＯＸ燃料加工施設への給電を考慮しても十分な容量を有することから，共用によって再処
理施設の安全性を損なわない設計とする。

受電変圧器（１号～４号）

所内高圧系統

非常用電源建屋の6.9kV非常用主母線

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の6.9ｋＶ非
常用母線

ユーティリティ建屋の6.9kV運転予備用主母線

ユーティリティ建屋の6.9ｋＶ常用主母線

第2ユーティリティ建屋の6.9kVの運転予備用主母
線

第2ユーティリティ建屋の6.9kVの常用主母線

制御建屋の6.9kV非常用母線
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再処理施設、MOX燃料加工施設の共用設備一覧
（重大事故等対処設備）

添付－４

規則 施設 設備 常設／可搬型 再処理 MOX
共用の範囲（どこからどこまで共用なのか）

設備、機器等

概要および
共用によって再処理施設の重大事故等の対処に影響を与えない理由

構築物、系統、機器等
共用の考え方

申請時期

可搬型 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 AG建屋設置分の２系統
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 AG建屋設置分の２系統
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

制御建屋可搬型情報収集装置

　ＭＯＸ燃料加工施設と共用する情報把握計装設備の制御建屋可搬型情報収集装置，第１
保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置及び情報把
握計装設備可搬型発電機は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処
に同時に対処することを考慮し，対処に必要となるデータの伝送，記録容量及び個数を確
保することで，共用によって重大事故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。

第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置

第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置

情報把握計装設備可搬型発電機

建屋間伝送用無線装置

重大事故等へ
の対処に必要
となる水の供
給設備の監視
パラメータ

重大事故等への
対処に必要とな
る水の供給に必
要な計装設備

可搬型貯水槽水位計（ロープ式）

　ＭＯＸ燃料加工施設と共用する計装設備の可搬型重要計器は，再処理施設及びＭＯＸ燃
料加工施設における重大事故等対処に同時に対処することを考慮した計測範囲及び個数を
有することで，共用によって重大事故等時の対処に影響を及ぼさない設計とする。

　ＭＯＸ燃料加工施設と共用する建屋間伝送用無線装置及び情報把握計装設備用屋内伝送
系統は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処に同時に対処するこ
とを考慮し，対処に必要となるデータの伝送容量及び個数を確保することで，共用によっ
て重大事故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。

情報把握計装設備用屋内伝送系統

43条

工場等外への
放射性物質の
放出を抑制す
るための設備
の監視パラ
メータ

工場等外への放
射性物質等の放
出を抑制するた
めに必要な計装
設備

可搬型放水砲流量計
　ＭＯＸ燃料加工施設と共用する計装設備の可搬型重要計器は，再処理施設及びＭＯＸ燃
料加工施設における重大事故等対処に同時に対処することを考慮した計測範囲及び個数を
有することで，共用によって重大事故等時の対処に影響を及ぼさない設計とする。

可搬型放水砲圧力計

可搬型貯水槽水位計（電波式）

可搬型第１貯水槽給水流量計

監視・記録設
備

情報把握計装設
備
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再処理施設、MOX燃料加工施設の共用設備一覧
（重大事故等対処設備）

添付－４

規則 施設 設備 常設／可搬型 再処理 MOX
共用の範囲（どこからどこまで共用なのか）

設備、機器等

概要および
共用によって再処理施設の重大事故等の対処に影響を与えない理由

構築物、系統、機器等
共用の考え方

申請時期

モニタリングポスト 常設 設備の共用
各施設におけるモニタリングポスト（検出器）の配置及び必要とする機能・性能に相違が
なく、共用により設計・運用の変更は生じないことから、共用しても必要な機能が損なわ
れることはない。

・検出器9式
  検出器～緊急時対策建屋 設計基準事故用環境
中継サーバ間の無線伝送ライン
  モニタリングポスト局舎間のデータ伝送装置盤
有線伝送ライン
・検出器から制御建屋 中央安全監視室 環境監視
盤 中央ユニット間の有線伝送ライン
・無停電電源装置および給電ライン
・検出器からモニタリングポスト局舎のアンテナ
間の無線伝送ライン
・制御建屋のアンテナから環境監視盤間の無線伝
送ライン（建屋内の有線ラインを含む）
・環境監視盤

第２グループ
Ｆ施設　１項変更

第１回申請
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

ダストモニタ 常設 設備の共用
各施設におけるダストモニタの配置及びに必要とする機能・性能に相違がなく、共用によ
り共用範囲の設計・運用の変更は生じないことから、共用しても必要な機能が損なわれる
ことはない。

 検出器9式（α線及びβ線）
  検出器～緊急時対策建屋 設計基準事故用環境
中継サーバ間の無線伝送ライン
  モニタリングポスト局舎間のデータ伝送装置盤
有線伝送ライン
・検出器から制御建屋 中央安全監視室 環境監視
盤 中央ユニット間の有線伝送ライン
・無停電電源装置および給電ライン
・検出器からモニタリングポスト局舎のアンテナ
間の無線伝送ライン
・制御建屋のアンテナから環境監視盤間の無線伝
送ライン（建屋内の有線ラインを含む）
・環境監視盤

第２グループ
Ｆ施設　１項変更

第１回申請
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用

各施設において要求される機能・性能に相違がなく、共用により設計・運用の変更は生じ
ないことから、共用しても必要な機能が損なわれることはない。
可搬型排気モニタリング用発電機の容量（約3KVA）は、給電先の負荷（約2KVA）に対して
十分である。

可搬型排気モニタリング用発電機
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型線量率計 可搬型 設備の共用 可搬型線量率計
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型ダストモニタ 可搬型 設備の共用 可搬型ダストモニタ
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型環境モニタリング
用データ伝送装置

可搬型 設備の共用
各施設において要求される機能・性能に相違がなく、共用により設計・運用の変更は生じ
ないことから、共用しても必要な機能が損なわれることはない。
（伝送項目が同一である。）

可搬型線量率計及び可搬型ダストモニタ～制御建
屋　中央安全監視室　可搬型データ表示装置間の
有線及び無線伝送ライン（可搬型環境モニタリン
グ用データ伝送装置を含む）
可搬型線量率計及び可搬型ダストモニタ～緊急時
対策建屋のアンテナ間の有線及び無線伝送ライン
（可搬型環境モニタリング用データ伝送装置を含

第２グループ
再処理本体　２項変更

第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型環境モニタリング
用発電機

可搬型 設備の共用

各施設において要求される機能・性能に相違がなく、共用により設計・運用の変更は生じ
ないことから、共用しても必要な機能が損なわれることはない。
可搬型環境モニタリング用発電機の容量（約3KVA）は、給電先の負荷（約1KVA）に対して
十分である。

可搬型環境モニタリング用発電機
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

監視測定用運搬車 可搬型 設備の共用

各施設において要求される機能・性能に相違がなく、共用により設計・運用の変更は生じ
ないことから、共用しても必要な機能が損なわれることはない。
監視測定用運搬車は、重大事故等の対処で必要な可搬型環境モニタリング設備、可搬型環
境モニタリング用データ伝送装置及び可搬型環境モニタリング用発電機を監視測定用運搬
車１台で各３式以上運搬できる容量を有する。

監視測定用運搬車
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

試料分析関係設
備

環境試料測定設備 核種分析装置 常設 設備の共用
各施設における環境試料測定設備（Ge核種分析装置）の配置及びに必要とする機能・性能
に相違がなく、共用により共用範囲の設計・運用の変更は生じないことから、共用しても
必要な機能が損なわれることはない。

核種分析装置
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型放射能測定装置 可搬型 設備の共用 可搬型放射能測定装置
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型核種分析装置 可搬型 設備の共用 可搬型核種分析装置
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

環境管理設備 可搬型 設備の共用
各施設において要求される機能・性能に相違がなく、共用により設計・運用の変更は生じ
ないことから、共用しても必要な機能が損なわれることはない。
（監視対象が同一である。）

放射能観測車
第２グループ

Ｆ施設　１項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型放射能観測設備
ガンマ線用サーベイメー
タ（ＮａＩ（Ｔｌ）シン
チレーション）（ＳＡ）

可搬型 設備の共用
ガンマ線用サーベイメータ（ＮａＩ（Ｔｌ）シン
チレーション）（ＳＡ）

第２グループ
再処理本体　２項変更

第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型放射能観測設備
ガンマ線用サーベイメー
タ（電離箱）（ＳＡ）

可搬型 設備の共用 ガンマ線用サーベイメータ（電離箱）（ＳＡ）
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型放射能観測設備
中性子線用サーベイメー
タ（ＳＡ）

可搬型 設備の共用 中性子線用サーベイメータ（ＳＡ）
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型放射能観測設備
アルファ・ベータ線用
サーベイメータ（ＳＡ）

可搬型 設備の共用 アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型放射能観測設備
可搬型ダスト・よう素サ
ンプラ（ＳＡ）

可搬型 設備の共用 可搬型ダスト・よう素サンプラ（ＳＡ）
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

各施設において要求される機能・性能に相違がなく、共用により設計・運用の変更は生じ
ないことから、共用しても必要な機能が損なわれることはない。
（測定対象が同一である。）

放射能観測車

代替放射能観測
設備

各施設において要求される機能・性能に相違がなく、共用により設計・運用の変更は生じ
ないことから、共用しても必要な機能が損なわれることはない。
（監視対象が同一である。）

45条
放射性物質の
濃度及び線量
の測定

放射線監視設備 環境モニタリング設備

代替モニタリン
グ設備

可搬型排気モニタリング用発電機

可搬型環境モニタリング
設備

各施設において要求される機能・性能に相違がなく、共用により設計・運用の変更は生じ
ないことから、共用しても必要な機能が損なわれることはない。
可搬型環境モニタリング設備は、周辺監視区域において、放射性物質の濃度及び線量の監
視、測定に必要なサンプリング量及び計測範囲を有する。

代替試料分析関
係設備

可搬型試料分析設備
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再処理施設、MOX燃料加工施設の共用設備一覧
（重大事故等対処設備）

添付－４

規則 施設 設備 常設／可搬型 再処理 MOX
共用の範囲（どこからどこまで共用なのか）

設備、機器等

概要および
共用によって再処理施設の重大事故等の対処に影響を与えない理由

構築物、系統、機器等
共用の考え方

申請時期

環境管理設備 常設 設備の共用
各施設における気象観測設備の配置及び必要とする機能・性能に相違がなく、共用により
共用範囲の設計・運用の変更は生じないことから、共用しても必要な機能が損なわれるこ
とはない。

・風向風速計（超音波）、日射計、放射収支計、
雨量計および温度計～制御建屋 中央安全監視室
気象盤間の有線伝送ライン
・気象盤

第２グループ
Ｆ施設　１項変更

第１回申請
第２グループ
再処理本体

２項変更　第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
各施設において要求される機能・性能に相違がなく、共用により設計・運用の変更は生じ
ないことから、共用しても必要な機能が損なわれることはない。
（観測対象が同一であるため。）

可搬型気象観測設備（風向風速計，日射計，放射
収支計，雨量計）

第２グループ
再処理本体　２項変更

第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
各施設において要求される機能・性能に相違がなく、共用により設計・運用の変更は生じ
ないことから、共用しても必要な機能が損なわれることはない。
（伝送項目が同一である。）

可搬型気象観測設備～制御建屋　中央安全監視室
可搬型データ表示装置間の有線及び無線伝送ライ
ン（可搬型気象観測用データ伝送装置を含む）
可搬型線量率計及び可搬型ダストモニタ～緊急時
対策建屋のアンテナ間の有線及び無線伝送ライン
（可搬型環境モニタリング用データ伝送装置を含

第２グループ
再処理本体　２項変更

第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用

各施設において要求される機能・性能に相違がなく、共用により設計・運用の変更は生じ
ないことから、共用しても必要な機能が損なわれることはない。
可搬型気象観測用発電機の容量（約3KVA）は、給電先の負荷（約1KVA）に対して十分であ
る。

可搬型気象観測用発電機
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

モニタリング
ポスト等の電
源回復又は機
能回復

環境モニタリン
グ用代替電源設
備

可搬型 設備の共用

各施設において要求される機能・性能に相違がなく、共用により設計・運用の変更は生じ
ないことから、共用しても必要な機能が損なわれることはない。
環境モニタリング用可搬型発電機の容量（約5KVA）は、給電先の負荷（2.5KVA）に対して
十分である。

環境モニタリング用可搬型発電機
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用

　設計基準事故及び重大事故等が発生した場合において、関係要員が必要な期間にわた
り、安全に滞在するため、緊急時対策所を設ける。
　緊急時対策所は滞在する要員数を十分収容できる設計（約360名）とし、再処理施設と
ＭＯＸ燃料加工施設の非常時対策組織を一体化させ、再処理事業所として一つの組織とし
て運用する。また、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用により対処に
影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用

　設計基準事故及び重大事故等が発生した場合において、関係要員が必要な期間にわた
り、安全に滞在するため、緊急時対策建屋の遮蔽設備を設ける。
　緊急時対策建屋の遮蔽設備は、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用
により対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用
　緊急時対策建屋送風機は、重大事故等が発生した際に居住性を確保するために設ける。
　緊急時対策建屋送風機は、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用によ
り対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用
　緊急時対策建屋排風機は、重大事故等が発生した際に居住性を確保するために設ける。
　緊急時対策建屋排風機は、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用によ
り対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用

　緊急時対策建屋フィルタユニットは、重大事故等が発生した際に居住性を確保するため
に設ける。
　緊急時対策建屋フィルタユニットは、共用後においても使用条件に変更がないことか
ら、共用により対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用

　緊急時対策建屋加圧ユニットは、重大事故等が発生した際に居住性を確保するために設
ける。
　緊急時対策建屋加圧ユニットは、共用後においても使用条件に変更がないことから、共
用により対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用
　対策本部室差圧計は、重大事故等が発生した際に居住性を確保するために設ける。
　対策本部室差圧計は、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用により対
処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用
　待機室差圧計は、重大事故等が発生した際に居住性を確保するために設ける。
　待機室差圧計は、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用により対処に
影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用
　監視制御盤は、重大事故等が発生した際に居住性を確保するために設ける。
　監視制御盤は、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用により対処に影
響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用

　可搬型酸素濃度計は、緊急時対策所内の設計基準事故及び重大事故等に対処するために
必要な指示を行う要員がとどまる場所の酸素濃度が、活動に支障がないことを確認するた
めに設ける。
　可搬型酸素濃度計は、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用により対
処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用

　可搬型二酸化炭素濃度計は、緊急時対策所内の設計基準事故及び重大事故等に対処する
ために必要な指示を行う要員がとどまる場所の二酸化炭素濃度が、活動に支障がないこと
を確認するために設ける。
　可搬型二酸化炭素濃度計は、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用に
より対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用

　可搬型窒素酸化物濃度計は、緊急時対策所内の設計基準事故及び重大事故等に対処する
ために必要な指示を行う要員がとどまる場所の窒素酸化物濃度が、活動に支障がないこと
を確認するために設ける。
　可搬型窒素酸化物濃度計は、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用に
より対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

　緊急時対策建屋換気設備ダクト・ダンパは、重大事故等が発生した際に居住性を確保す
るために設ける。
　緊急時対策建屋換気設備ダクト・ダンパは、共用後においても使用条件に変更がないこ
とから、共用により対処に影響を与えない。

緊急時対策建屋加圧ユニット　弁

　緊急時対策建屋加圧ユニット配管・弁は、重大事故等が発生した際に居住性を確保する
ために設ける。
　緊急時対策建屋加圧ユニット配管・弁は、共用後においても使用条件に変更がないこと
から、共用により対処に影響を与えない。

45条

風向， 風速そ
の他の気象条
件の測定

気象観測設備

代替気象観測設
備

可搬型気象観測設備（風向風速計，日射計，放射
収支計，雨量計）

可搬型気象観測用データ伝送装置

可搬型気象観測用発電機

環境モニタリング用可搬型発電機

46条
居住性を確保
するための設
備

緊急時対策建屋
換気設備

緊急時対策建屋送風機

緊急時対策建屋排風機

緊急時対策建屋フィルタユニット

緊急時対策建屋加圧ユニット

緊急時対策建屋換気設備
ダクト

緊急時対策建屋加圧ユニット　配管

対策本部室差圧計

待機室差圧計

監視制御盤

緊急時対策建屋
環境測定設備

可搬型酸素濃度計

可搬型二酸化炭素濃度計

可搬型窒素酸化物濃度計

緊急時対策建屋（緊急時対策所）

緊急時対策建屋の遮蔽設備

緊急時対策建屋換気設備
ダンパ
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再処理施設、MOX燃料加工施設の共用設備一覧
（重大事故等対処設備）

添付－４

規則 施設 設備 常設／可搬型 再処理 MOX
共用の範囲（どこからどこまで共用なのか）

設備、機器等

概要および
共用によって再処理施設の重大事故等の対処に影響を与えない理由

構築物、系統、機器等
共用の考え方

申請時期

可搬型エリアモニタ 可搬型 設備の共用

　可搬型エリアモニタは、緊急時対策所内の重大事故等に対処するために必要な指示を行
う要員がとどまる場所の放射線環境が、活動に支障がないことを確認するために設ける。
　可搬型エリアモニタは、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用により
対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型ダストサンプラ 可搬型 設備の共用

　可搬型ダストサンプラは、緊急時対策所内の重大事故等に対処するために必要な指示を
行う要員がとどまる場所の放射線環境が、活動に支障がないことを確認するために設け
る。
　可搬型ダストサンプラは、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用によ
り対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

アルファ・ベータ線用
サーベイメータ

可搬型 設備の共用

　アルファ・ベータ線用サーベイメータは、緊急時対策所内の重大事故等に対処するため
に必要な指示を行う要員がとどまる場所の放射線環境が、活動に支障がないことを確認す
るために設ける。
　アルファ・ベータ線用サーベイメータは、共用後においても使用条件に変更がないこと
から、共用により対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型線量率計 可搬型 設備の共用

　緊急時対策所の周辺監視区域における空間放射線量率を測定するため、可搬型線量率計
を備える
　可搬型線量率計は、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用により対処
に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型ダストモニタ 可搬型 設備の共用

　緊急時対策所の周辺監視区域における空気中の放射性物質の濃度を測定するため、可搬
型ダストモニタを備える
　可搬型ダストモニタは、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用により
対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型データ伝送装置 可搬型 設備の共用

　可搬型線量率計、可搬型ダストモニタの測定データを緊急時対策所に伝送し、監視及び
記録できるようにするため、可搬型データ伝送装置を設ける。
　可搬型データ伝送装置は、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用によ
り対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型発電機 可搬型 設備の共用

　緊急時対策所のの周辺監視区域における空間放射線量率及び空気中の放射性物質の濃度
を測定するために設ける可搬型線量率計、可搬型ダストモニタ及び可搬型データ伝送装置
の電源として可搬型発電機を備える。
可搬型発電機は、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用により対処に影
響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

緊急時対策建屋用発電機 常設 設備の共用

　重大事故等に対処するために必要な電力を確保するため、緊急時対策所に緊急時対策建
屋用発電機を設置する。
　緊急時対策建屋用発電機は、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用に
より対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

緊急時対策建屋高圧系統
6.9kV緊急時対策建屋用
母線

常設 設備の共用

　重大事故等に対処するために必要な電力を確保するため、緊急時対策所に緊急時対策建
屋所内高圧系統6.9kV緊急時対策建屋用母線を設置する。
　緊急時対策所所内高圧系統6.9kV緊急時対策建屋用母線は、共用後においても使用条件
に変更がないことから、共用により対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

緊急時対策建屋低圧系統
460V緊急時対策建屋用母
線

常設 設備の共用

　重大事故等に対処するために必要な電力を確保するため、緊急時対策所に緊急時対策建
屋所内低圧系統460V緊急時対策建屋用母線を設置する。
　緊急時対策建屋所内低圧系統460V緊急時対策建屋用母線は、共用後においても使用条件
に変更がないことから、共用により対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

燃料油移送ポンプ 常設 設備の共用

　重大事故等に対処するために必要な電力を確保するため、緊急時対策所に燃料油移送ポ
ンプを設置する。
　燃料油移送ポンプは、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用により対
処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

燃料油配管 常設 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

燃料油弁 常設 設備の共用 全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

燃料補給設備 重油貯槽 常設 設備の共用

　緊急時対策建屋用発電機及び緊急時対策所用電源車並びにMOX燃料加工施設の重大事故
等対処設備の燃料を保管するため、重油貯槽を設ける。
　重油貯槽は、重大事故等発生後7日間の間に必要な最大重油量：約85,000L（再処理施
設：約70,000L、MOX施設：約15,000L）に対して十分な容量（200,000L）を貯蔵できる設
計とすることから、共用により対処に影響を与えない。

全数
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

電源設備

　重大事故等に対処するために必要な電力を確保するため、緊急時対策所に燃料油配管・
弁を設置する。
　燃料油配管・弁は、共用後においても使用条件に変更がないことから、共用により対処
に影響を与えない。

46条

居住性を確保
するための設
備

緊急時対策建屋
放射線計測設備

緊急時対策建
屋
電源設備

緊急時対策建屋
代替電源設備

可搬型屋内モニタリング
設備

可搬型環境モニタリング
設備
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再処理施設、MOX燃料加工施設の共用設備一覧
（重大事故等対処設備）

添付－４

規則 施設 設備 常設／可搬型 再処理 MOX
共用の範囲（どこからどこまで共用なのか）

設備、機器等

概要および
共用によって再処理施設の重大事故等の対処に影響を与えない理由

構築物、系統、機器等
共用の考え方

申請時期

常設 設備の共用
中央制御室のマイク操作器およびMOX側に放送信号を発
する装置。

第２グループ
再処理本体　２項変更

第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用
AG建屋及びDA建屋に設置している電話交換機とその配下
のアンテナ。

第２グループ
再処理本体　２項変更

第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用
　ＭＯＸ燃料加工施設と共用する環境中継サーバは、同一の端末を使用する設計または十
分な容量を確保する設計とすることで、共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

環境中継サーバ 第２グループ
再処理本体　２項変更

第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 統合原子力防災ネットワークIP電話
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 統合原子力防災ネットワークIP-FAX
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 総合原子力防災ネットワークTV会議システム
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 一般加入電話
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 一般携帯電話
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 衛星携帯電話
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 ファクシミリ
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 統合原子力防災ネットワークIP電話
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 統合原子力防災ネットワークIP-FAX
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

常設 設備の共用 総合原子力防災ネットワークTV会議システム
第２グループ

再処理本体　２項変更
第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
　代替通信連絡設備の可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）は，再処
理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処の際，同一の端末を使用する設計
とすることから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

32台中18台 第２グループ
再処理本体　２項変更

第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

可搬型 設備の共用
　代替通信連絡設備の可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）は，再処
理施設及びＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等対処の際，同一の端末を使用する設計
とすることから，共用によって再処理施設の安全性を損なわない。

60台中38台 第２グループ
再処理本体　２項変更

第２回申請

第４グループ
１項新規　第３回申請

47条
再処理事業所
外への通信連
絡

通信連絡設備

ページング装置
　ＭＯＸ燃料加工施設と共用するページング装置及び所内携帯電話は、同一の端末を使用
する設計または十分な容量を確保する設計とすることで、共用によって再処理施設の安全
性を損なわない。

所内携帯電話

環境中継サーバ

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話

　ＭＯＸ燃料加工施設と共用する代替通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電
話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネットワークＴＶ会議
システムは，同一の端末を使用する設計とすることから，共用によって再処理施設の安全
性を損なわない。

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ

代替通信連絡設
備

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話

　ＭＯＸ燃料加工施設と共用する代替通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電
話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネットワークＴＶ会議
システムは，同一の端末を使用する設計とすることから，共用によって再処理施設の安全
性を損なわない。

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム

可搬型衛星電話（屋内用）

可搬型衛星電話（屋外用）

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム

一般加入電話

　ＭＯＸ燃料加工施設と共用する通信連絡設備の一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯
電話及びファクシミリは，同一の端末を使用する設計とすることから，共用によって再処
理施設の安全性を損なわない。

一般携帯電話

衛星携帯電話

ファクシミリ
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新規制基準を
受けて規則要
求事項の追加
等があるか

事業許可基準規則、技術基準規
則の条⽂

代表して適合
性を説明する
共通的な設計
要件に係る条

⽂か

設計変更、記
載の適正化を
⾏った事項が

あるか

共通事項：□

変更あり：〇

仕様表、添付
説明書、計算
書等の変更が
必要な事項か

共通事項：□

Ｎ

Ｎ

Ｎ

Ｙ

Ｙ

Ｙ

Ｙ

※２：基本設計⽅針、添付書類等への展開が抜けなく⾏われている
かの確認を⾏う。（共通０６）
※変更がない事項であっても変更なしとした⽐較表等に根拠を記載
する。

※１：変更あり条⽂においても、規則要求の変更以外で
設計変更、記載事項の適正化を⾏った事項の有無の確認
を⾏い、変更事項として展開が必要なため、☆からフ
ローを流す

☆

※２

Ｎ

追加等の条
⽂に関係す
る構築物、
設備か

該当なし：−

※３

※３：条⽂に関係する構築物、設備かを確認し、関係ない場合は当
該条⽂の項⽬は−とする。

共通的な設
計要件に係
る条⽂か

変更あり：〇
該当なし：− ※３

変更なし：△
該当なし：−

Ｙ

Ｎ
例：地盤、不法侵⼊、津波

例：地盤、不法侵⼊、津波

※１

添付−５要求事項の分類フロー
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添付－６ 

許可基準の要求事項と技術基準規則の要求事項が直接紐づかない条文の技術基準規則の条文への展開方針（再処理施設） 

事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（誤操作の防止） 

第十三条 安全機能を有する施設は、誤操作を防止するた

めの措置を講じたものでなければならない。 

 

【規則の解釈】 

１ 第１項に規定する「誤操作を防止するための措置」とは、

人間工学上の諸因子を考慮して、盤の配置及び操作器具、

弁等の操作性に留意すること、計器表示及び警報表示にお

いて再処理施設の状態が正確かつ迅速に把握できるよう

留意すること、保守点検において誤りを生じにくいよう留

意すること等の措置を講じた設計であることをいう。ま

た、運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故の発生後、

ある時間までは、運転員の操作を期待しなくても必要な安

全上の機能が確保される設計であることをいう。 

 

２ 安全上重要な施設は、容易に操作することができるも

のでなければならない。 

 

【規則の解釈】 

２ 第２項に規定する「容易に操作することができる」とは、

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生した状

況下（混乱した状態等）であっても、簡単な手順によって必

要な操作が行える等の運転員に与える負荷を小さくする

ことができるよう考慮する設計であることをいう。 

 

 
− 
 

 

事業指定基準規則第十三条第 1 項、第 2 項

は、技術基準規則で直接該当する項目がないた

め、技術基準規則第十六条（安全機能を有する

施設）、第二十三条（制御室等）に展開 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防

止） 

第十六条 安全機能を有する施設は、次に掲げる要件を満

たすものでなければならない。 

一 運転時の異常な過渡変化時において、パラメータを安

全設計上許容される範囲内に維持できるものであること。 

二 設計基準事故時において、工場等周辺の公衆に放射線

障害を及ぼさないものであること。 

 

 

 

－ 

 

 

 

事業指定基準規則第十六条は、技術基準規則で

直接該当する項目がないため、技術基準規則第

十五条（安全上重要な施設）、第十六条（安全機

能を有する施設）に展開 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（使用済燃料の貯蔵施設等） 

第十七条 再処理施設には、次に掲げるところにより、使用

済燃料の受入施設（安全機能を有する施設に属するものに

限る。）及び貯蔵施設（安全機能を有する施設に属するもの

に限る。）を設けなければならない。 

一 使用済燃料を受け入れ、又は貯蔵するために必要な容

量を有するものとすること。 

 

 

 

 

 

２ 再処理施設には、次に掲げるところにより、製品貯蔵施

設（安全機能を有する施設に属するものに限る。）を設けな

ければならない。 

一 製品を貯蔵するために必要な容量を有するものとする

こと。 

 

（使用済燃料の貯蔵施設等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第 1 項第 1 号は、技術基準

規則で直接該当する項目がないが、使用済燃料

の貯蔵施設に対する要求事項であることから、

技術基準規則第第十九条（使用済燃料の貯蔵施

設等）で展開 

 

 

事業指定基準規則第 2 項第 1 号は、技術基準

規則で直接該当する項目がないが、製品貯蔵施

設に対する要求事項であることから、技術基準

規則第第十九条（使用済燃料の貯蔵施設等）で

展開 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（保管廃棄施設） 

第二十二条 再処理施設には、次に掲げるところにより、放

射性廃棄物の保管廃棄施設（安全機能を有する施設に属

するものに限る。）を設けなければならない。 

一 放射性廃棄物を保管廃棄するために必要な容量を有す

るものとすること。 

（保管廃棄施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第 1 項第 1 号は、技術基準

規則で直接該当する項目がないが、保管廃棄施

設に対する要求事項であることから、技術基準

規則第二十五条（保管廃棄施設）に展開 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（放射線管理施設） 

第二十三条 工場等には、放射線から放射線業務従事者を

防護するため、放射線管理施設を設けなければならない。 

 

（放射線管理施設） 

 

 

事業指定基準規則第二十三条第 1 項は、技術

基準規則で直接該当する項目がないが、放射線

管理施設に対する要求事項であることから、技

術基準規則第二十一条（放射線管理施設）とし

て展開 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（監視設備） 

第二十四条 再処理施設には、運転時、停止時、運転時の異

常な過渡変化時及び設計基準事故時において、当該再処

理施設及びその境界付近における放射性物質の濃度及び

線量を監視し、及び測定し、並びに設計基準事故時におけ

る迅速な対応のために必要な情報を制御室その他当該情

報を伝達する必要がある場所に表示できる設備（安全機能

を有する施設に属するものに限る。）を設けなければなら

ない。 

 

【規則の解釈】 

５ 第２４条において、モニタリングポストについては、非常

用所内電源系統（無停電電源を含む。）により電源復旧まで

の期間を担保できる設計であること。また、モニタリングポ

ストの伝送系は多様性を有する設計であること。 

（放射線管理施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則の解釈第二十四条第 5 項

は、技術基準規則で直接該当する項目がない

が、放射線管理施設に対する要求事項であるこ

とから、技術基準規則第二十一条（放射線管理

施設）に展開 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（保安電源設備） 

第二十五条 再処理施設は、安全上重要な施設がその機能

を維持するために必要となる電力を当該安全上重要な施

設に供給するため、電力系統に連系したものでなければな

らない。 

 

（保安電源設備） 

 

 

事業指定基準規則第二十五条第１項は、技術基

準規則で直接該当する項目がないが、保安電源

設備に対する要求事項であることから、技術基

準規則第二十九条（保安電源設備）で展開 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（重大事故等の拡大の防止等）  

第二十八条 再処理施設は、重大事故に至るおそれがある

事故が発生した場合において、重大事故の発生を防止する

ために必要な措置を講じたものでなければならない。  

２ 再処理施設は、重大事故が発生した場合において、当該

重大事故の拡大を防止するために必要な措置を講じたも

のでなければならない。  

３ 再処理施設は、重大事故が発生した場合において、工場

等外への放射性物質の異常な水準の放出を防止するため

に必要な措置を講じたものでなければならない。 

  

 

－ 

 

事業指定基準規則第二十八条は、技術基準規

則で直接該当する項目がないが、重大事故等対

処設備に対する要求事項であることから、技術

基準規則第三十六条（重大事故等対処設備）に

展開 
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添付－６ 

許可基準の要求事項と技術基準規則の要求事項が直接紐づかない条文の技術基準規則の条文への展開方針（ＭＯＸ燃料加工施設） 

事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（誤操作の防止） 

第十二条 安全機能を有する施設は、誤操作を防止するた

めの措置を講じたものでなければならない。 

 

（解釈）第１２条（誤操作の防止） 

１ 第１項に規定する「誤操作を防止するための措置を講じ

たもの」とは、人間工学上の諸因子を考慮して、盤の配置

及び操作器具、弁等の操作性に留意すること、計器表示及

び警報表示において加工施設の状態が正確かつ迅速に把

握できるよう留意すること、保守点検において誤りを生じ

にくいよう留意すること等の措置を講じた設計であること

をいう。また、設計基準事故の発生後、ある時間までは、運

転員の操作を期待しなくても必要な安全上の機能が確保

される設計であることをいう。 

 

２ 安全上重要な施設は、容易に操作することができるも

のでなければならない。 

 

（解釈）第１２条（誤操作の防止） 

２ 第２項に規定する「容易に操作することができる」とは、

設計基準事故が発生した状況下（混乱した状態等）であっ

ても、簡潔な手順によって必要な操作が行える等の運転員

に与える負荷を小さくすることができるよう考慮する設計

であることをいう。 

−  

事業許可基準規則第十二条第１項、第２項は、

技術基準規則で直接該当する項目がないため、

技術基準規則第十四条（安全機能を有する施

設）に展開 

（核燃料物質の貯蔵施設） 

第十六条 加工施設には、次に掲げるところにより、核燃料

物質の貯蔵施設を設けなければならない。 

一 核燃料物質を貯蔵するために必要な容量を有するもの

とすること。 

 

（核燃料物質の貯蔵施設） 

 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則第十六条第１項第１号は、技

術基準で直接該当する項目がないが、貯蔵施設

に対する要求事項であることから、技術基準規

則第十七条（核燃料物質の貯蔵施設）で展開 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（廃棄施設） 

第十七条  

２ 加工施設には、放射性廃棄物を保管廃棄するために必

要な容量を有する放射性廃棄物の保管廃棄施設（安全機

能を有する施設に属するものに限る。）を設けなければな

らない。 

  

 

事業許可基準規則第十七条第２項技術基準で

直接該当する項目がないが、廃棄施設に関する

要求事項であることから、技術基準規則第二十

条（廃棄施設）に展開 

核燃料物質の加工の事業に関する規則 第七条

の八（工場又は事業所において行われる廃棄）

における「放射性廃棄物の保管廃棄」に係る要

件についても廃棄施設に関する要求事項とし

て、技術基準規則第二十条（廃棄施設）に展開 

（関連条文：事業許可基準規則第四条） 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（放射線管理施設） 

第十八条 工場等には、放射線から放射線業務従事者を防

護するため、放射線管理施設を設けなければならない。 

 

（解釈）第１８条（放射線管理施設） 

１ 第１項に規定する「放射線管理施設」とは、放射線被ばく

を監視及び管理するため、放射線業務従事者の出入管理、

汚染管理及び除染等を行う施設をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 放射線管理施設には、放射線管理に必要な情報を適切

な場所に表示できる設備（安全機能を有する施設に属する

ものに限る。）を設けなければならない。 

（解釈）第１８条（放射線管理施設） 

２ 第２項に規定する「必要な情報を適切な場所に表示でき

る」とは、伝達する必要がある場所において管理区域にお

ける空間線量、空気中の放射性物質の濃度及び床面等の

放射性物質の表面密度をそれぞれ表示できることをいう。 

（放射線管理施設） 

第十九条 工場等には、次に掲げる事項を計測する放射線

管理施設が設けられていなければならない。この場合にお

いて、当該事項を直接計測することが困難な場合は、これ

を間接的に計測する施設をもって代えることができる。 

一 放射性廃棄物の排気口又はこれに近接する箇所にお

ける排気中の放射性物質の濃度 

 

 

 

 

 

 

二 放射性廃棄物の排水口又はこれに近接する箇所にお

ける排水中の放射性物質の濃度 

 

三 管理区域における外部放射線に係る原子力規制委員

会の定める線量当量、空気中の放射性物質の濃度及び放

射性物質によって汚染された物の表面の放射性物質の密

度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則第十九条第１項が該当。ただ

し、事業許可基準規則第十九条の「その境界付

近における放射性物質の濃度及び線量を監視」

については技術基準規則で直接該当する項目

がないが、放射線管理に係る要求事項であるこ

とから、技術基準規則第十九条（放射線管理施

設）で展開。 

 

事業許可基準規則第十九条第１項が該当。 

 

 

事業許可基準規則第十八条第１項が該当。 

 

 

 

 

事業許可基準規則第十八条第２項は、技術基準

規則で直接該当する項目がないが、放射線管理

施設に対する要求事項であることから、技術基

準規則第十九条（放射線管理施設）に展開 

 

 

 

 

（監視設備） 

第十九条 加工施設には、通常時及び設計基準事故時にお

いて、当該加工施設及びその境界付近における放射性物

質の濃度及び線量を監視し、及び測定し、並びに設計基準

事故時における迅速な対応のために必要な情報を適切な

場所に表示できる設備（安全機能を有する施設に属するも
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のに限る。）を設けなければならない。 

（解釈）第１９条（監視設備） 

１ 第１９条は、設計基準において加工施設の放射線監視を

求めている。 

２ 第１９条に規定する「放射性物質の濃度及び線量を監視

し、及び測定し」とは、通常時に加工施設の周辺監視区域

周辺において、サンプリングや放射線モニタ等により放射

性物質の濃度及び空間線量率を監視及び測定し、かつ、設

計基準事故時に迅速な対策処理が行えるように放射線源、

放出点、加工施設周辺、予想される放射性物質の放出経路

等の適切な場所において、放射性物質の濃度及び空間線

量率を監視及び測定することをいう。 

３ 第１９条において、通常時における環境に放出する気

体・液体廃棄物の監視及び測定については、「発電用軽水

型原子炉施設における放出放射性物質の測定に関する指

針」（昭和５３年９月２９日原子力委員会決定）を参考とする

こと。 

４ 第１９条において、設計基準事故時における監視及び測

定については、「発電用軽水型原子炉施設における事故時

の放射線計測に関する審査指針」（昭和５６年７月２３日原

子力委員会決定）を参考とすること。 

 

５ 第１９条において、モニタリングポストについては、非常

用電源設備（無停電電源を含む。）により電源復旧までの期

間を担保できる設計であること。また、モニタリングポスト

の伝送系は多様性を有する設計であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則解釈第 19 条第 5 項の「モニ

タリングポストの非常用電源設備への接続、伝

送系の多様性については、直接関係する技術基

準規則がないが、放射線管理施設に対する要求

事項であることから技術基準規則第十九条に

展開 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（重大事故等の拡大の防止等） 

第二十二条 加工施設は、重大事故に至るおそれがある事

故が発生した場合において、重大事故の発生を防止するた

めに必要な措置を講じたものでなければならない。 

２ プルトニウムを取り扱う加工施設は、重大事故が発生し

た場合において、当該重大事故の拡大を防止するために

必要な措置を講じたものでなければならない。 

３ プルトニウムを取り扱う加工施設は、重大事故が発生し

た場合において、プルトニウムを取り扱う加工施設を設置

する工場又は事業所（以下この章において「工場等」とい

う。）外への放射性物質の異常な水準の放出を防止するた

めに必要な措置を講じたものでなければならない。 

－ 事業許可基準規則第二十二条は、技術基準規

則で直接該当する項目がないが、重大事故等対

処設備に対する要求事項であることから、技術

基準規則第三十条（重大事故等対処設備）に展

開 
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事業指定基準規則と技術基準規則の比較                                          参考―１ 
事業指定基準規則 技術基準規則 備考 

第 二 章 安全機能を有する施設 

第 二 条 核燃料物質の臨界防止 

第 三 条 遮蔽等 

第 四 条 閉じ込めの機能 

 

 

第 五 条 火災等による損傷の防止 

第 六 条 安全機能を有する施設の地盤 

第 七 条 地震による損傷の防止 

第 八 条 津波による損傷の防止 

第 九 条 外部からの衝撃による損傷の防止 

第 十 条 再処理施設への人の不法な侵入等の防止 

第 十 一 条 溢水による損傷の防止 

第 十 二 条 化学薬品の漏えいによる損傷の防止 

第 十 三 条 誤操作の防止 

第 十 四 条 安全避難通路等 

第 十 五 条 安全機能を有する施設 

 

第 十 六 条 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防止 

第 十 七 条 使用済燃料の貯蔵施設等 

第 十 八 条 計測制御系統施設 

第 十 九 条 安全保護回路 

第 二 十 条 制御室等 

第二十一条 廃棄施設 

第二十二条 保管廃棄施設 

第二十三条 放射線管理施設 

第二十四条 監視設備 

第二十五条 保安電源設備 

第二十六条 緊急時対策所 

第二十七条 通信連絡設備 

   － 

   － 

第 二 章 安全機能を有する施設 

第 四 条 核燃料物質の臨界防止 

第二十七条 遮蔽 

第 十 条 閉じ込めの機能  

第二十六条 使用済燃料等による汚染の防止 

第二十八条 換気設備 

第 十 一 条 火災等による損傷の防止 

第 五 条 安全機能を有する施設の地盤 

第 六 条 地震による損傷の防止 

第 七 条 津波による損傷の防止 

第 八 条 外部からの衝撃による損傷の防止 

第 九 条 再処理施設への人の不法な侵入等の防止 

第 十 二 条 再処理施設内における溢水による損傷の防止 

第 十 三 条 再処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防止

   － 

第 十 四 条 安全避難通路等  

第 十 五 条 安全上重要な施設 

第 十 六 条 安全機能を有する施設 

   － 

第 十 九 条 使用済燃料の貯蔵施設等 

第 二 十 条 計測制御系統施設 

第二十二条 安全保護回路 

第二十三条 制御室等 

第二十四条 廃棄施設 

第二十五条 保管廃棄施設 

第二十一条 放射線管理施設 

 

第二十九条 保安電源設備 

第 三 十 条 緊急時対策所 

第三十一条 通信連絡設備 

第 十 七 条 材料及び構造 

第 十 八 条 搬送設備 

【記載方針】 

・用語の差異については破線 

・記載内容の相違については下線 
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事業指定基準規則 技術基準規則 備考 

第 三 章 重大事故等対処施設 

第二十八条 重大事故等の拡大の防止等 

第二十九条 火災等による損傷の防止 

第 三 十 条 重大事故等対処施設の地盤 

第三十一条 地震による損傷の防止 

第三十二条 津波による損傷の防止 

第三十三条 重大事故等対処設備 

第三十四条 臨界事故の拡大を防止するための設備 

第三十五条 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備 

第三十六条 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備 

第三十七条 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための設備  

第三十八条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 

第三十九条 放射性物質の漏えいに対処するための設備 

第 四 十 条 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備 

第四十一条 重大事故等への対処に必要となる水の供給設備 

第四十二条 電源設備 

第四十三条 計装設備 

第四十四条 制御室 

第四十五条 監視測定設備  

第四十六条 緊急時対策所  

第四十七条 通信連絡を行うために必要な設備 

   － 

第 三 章 重大事故等対処施設 

   － 

第三十五条 火災等による損傷の防止 

第三十二条 重大事故等対処施設の地盤 

第三十三条 地震による損傷の防止 

第三十四条 津波による損傷の防止 

第三十六条 重大事故等対処設備 

第三十八条 臨界事故の拡大を防止するための設備 

第三十九条 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備

第 四 十 条 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための設備

第四十一条 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための設備

第四十二条 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備 

第四十三条 放射性物質の漏えいに対処するための設備 

第四十四条 工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備

第四十五条 重大事故等への対処に必要となる水の供給設備 

第四十六条 電源設備 

第四十七条 計装設備 

第四十八条 制御室 

第四十九条 監視測定設備 

第 五 十 条 緊急時対策所 

第五十一条 通信連絡を行うために必要な設備 

第三十七条 材料及び構造 

 

 

・事業許可基準規則は、「再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年 12 月 6 日公布）」及びその解釈（改正 平成 26 年 10 月 29 日 原規技発第

1410291 号）を記載 

・技術基準規則は、「再処理施設の技術基準に関する規則（令和 2 年 3 月 17 日公布）」を記載 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（核燃料物質の臨界防止） 

第二条 安全機能を有する施設は、核燃料物質が臨界に達

するおそれがないようにするため、核的に安全な形状寸法

にすることその他の適切な措置を講じたものでなければ

ならない。 

 

【規則の解釈】 

１ 第１項に規定する「核燃料物質が臨界に達する」とは、運

転時に予想される機械又は器具の単一の故障若しくはそ

の誤作動又は運転員の単一の誤操作を想定した場合に、

核燃料物質が臨界に達することをいう。 

２ 第１項に規定する「核的に安全な形状寸法にすることそ

の他の適切な措置」とは、核燃料物質の取扱い上の一つの

単位（以下「単一ユニット」という。）について、以下の各号

に掲げる措置又はこれらと同等以上の措置をいう。 

一 核燃料物質を収納する機器の形状寸法、溶液中の核燃

料物質の濃度、核燃料物質の質量、核燃料物質の同位体組

成、中性子吸収材の形状寸法、濃度、材質等について適切

な核的制限値（臨界管理を行う体系の未臨界確保のため

に設定する値をいう。この値は、具体的な機器の設計及び

運転条件の妥当性の判断を容易かつ確実に行うために設

定する計量可能な値であり、この値を超えた機器の製作並

びに運転時及び停止時における運転条件の設定は許容さ

れない。）が設けられていること。 

二 核的制限値を設定するに当たっては、取り扱われる核

燃料物質の物理的・ 

化学的性状並びに中性子の吸収効果、減速条件及び反射

条件に関し、それぞれ 

の状態の変動を考慮して、十分な安全裕度を見込むこと。 

三 核的制限値を設定するに当たっては、以下に掲げる事

項について中性子増倍率が最も大きくなる場合を仮定し、

十分な安全裕度を見込むこと。 

① ウラン中のウラン２３５の割合、プルトニウムの同位体

組成、ウランとプルトニウムの混合比等 

② 核燃料物質の金属、粉末、スラッジ、溶液等の物理的形

（核燃料物質の臨界防止） 

第四条 安全機能を有する施設は、核燃料物質の取扱い上

の一つの単位（次項において「単一ユニット」という。）にお

いて、運転時に予想される機械若しくは器具の単一の故障

若しくはその誤作動又は運転員の単一の誤操作が起きた

場合に、核燃料物質が臨界に達するおそれがないよう、核

燃料物質を収納する機器の形状寸法の管理、核燃料物質

の濃度、質量若しくは同位体の組成の管理若しくは中性子

吸収材の形状寸法、濃度若しくは材質の管理又はこれらの

組合せにより臨界を防止するための措置その他の適切な

措置が講じられたものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第二条第 1 項及び解釈第 2

項が該当 
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態及び化学的形態 

③ 核燃料物質及び中性子減速材の非均質性及び濃度分

布の不均一性 

④ 核燃料物質中の中性子減速材及び吸収材の割合の変

動 

⑤ 反射条件の変動（ただし、浸水については、再処理施設

の立地条件、適切な設計等により、浸水の可能性が極めて

低いと判断される場合は浸水を考慮しなくてよい。） 

⑥ 計算コードを用いて核的制限値を計算する場合はその

計算誤差 

⑦ 形状管理する場合にあっては機器等の腐食 

⑧ 中性子吸収材管理を行う場合にあっては、材料の中性

子吸収効果の低減 

四 系統及び機器の単一故障又は誤動作若しくは運転員の

単一誤操作を想定しても、臨界にならない設計であるこ

と。具体的適用の事例を以下に示す。 

① 濃度管理、質量管理及び可溶性中性子吸収材による臨

界管理を行う場合にあっては、単一故障又は誤動作若しく

は単一誤操作を想定しても、臨界にならない設計であるこ

と。 

② 臨界管理されている系統及び機器から単一故障又は誤

動作若しくは単一誤操作によって、臨界管理されていない

系統及び機器へ、核燃料物質が流入することのない設計で

あること。 

３ 第１項に規定する「核的に安全な形状寸法にすることそ

の他の適切な措置」とは、二つ以上の単一ユニットが存在

する場合について、以下の各号に掲げる措置又はこれらと

同等以上の措置をいう。 

一 単一ユニット相互間の中性子の吸収効果、減速条件及

び反射条件に関し、それぞれの変動を考慮して、十分な安

全裕度を見込んだ上で、単一ユニット相互の配置、中性子

遮蔽材の配置、形状寸法等について適切な核的制限値が

設けられていること。 

二 複数ユニットの核的制限値を設定するに当たっては、以

下の事項について反応度が最も大きくなる場合を仮定し、

十分な安全裕度を見込むこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 安全機能を有する施設は、単一ユニットが二つ以上存

在する場合において、運転時に予想される機械若しくは器

具の単一の故障若しくはその誤作動又は運転員の単一の

誤操作が起きた場合に、核燃料物質が臨界に達するおそ

れがないよう、単一ユニット相互間の適切な配置の維持若

しくは単一ユニットの相互間における中性子の遮蔽材の使

用又はこれらの組合せにより臨界を防止するための措置

が講じられたものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第二条第 1 項及び解釈第 3

項が該当 
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① 単一ユニット相互間に存在する物質による中性子の減

速及び吸収の条件の変動 

② 壁等の構築物からの中性子の反射効果 

③ 計算コードを用いて核的制限値を計算する場合は、そ

の計算誤差 

④ 核燃料物質が移動する場合には、移動中の核燃料物質

の落下、転倒及び接近 

三 複数ユニットの核的制限値の維持については、十分な

構造強度を持つ構造材を使用する等適切な対策が講じら

れていること。 

 

２ 再処理施設には、臨界警報設備その他の臨界事故を防

止するために必要な設備を設けなければならない。 

 

【規則の解釈】 

４ 第２項に規定する「臨界事故を防止するために必要な設

備」とは、以下の各号に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を講じた設備をいう。 

一 臨界警報装置により、臨界事故の発生が直ちに感知で

きる設計であること。 

二 臨界管理上重要な施設（核燃料物質を含む溶液を取り

扱う施設であって、核燃料物質の濃度管理及び同位体組

成管理並びに可溶性中性子吸収材の濃度管理が行われて

いる施設をいう。）において臨界事故が発生したとしても、

当該事故発生下において核燃料物質を含む溶液の移送、

希釈、中性子吸収材の注入等の対策を容易に講じられる

設計であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 再処理施設には、臨界警報設備その他の臨界事故を防

止するために必要な設備が設けられていなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第二条第 2 項が該当（「設備

を設けなければならない」と「設備が設けられて

いなければならない」の表現上の差異はある

が、設計要件としての差異なし。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（遮蔽等） 

第三条 安全機能を有する施設は、運転時及び停止時にお

いて再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線による

工場等周辺の線量が十分に低減できるよう、遮蔽その他

適切な措置を講じたものでなければならない。 

 

 

 

２ 安全機能を有する施設は、工場等内における放射線障

害を防止する必要がある場合には、次に掲げるものでなけ

ればならない。 

一 管理区域その他工場等内の人が立ち入る場所における

線量を低減できるよう、遮蔽その他適切な措置を講じたも

のとすること。 

二 放射線業務従事者が運転時の異常な過渡変化時及び

設計基準事故時において、迅速な対応をするために必要

な操作ができるものとすること。 

 

【規則の解釈】 

２ 第２項第１号の規定については、場所ごとに遮蔽設計の

基準となる線量率を適切に設定するとともに、管理区域を

線量率に応じて適切に区分すること。また、放射線を遮蔽

するための壁等に、開口部又は配管等の貫通部があるも

のに対しては、壁等の外側の線量率が遮蔽設計の基準と

なる線量率を満足するよう、必要に応じ放射線漏えい防止

措置が講じられていること。 

（遮蔽） 

第二十七条 安全機能を有する施設は、運転時及び停止時

において再処理施設からの直接線及びスカイシャイン線に

よる工場等周辺の線量が原子力規制委員会の定める線量

限度を十分下回るように設置されたものでなければなら

ない。 

 

 

２ 工場等内における外部放射線による放射線障害を防止

する必要がある場所には、放射線障害を防止するために必

要な遮蔽能力を有する遮蔽設備が設けられていなければ

ならない。この場合において、当該遮蔽設備に開口部又は

配管その他の貫通部がある場合であって放射線障害を防

止するために必要がある場合には、放射線の漏えいを防止

するための措置が講じられたものでなければならない。 

 

 

事業指定基準規則第三条第 1 項が該当（「線量

が十分に低減できるよう、遮蔽その他適切な措

置を講じたものでなければならない」と「線量限

度を十分下回るように設置されたものでなけれ

ばならない」の差異あり。技術基準規則では設

計要件として展開。） 

 

事業指定基準規則第三条第 2 項が該当 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（閉じ込めの機能） 

第四条 安全機能を有する施設は、放射性物質を限定され

た区域に適切に閉じ込めることができるものでなければ

ならない。 

 

【規則の解釈】 

１ 第４条に規定する「限定された区域に適切に閉じ込め

る」とは、放射性物質を系統若しくは機器に閉じ込めるこ

と、又は漏えいした場合においても、セル等若しくは構築

物内の区域に保持することをいう。 

２ 第４条の規定については以下の各号に掲げる措置を考

慮すること。 

一 放射性物質を収納する系統及び機器は、放射性物質の

漏えいを防止できる設計であること。また、使用する化学

薬品等に対して適切な腐食対策が講じられていること。 

二 プルトニウムを含む溶液及び粉末並びに高レベル放射

性液体廃棄物を内蔵する系統及び機器は、原則として、セ

ル等に収納されること。また、セル等は、液体状の放射性

物質が漏えいした場合に、その漏えいを感知し、漏えいの

拡大を防止するとともに漏えいした放射性物質を安全に

移送及び処理することができる設計であること。 

三 プルトニウムを含む溶液及び高レベル放射性液体廃棄

物を内蔵する系統及び機器、ウランを非密封で大量に取り

扱う系統、機器、セル等並びにこれらを収納する構築物は、

以下に掲げる事項を満足する換気系統を有すること。 

① 換気系統は、放射性物質の漏えいを防止できる設計で

あり、かつ逆流を防止できる設計であること。 

② プルトニウムを含む溶液及び高レベル放射性液体廃棄

物を内蔵する系統及び機器、ウランを非密封で大量に取り

扱う系統、機器、セル等並びにこれらを収納する構築物は、

原則として、換気機能により常時負圧に保たれているこ

と。また、それぞれの気圧は、原則として、構築物、セル等、

系統及び機器の順に低くすること。 

③ 換気系統には、フィルタ、洗浄塔等の放射性物質を除去

するための系統及び機器が適切に設けられていること。 

（閉じ込めの機能） 

第十条 安全機能を有する施設は、次に掲げるところによ

り、使用済燃料、使用済燃料から分離された物又はこれら

によって汚染された物（以下「使用済燃料等」という。）を限

定された区域に閉じ込める機能を保持するように設置さ

れたものでなければならない。 

 

一 流体状の使用済燃料等を内包する容器又は管に使用

済燃料等を含まない流体を導く管を接続する場合には、流

体状の使用済燃料等が使用済燃料等を含まない流体を導

く管に逆流するおそれがない構造であること。 

 

二 セルは、その内部を常時負圧状態に維持し得るもので

あること。 

 

三 液体状の使用済燃料等を取り扱う設備をその内部に

設置するセルは、当該設備からの当該物質の漏えいを監視

し得る構造であり、かつ、当該物質が漏えいした場合にこ

れを安全に処理し得る構造であるとともに当該物質がセ

ル外に漏えいするおそれがない構造であること。 

 

四 セル内に設置された流体状の使用済燃料等を内包す

る設備から、使用済燃料等が当該設備の冷却水、加熱蒸気

その他の熱媒中に漏えいするおそれがある場合は、当該熱

媒の系統は、必要に応じて、漏えい監視設備を備えるとと

もに、汚染した熱媒を安全に処理し得るように設置するこ

と。 

 

五 プルトニウム及びその化合物並びにこれらの物質の一

又は二以上を含む物質（以下この条において「プルトニウム

等」という。）を取り扱うグローブボックスは、その内部を常

時負圧状態に維持し得るものであり、かつ、給気口及び排

気口を除き、密閉することができる構造であること。 

 

 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項が該当（「適切

に閉じ込めることができるものでなければなら

ない」と「閉じ込める機能を保持するように設置

されたものでなければならない」の表現上の差

異あるが、設計要求としての差異なし。） 

なお、第十九条及び第二十五条以外の崩壊熱除

去機能については本条で展開 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項第 1 号が該当 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項第 3 号が該当 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項第 2 号が該当 

 

 

 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項第 2 号が該当 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項第 1 号、第 3 号が該当 
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④ 上記２三③の「放射性物質を除去するための系統及び

機器が適切に設けられている」とは、原則として、以下の各

号に掲げる事項が満足されるよう、換気系統が設計されて

いることをいう。 

イ 運転時及び停止時においては、公衆の線量が合理的に

達成できる限り低くなるように、放射性物質を含む気体中

の放射性物質の濃度をフィルタ、洗浄塔等によって低減さ

せた後、十分な拡散効果を有する排気筒から放出するこ

と。 

ロ 放射性物質を含む気体が上記イの低減効果を持つ系統

及び機器を経ずに環境中へ放出されることがないよう、負

圧維持、換気系統外への漏えい防止及び逆流防止の機能

が確保されていること。ただし、核種によって、その放出に

伴う公衆の線量が、合理的に達成できる限り低いと判断さ

れる場合においては、この限りではない。 

ハ 同様に放出による公衆の線量が合理的に達成できる限

り低いと判断される場合においては、主排気筒のみなら

ず、局所的な排気筒からの放出も許容される。 

ニ 設計基準事故時においても可能な限り上記ロの負圧維

持、換気系統外への漏えい防止及び逆流防止の機能が確

保されるよう設計されていること。 

ホ 設計基準事故時において、一部の換気系統の機能が損

なわれても、再処理施設全体としては、換気系統の機能が

維持され、公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与

えないよう、十分な気体の閉じ込めの機能が確保されてい

ること。 

六 液体状のプルトニウム等を取り扱うグローブボックス

は、当該物質がグローブボックス外に漏えいするおそれが

ない構造であること。 

 

七 密封されていない使用済燃料等を取り扱うフードは、

その開口部の風速を適切に維持し得るものであること。 

 

八 プルトニウム等を取り扱う室（保管廃棄する室を除く。）

及び使用済燃料等による汚染の発生のおそれがある室

は、その内部を負圧状態に維持し得るものであること。 

 

九 液体状の使用済燃料等を取り扱う設備が設置される

施設（液体状の使用済燃料等の漏えいが拡大するおそれが

ある部分に限る。）は、次に掲げるところによるものである

こと。 

イ 施設内部の床面及び壁面は、液体状の使用済燃料等が

漏えいし難いものであること。 

ロ 液体状の使用済燃料等を取り扱う設備の周辺部又は

施設外に通ずる出入口若しくはその周辺部には、液体状の

使用済燃料等が施設外へ漏えいすることを防止するため

の堰が施設されていること。ただし、施設内部の床面が隣

接する施設の床面又は地表面より低い場合であって、液体

状の使用済燃料等が施設外へ漏えいするおそれがないと

きは、この限りでない。 

ハ 工場等の外に排水を排出する排水路（湧水に係るもの

であって使用済燃料等により汚染するおそれがある管理

区域内に開口部がないものを除く。）の上に施設の床面が

ないようにすること。ただし、当該排水路に使用済燃料等

により汚染された排水を安全に廃棄する設備及び第二十

一条第三号に掲げる事項を計測する設備が設置されてい

る場合は、この限りでない。 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項第 1 号、第 2 号が該当 

 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項第 1 号、第 2 号、第 3 号が該当 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項第 2 号、第 3 号が該当 

 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項第 1 号、第 2 号が該当 
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（使用済燃料等による汚染の防止） 

第二十六条 再処理施設のうち人が頻繁に出入りする建物

内部の壁、床その他の部分であって、使用済燃料等により

汚染されるおそれがあり、かつ、人が触れるおそれがある

ものの表面は、使用済燃料等による汚染を除去しやすいも

のでなければならない。 

 

2 再処理施設には、人が触れるおそれがある器材その他

の物が使用済燃料等により汚染された場合に当該汚染を

除去するための設備が設けられていなければならない。 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項第 2 号が該当 

 

 

 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項第 2 号が該当 

（換気設備） 

第二十八条 再処理施設内の使用済燃料等により汚染され

た空気による放射線障害を防止する必要がある場所には、

次に掲げるところにより換気設備が設けられていなければ

ならない。 

一 放射線障害を防止するために必要な換気能力を有す

るものであること。 

 

二 使用済燃料等により汚染された空気が逆流するおそれ

がない構造であること。 

 

三 ろ過装置を設ける場合にあっては、ろ過装置の機能が

適切に維持し得るものであり、かつ、ろ過装置の使用済燃

料等による汚染の除去又はろ過装置の取替えが容易な構

造であること。 

 

四 吸気口は、使用済燃料等により汚染された空気を吸入

し難いように設置すること。 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項 3 号が該当 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項 3 号が該当 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項 3 号が該当 

 

 

 

事業指定基準規則第四条第 1 項及び解釈第 2

項 3 号が該当 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（火災等による損傷の防止） 

第五条 安全機能を有する施設は、火災又は爆発により再

処理施設の安全性が損なわれないよう、火災及び爆発の

発生を防止することができ、かつ、消火を行う設備（以下

「消火設備」といい、安全機能を有する施設に属するものに

限る。）及び早期に火災発生を感知する設備（以下「火災感

知設備」という。）並びに火災及び爆発の影響を軽減する

機能を有するものでなければならない。 

 

 

２ 消火設備（安全機能を有する施設に属するものに限

る。）は、破損、誤作動又は誤操作が起きた場合においても

安全上重要な施設の安全機能を損なわないものでなけれ

ばならない。 

 

【規則の解釈】 

１ 第１項について、放射性物質を内包する機器（容器、管

等）及びセル等における火災又は爆発の原因は、例えば、

以下の各号に掲げるものをいう。 

一 爆発性ガス、可燃性の液体、化学物質（水素、過酸化水

素、リン酸トリブチル（TBP）とその希釈液、硝酸ヒドラジン

等）の使用 

二 水溶液、有機溶媒、固体中での放射線分解による水素

の発生 

三 化学反応（有機物のニトロ化等）による爆発性物質又は

可燃性物質（レッドオイル等）の生成 

四 自然発火性材料の存在（ジルカロイの微粒子） 

２ 第１項に規定する「火災及び爆発の発生を防止すること

ができ、かつ、消火を行う設備（以下「消火設備」といい、安

全機能を有する施設に属するものに限る。）及び早期に火

災発生を感知する設備（以下「火災感知設備」という。）並

びに火災及び爆発の影響を軽減する機能を有する」とは、

以下の各号に掲げるものをいう。 

一 可燃性物質若しくは熱的に不安定な物質を使用又は生

成する系統及び機器は、適切に設定された熱的及び化学

（火災等による損傷の防止） 

第十一条 安全機能を有する施設は、火災又は爆発の影響

を受けることにより再処理施設の安全性に著しい支障が

生ずるおそれがある場合において、消火設備(事業指定基

準規則第五条第一項に規定する消火設備をいう。以下同

じ。) 及び警報設備（警報設備にあつては自動火災報知設

備、漏電火災警報器その他の火災の発生を自動的に検知

し、警報を発する設備に限る。以下同じ。）が設置されたも

のでなければならない。 

 

２ 前項の消火設備及び警報設備は、その故障、損壊又は

異常な作動により安全上重要な施設の安全機能に著しい

支障を及ぼすおそれがないものでなければならない。 

 

 

 

３ 安全機能を有する施設であって、火災又は爆発により

損傷を受けるおそれがあるものは、可能な限り不燃性又は

難燃性の材料を使用するとともに、必要に応じて防火壁の

設置その他の適切な防護措置が講じられたものでなけれ

ばならない。 

 

４ 有機溶媒その他の可燃性の液体（以下この条において

「有機溶媒等」という。）を取り扱う設備は、有機溶媒等の

温度をその引火点以下に維持すること、不活性ガス雰囲気

で有機溶媒等を取り扱うことその他の火災及び爆発の発

生を防止するための措置が講じられたものでなければな

らない。 

 

５ 有機溶媒等を取り扱う設備であって、静電気により着

火するおそれがあるものは、適切に接地されているもので

なければならない。 

 

６ 有機溶媒等を取り扱う設備をその内部に設置するセ

ル、グローブボックス及び室のうち、当該設備から有機溶

 

事業指定基準規則第五条第 1 項が該当（「火災

感知設備」と「警報設備」の差異あり。技術基準

規則では設計要件として展開。） 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第五条第 2 項が該当（「安全

機能を損なわないもの」と「安全機能に著しい

支障を及ぼすおそれがないもの」の表現上の差

異あるが、設計要求としての差異なし。） 

 

 

事業指定基準規則第五条第 1 項及び解釈第 2

項第 6 号が該当 

 

 

 

 

事業指定基準規則第五条第 1 項及び解釈第 2

項第 1 号、第 2 号が該当 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第五条第 1 項及び解釈第 2

項が該当 

 

 

事業指定基準規則第五条第 1 項及び解釈第 2

項第 3 号が該当 
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的制限値を超えない設計とすること。 

二 有機溶媒その他の可燃性の液体（「有機溶媒等」）を取

り扱う設備は、有機溶媒等の温度をその引火点未満に維持

できる設計とすること。 

三 有機溶媒等を取り扱う設備をその内部に設置するセ

ル、グローブボックス及び室のうち、当該設備から有機溶

媒等が漏えいした場合において爆発の危険性があるもの

は、換気系統等により爆発を防止できる設計とすること。 

四 水素の発生のおそれがある設備は、発生した水素が滞

留しない設計とすること。 

五 水素を取り扱う、又は水素の発生のおそれがある設備

（それぞれ、爆発の危険性がないものを除く。）をその内部

に設置するセル、グローブボックス及び室は、当該設備か

ら水素が漏えいした場合においてもそれが滞留しない設

計とすることその他の爆発を防止できる設計とすること。 

六 核燃料物質を取り扱うグローブボックス等の設備、機

器は、不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とするこ

と。 

七 火災又は爆発の発生を想定しても、臨界防止、閉じ込

め等の安全機能を損なわないこと。 

３ 第５条の規定において、上記１以外の原因により建物内

外で発生する通常の火災等として、例えば、電気系統の機

器又はケーブルの短絡や地落、落雷等の自然現象及び漏

えいした潤滑油の引火等に起因するものを考慮するもの

とする。 

 

媒等が漏えいした場合において爆発の危険性があるもの

は、換気その他の爆発を防止するための適切な措置が講じ

られたものでなければならない。 

 

７ 硝酸を含む溶液を内包する蒸発缶のうち、リン酸トリブ

チルその他の硝酸と反応するおそれがある有機溶媒（爆発

の危険性がないものを除く。次項において「リン酸トリブチ

ル等」という。）が混入するおそれがあるものは、当該設備

の熱的制限値を超えて加熱されるおそれがないものでな

ければならない。 

 

８ 再処理施設には、前項の蒸発缶に供給する溶液中のリ

ン酸トリブチル等を十分に除去し得る設備が設けられてい

なければならない。 

 

９ 水素を取り扱う設備（爆発の危険性がないものを除

く。）は、適切に接地されているものでなければならない。 

 

１０ 水素の発生のおそれがある設備は、発生した水素が

滞留しない構造でなければならない。 

 

１１ 水素を取り扱い、又は水素の発生のおそれがある設備

（爆発の危険性がないものを除く。）をその内部に設置する

セル、グローブボックス及び室は、当該設備から水素が漏

えいした場合においてもそれが滞留しない構造とすること

その他の爆発を防止するための適切な措置が講じられた

ものでなければならない。 

 

１２ ジルコニウム金属粉末その他の著しく酸化しやすい固

体廃棄物を保管廃棄する設備は、水中における保管廃棄そ

の他の火災及び爆発のおそれがない保管廃棄をし得る構

造でなければならない。 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第五条第 1 項及び解釈第 2

項第 1 号が該当 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第五条第 1 項及び解釈第 2

項が該当 

 

 

事業指定基準規則第五条第 1 項及び解釈第 2

項第 5 号が該当 

 

事業指定基準規則第五条第 1 項及び解釈第 2

項第 4 号が該当 

 

事業指定基準規則第五条第 1 項及び解釈第 2

項第 5 号が該当 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第五条第 1 項及び解釈第 2

項が該当 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（安全機能を有する施設の地盤） 

第六条 安全機能を有する施設は、次条第二項の規定によ

り算定する地震力（安全機能を有する施設のうち、地震の

発生によって生ずるおそれがあるその安全機能の喪失に

起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大きい

もの（以下「耐震重要施設」という。）にあっては、同条第三

項に規定する基準地震動による地震力を含む。）が作用し

た場合においても当該安全機能を有する施設を十分に支

持することができる地盤に設けなければならない。 

 

２ 耐震重要施設は、変形した場合においてもその安全機

能が損なわれるおそれがない地盤に設けなければならな

い。 

 

３ 耐震重要施設は、変位が生ずるおそれがない地盤に設

けなければならない。 

（安全機能を有する施設の地盤） 

第五条 安全機能を有する施設は、事業指定基準規則第六

条第一項の地震力が作用した場合においても当該安全機

能を有する施設を十分に支持することができる地盤に設

置されたものでなければならない。 

 

 

事業指定基準規則第六条第 1 項が該当（「設け

なければならない」と「設置されたものでなけれ

ばならない」の表現上の差異はあるが、設計要

求としての差異なし。） 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則では、「耐震重要施設を設け

る地盤」に関する記載あり。 

 

 

事業指定基準規則では、「耐震重要施設を設け

る地盤」に関する記載あり。 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（地震による損傷の防止） 

第七条 安全機能を有する施設は、地震力に十分に耐える

ことができるものでなければならない。 

 

 

 

２ 前項の地震力は、地震の発生によって生ずるおそれが

ある安全機能を有する施設の安全機能の喪失に起因する

放射線による公衆への影響の程度に応じて算定しなけれ

ばならない。 

 

 

 

３ 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大

きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によっ

て作用する地震力（以下「基準地震動による地震力」とい

う。）に対して安全機能が損なわれるおそれがないもので

なければならない。 

 

 

４ 耐震重要施設は、前項の地震の発生によって生ずるお

それがある斜面の崩壊に対して安全機能が損なわれるお

それがないものでなければならない。 

（地震による損傷の防止） 

 

 

 

 

 

第六条 安全機能を有する施設は、これに作用する地震力

（事業指定基準規則第七条第二項の規定により算定する地

震力をいう。）による損壊により公衆に放射線障害を及ぼ

すことがないものでなければならない。 

 

 

 

２ 耐震重要施設（事業指定基準規則第六条第一項に規定

する耐震重要施設をいう。以下同じ。）は、基準地震動によ

る地震力（事業指定基準規則第七条第三項に規定する基

準地震動による地震力をいう。以下同じ。）に対してその安

全機能が損なわれるおそれがないものでなければならな

い。 

 

３ 耐震重要施設が事業指定基準規則第七条第三項の地

震により生ずる斜面の崩壊によりその安全機能が損なわ

れるおそれがないものでなければならない。 

 

事業指定基準規則第七条第 1 項では、安全機

能を有する施設に対する地震力に対する設計

上の考慮「地震力に十分に耐える」に関する記

載あり。 

 

事業指定基準規則第七条第 2 項が該当（「放射

線による公衆への影響の程度に応じて算定しな

ければならない」と「公衆に放射線障害を及ぼ

すことがないものでなければならない」の差異

あり。技術基準規則では設備設計要件として展

開。） 

 

事業指定基準規則第七条第 3 項が該当 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第七条第 4 項が該当 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（津波による損傷の防止） 

第八条 安全機能を有する施設は、その供用中に当該安全

機能を有する施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津

波（以下「基準津波」という。）に対して安全機能が損なわれ

るおそれがないものでなければならない。 

（津波による損傷の防止） 

第七条 安全機能を有する施設は、基準津波（事業指定基

準規則第八条に規定する基準津波をいう。第三十四条に

おいて同じ。）によりその安全性が損なわれるおそれがな

いものでなければならない。 

 

事業指定基準規則第八条第 1 項が該当（「安全

機能が損なわれるおそれがないものでなけれ

ばならない」と「安全性が損なわれるおそれが

ないものでなければならない」の表現上の差異

はあるが、設計要求としての差異なし。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第九条 安全機能を有する施設は、想定される自然現象

（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発生した場

合においても安全機能を損なわないものでなければなら

ない。 

 

 

 

２ 安全上重要な施設は、当該安全上重要な施設に大きな

影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により

当該安全上重要な施設に作用する衝撃及び設計基準事故

時に生ずる応力を適切に考慮したものでなければならな

い。 

 

3 安全機能を有する施設は、工場等内又はその周辺にお

いて想定される再処理施設の安全性を損なわせる原因と

なるおそれがある事象であって人為によるもの（故意によ

るものを除く。）に対して安全機能を損なわないものでな

ければならない。 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第八条 安全機能を有する施設は、想定される自然現象

（地震及び津波を除く。）によりその安全機能を損なうおそ

れがある場合において、防護措置、基礎地盤の改良その他

の適切な措置が講じられたものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 安全機能を有する施設は、周辺監視区域に隣接する地

域に事業所、鉄道、道路その他の外部からの衝撃が発生す

るおそれがある要因がある場合において、事業所における

火災又は爆発事故、危険物を搭載した車両、船舶又は航空

機の事故その他の敷地及び敷地周辺の状況から想定され

る事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）

により再処理施設の安全性が損なわれないよう、防護措置

その他の適切な措置が講じられたものでなければならな

い。 

 

３ 安全機能を有する施設は、航空機の墜落により再処理

施設の安全性を損なうおそれがある場合において、防護措

置その他の適切な措置が講じられたものでなければなら

ない。 

 

 

事業指定基準規則第九条第 1 項が該当（「安全

機能を損なわないもの」と「安全機能を損なう

おそれがある場合において、防護措置、基礎地

盤の改良その他の適切な措置が講じられたも

の」の差異あり。技術基準規則では設計要件と

して展開。） 

 

事業指定基準規則第九条第 2 項は、第 1 項の

「安全機能を損なわないものでなければならな

い」ことの評価の条件となることから、技術基準

規則第 1 項に展開。 

 

 

事業指定基準規則第九条第 3 項が該当（「安全

機能を損なわないものでなければならない」と

「安全性が損なわれないよう、防護措置その他

の適切な措置が講じられたものでなければなら

ない」の差異あり。技術基準規則では設計要件

として展開。） 

 

 

 

 

事業指定基準規則第九条第 3 項が該当（「安全

機能を損なわないものでなければならない」と

「安全性を損なうおそれがある場合において、

防護措置その他の適切な措置が講じられたも

のでなければならない」の差異あり。技術基準

規則では設計要件として展開。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（再処理施設への人の不法な侵入等の防止） 

第十条 工場等には，再処理施設への人の不法な侵入，再

処理施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他

人に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそれがある物

件が持ち込まれること及び不正アクセス行為（不正アクセ

ス行為の禁止等に関する法律（平成十一年法律第百二十

八号）第二条第四項に規定する不正アクセス行為をいう。）

を防止するための設備を設けなければならない。 

（再処理施設への人の不法な侵入等の防止） 

第九条 再処理施設を設置する工場又は事業所（以下「工

場等」という。）は、再処理施設への人の不法な侵入、再処

理施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人

に危害を与え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件

が持ち込まれること及び不正アクセス行為（不正アクセス

行為の禁止等に関する法律（平成十一年法律第百二十八

号）第二条第四項に規定する不正アクセス行為をいう。第

二十二条第二項第五号において同じ。）を防止するため、

適切な措置が講じられたものでなければならない。 

 

事業指定基準規則第十条第 1 項が該当（「設備

を設けなければならない」と「適切な措置が講じ

られたものでなければならない」の表現上の差

異はあるが、設計要求としての差異なし。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（溢水による損傷の防止） 

第十一条 安全機能を有する施設は、再処理施設内におけ

る溢水が発生した場合においても安全機能を損なわない

ものでなければならない。 

 

 

（再処理施設内における溢水による損傷の防止） 

第十二条 安全機能を有する施設は、再処理施設内におけ

る溢水の発生によりその安全性を損なうおそれがある場

合において、防護措置その他の適切な措置が講じられたも

のでなければならない。 

 

 

事業指定基準規則第十一条第 1 項が該当（「安

全機能を損なわないもの」と「安全性を損なう

おそれがある場合において、防護措置その他の

適切な措置が講じられたもの」の差異あり。技

術基準規則では設計要件として展開。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（化学薬品の漏えいによる損傷の防止） 

 

第十二条 安全機能を有する施設は、再処理施設内におけ

る化学薬品の漏えいが発生した場合においても安全機能

を損なわないものでなければならない。 

（再処理施設内における化学薬品の漏えいによる損傷の防

止） 

第十三条 安全機能を有する施設は、再処理施設内におけ

る化学薬品の漏えいによりその安全性を損なうおそれが

ある場合において、防護措置その他の適切な措置が講じら

れたものでなければならない。 

 

 

事業指定基準規則第十二条第 1 項が該当（「安

全機能を損なわないものでなければならない」

と「安全性を損なうおそれがある場合におい

て、防護措置その他の適切な措置が講じられた

ものでなければならない」の差異あり。技術基

準規則では設計要件として展開。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（誤操作の防止） 

第十三条 安全機能を有する施設は、誤操作を防止するた

めの措置を講じたものでなければならない。 

 

【規則の解釈】 

１ 第１項に規定する「誤操作を防止するための措置」とは、

人間工学上の諸因子を考慮して、盤の配置及び操作器具、

弁等の操作性に留意すること、計器表示及び警報表示にお

いて再処理施設の状態が正確かつ迅速に把握できるよう

留意すること、保守点検において誤りを生じにくいよう留

意すること等の措置を講じた設計であることをいう。ま

た、運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故の発生後、

ある時間までは、運転員の操作を期待しなくても必要な安

全上の機能が確保される設計であることをいう。 

 

２ 安全上重要な施設は、容易に操作することができるも

のでなければならない。 

 

【規則の解釈】 

２ 第２項に規定する「容易に操作することができる」とは、

運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故が発生した状

況下（混乱した状態等）であっても、簡単な手順によって必

要な操作が行える等の運転員に与える負荷を小さくする

ことができるよう考慮する設計であることをいう。 

 

 

－ 

 

 

事業指定基準規則第十三条第 1 項、第 2 項

は、技術基準規則で直接該当する項目がないた

め、技術基準規則第十六条（安全機能を有する

施設）に展開 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（安全避難通路等） 

第十四条 再処理施設には、次に掲げる設備を設けなけれ

ばならない。 

一 その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易

に識別できる安全避難通路 

二 照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわ

ない避難用の照明 

三 設計基準事故が発生した場合に用いる照明（前号の避

難用の照明を除く。）及びその専用の電源 

（安全避難通路等） 

第十四条 再処理施設には、次に掲げる設備が設けられて

いなければならない。 

一 その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易

に識別できる安全避難通路 

二 照明用の電源が喪失した場合においても機能を損な

わない避難用の照明 

三 設計基準事故が発生した場合に用いる照明（前号の避

難用の照明を除く。）及びその専用の電源 

 

事業指定基準規則第十四条第 1 項が該当（「設

備を設けなければならない」と「設備が設けられ

ていなければならない」の表現上の差異はある

が、設計要求としての差異なし。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（安全機能を有する施設） 

第十五条 安全機能を有する施設は、その安全機能の重要

度に応じて、その機能が確保されたものでなければならな

い。 

 

２ 安全上重要な施設は、機械又は器具の単一故障（単一

の原因によって一つの機械又は器具が所定の安全機能を

失うこと（従属要因による多重故障を含む。）をいう。以下

同じ。）が発生した場合においてもその機能を損なわない

ものでなければならない。 

 

 

 

 

３ 安全機能を有する施設は、設計基準事故時及び設計基

準事故に至るまでの間に想定される全ての環境条件にお

いて、その安全機能を発揮することができるものでなけれ

ばならない。 

 

 

 

４ 安全機能を有する施設は、その健全性及び能力を確認

するため、その安全機能の重要度に応じ、再処理施設の運

転中又は停止中に検査又は試験ができるものでなければ

ならない。 

 

５ 安全機能を有する施設は、その安全機能を健全に維持

するための適切な保守及び修理ができるものでなければ

ならない。 

 

 

６ 安全機能を有する施設は、ポンプその他の機器又は配

管の損壊に伴う飛散物により、その安全機能を損なわない

ものでなければならない。 

 

（安全上重要な施設） 

 

 

 

 

第十五条 非常用電源設備その他の安全上重要な施設は、

再処理施設の安全性を確保する機能を維持するために必

要がある場合において、当該施設自体又は当該施設が属

する系統として多重性を有するものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第十五条第 2 項が該当（「安

全上重要な施設」と「非常用電源設備その他の

安全上重要な施設」の表現上の差異あるが、設

計要求としての差異なし。「その機能を損なわな

いものでなければならない」と「当該施設自体

又は当該施設が属する系統として多重性を有

するものでなければならない」との差異あり。技

術基準規則では設計要件として展開。） 

（安全機能を有する施設） 

第十六条 安全機能を有する施設は、設計基準事故時及び

設計基準事故に至るまでの間に想定される全ての環境条

件において、その安全機能を発揮することができるように

設置されたものでなければならない。 

 

 

 

２ 安全機能を有する施設は、その健全性及び能力を確認

するため、その安全機能の重要度に応じ、再処理施設の運

転中又は停止中に検査又は試験ができるように設置され

たものでなければならない。 

 

３ 安全機能を有する施設は、その安全機能を維持するた

め、適切な保守及び修理ができるように設置されたもので

なければならない。 

 

 

４ 安全機能を有する施設に属する設備であって、ポンプ

その他の機器又は配管の損壊に伴う飛散物により損傷を

受け、再処理施設の安全性を損なうことが想定されるもの

は、防護措置その他の適切な措置が講じられたものでなけ

 

事業指定基準規則第十五条第 3 項が該当（「そ

の安全機能を発揮することができるものでなけ

ればならない」と「その安全機能を発揮すること

ができるように設置されたものでなければなら

ない」の差異あり。技術基準規則では設計要件

として展開。） 

 

事業指定基準規則第十五条第 4 項が該当（「で

きるものでなければならない」と「できるように

設置されたものでなければならない」の差異あ

り。技術基準規則では設計要件として展開。） 

 

事業指定基準規則第十五条第 5 項が該当（「で

きるものでなければならない」と「できるように

設置されたものでなければならない」の差異あ

り。技術基準規則では設計要件として展開。） 

 

事業指定基準規則第十五条第 6 項が該当（「安

全機能を損なわないもの」と「安全性を損なう

ことが想定されるものは、防護措置その他の適

切な措置が講じられたもの」の差異あり。技術
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７ 安全機能を有する施設は、二以上の原子力施設と共用

する場合には、再処理施設の安全性を損なわないもので

なければならない。 

 

【規則の解釈】 

第２項に規定する「単一故障」とは、動的機器の単一故障を

いう。「動的機器」とは、外部からの動力の供給を受けて、

それを含む系統が本来の機能を果たす必要があるとき、機

械的に動作する部分を有する機器をいい、排風機、弁、ダ

ンパ、ポンプ、遮断器、リレー等をいう。 

２ 第２項について、単一故障があったとしても、その単一

故障が安全上支障のない期間に除去又は修復できること

が確実であれば、その単一故障を仮定しなくてよい。 

さらに、単一故障の発生の可能性が極めて小さいことが合

理的に説明できる場合、あるいは、単一故障を仮定するこ

とで系統の機能が失われる場合であっても、他の系統を用

いて、その機能を代替できることが安全解析等により確認

できれば、当該機器に対する多重性の要求は適用しない。 

３ 第３項に規定する「全ての環境条件」とは、運転時、停止

時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時にお

いて、その安全機能が期待されている安全機能を有する施

設が、その間にさらされると考えられる全ての環境条件を

いう。 

４ 第４項に規定する再処理施設の運転中又は停止中の

「検査又は試験」においては、実系統を用いた検査又は試

験が不適当な場合には、試験用のバイパス系を用いること

等を含む。 

５ 第４項の規定については、以下に掲げる各号を満たす

ものとする。 

一 再処理施設の運転中に待機状態にある安全機能を有

する施設は、その安全機能の重要性に応じ、運転中に定期

的に試験等ができること。ただし、運転中の検査又は試験

によって再処理の運転に大きな影響を及ぼす場合は、この

限りではない。また、多重性又は多様性を備えた系統及び

ればならない。 

 

５ 安全機能を有する施設は、二以上の原子力施設と共用

する場合には、再処理施設の安全性が損なわれないように

設置されたものでなければならない。 

 

基準規則では設計要件として展開。） 

 

事業指定基準規則第十五条第 7 項が該当（「安

全性を損なわないものでなければならない」と

「安全性が損なわれないように設置されたもの

でなければならない」の差異あり。技術基準規

則では設計要件として展開。） 
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機器にあっては、各々が独立して検査又は試験ができるこ

と。 

二 運転中における安全保護回路の機能確認試験にあって

は、その実施中においても、その機能自体が維持されてい

ると同時に、運転を停止させる等の不必要な動作が発生し

ないこと。 

三 再処理施設の停止中に定期的に行う検査又は試験は、

再処理規則に規定される試験を含む。 

６ 第６項に規定する「ポンプその他の機器又は配管の損壊

に伴う飛散物」とは、ガス爆発、重量機器の落下等によって

発生する飛散物をいう。なお、二次的飛散物、火災、化学反

応、電気的損傷、配管の破損、機器の故障等の二次的影響

も考慮するものとする。 

７ 第６項に規定する「安全機能を損なわないものでなけれ

ばならない」とは、再処理施設内部で発生が想定される内

部飛散物に対し、冷却、水素掃気、火災・爆発の防止、臨界

防止等の安全機能を損なわないことをいう。 

８ 第７項に規定する「共用」とは、二以上の原子力施設間

で、同一の構築物、系統又は機器を使用することをいう。 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防

止） 

第十六条 安全機能を有する施設は、次に掲げる要件を満

たすものでなければならない。 

一 運転時の異常な過渡変化時において、パラメータを安

全設計上許容される範囲内に維持できるものであること。 

二 設計基準事故時において、工場等周辺の公衆に放射線

障害を及ぼさないものであること。 

 

 

－ 

 

 

 

事業指定基準規則第十六条は、技術基準規則で

直接該当する項目がないため、技術基準規則第

十六条（安全機能を有する施設）に展開 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（使用済燃料の貯蔵施設等） 

第十七条 再処理施設には、次に掲げるところにより、使用

済燃料の受入施設（安全機能を有する施設に属するものに

限る。）及び貯蔵施設（安全機能を有する施設に属するもの

に限る。）を設けなければならない。 

一 使用済燃料を受け入れ、又は貯蔵するために必要な容

量を有するものとすること。 

 

 

 

 

二 冷却のための適切な措置が講じられているものである

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 再処理施設には、次に掲げるところにより、製品貯蔵施

設（安全機能を有する施設に属するものに限る。）を設けな

ければならない。 

一 製品を貯蔵するために必要な容量を有するものとする

こと。 

 

 

 

 

二 冷却のための適切な措置が講じられているものである

こと。 

 

（使用済燃料の貯蔵施設等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第十九条 使用済燃料の受入施設及び貯蔵施設は、次に掲

げるところによるものでなければならない。 

一 使用済燃料の崩壊熱を安全に除去し得るものであるこ

と。 

二 使用済燃料を受け入れ、又は貯蔵する水槽は、次に掲

げるところによるものであること。 

イ 水があふれ、又は漏えいするおそれがないものである

こと。 

ロ 水が使用済燃料によって汚染されるおそれがある場合

には、浄化装置を設けること。 

ハ 水の漏えいを適切に検知し得るものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 製品貯蔵施設は、製品の崩壊熱を安全に除去し得るよ

うに設置されていなければならない。 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第十七条第 1 項第 1 号は、

技術基準規則で直接該当する項目がないが、使

用済燃料の貯蔵施設に対する要求事項である

ことから、技術基準規則第十九条（使用済燃料

の貯蔵施設等）で展開 

 

事業指定基準規則第十七条第 1 項第 2 号が該

当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第十七条第 2 項第 1 号は、

技術基準規則で直接該当する項目がないが、製

品貯蔵施設に対する要求事項であることから、

技術基準規則第十九条（使用済燃料の貯蔵施設

等）で展開 

 

事業指定基準規則第十七条第 2 項第 2 号が該

当（「冷却のための適切な措置が講じられてい

るものであること」と「崩壊熱を安全に除去し得
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 るように設置されていなければならない」の差

異あり。技術基準規則では設備設計要件として

展開。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（計測制御系統施設） 

第十八条 再処理施設には、次に掲げるところにより、計測

制御系統施設を設けなければならない。 

一 安全機能を有する施設の健全性を確保するために監視

することが必要なパラメータは、運転時、停止時及び運転

時の異常な過渡変化時においても想定される範囲内に制

御できるものとすること。 

二 前号のパラメータは、運転時、停止時及び運転時の異

常な過渡変化時においても想定される範囲内で監視でき

るものとすること。 

三 設計基準事故が発生した場合の状況を把握し、及び対

策を講ずるために必要なパラメータは、設計基準事故時に

想定される環境下において、十分な測定範囲及び期間に

わたり監視できるものとすること。 

四 前号のパラメータは、設計基準事故時においても確実

に記録され、及び当該記録が保存されるものとすること。 

 

【規則の解釈】 

１ 第１号に規定する「健全性を確保するために監視するこ

とが必要なパラメータ」及び第３号に規定する「状況を把握

し、及び対策を講じるために必要なパラメータ」とは、例え

ば、以下に掲げるものをいう。 

一 ウランの精製施設に供給される溶液中のプルトニウム

の濃度 

二 可溶性中性子吸収材を使用する場合にあっては、その

濃度 

三 使用済燃料溶解槽内の温 

四 蒸発缶内の温度及び圧力 

五 廃液槽の冷却水の流量及び温度 

六 機器内の溶液の液位 

２ 第４号に規定する「記録され、及び当該記録が保存され

るもの」とは、事象の経過後において、上記１のパラメータ

が参照可能であるものをいう。 

（計測制御系統施設） 

第二十条 再処理施設には、次に掲げる事項その他必要な

事項を計測し、制御する設備が設けられていなければなら

ない。この場合において、当該事項を計測する設備につい

ては、直接計測することが困難な場合は間接的に計測する

設備をもって代えることができる。 

一 ウランの精製施設に供給される溶液中のプルトニウム

の濃度 

二 液体状の中性子吸収材を使用する場合にあっては、そ

の濃度 

三 使用済燃料溶解槽内の温度 

四 蒸発缶内の温度及び圧力 

五 廃液槽の冷却水の流量及び温度 

 

２ 再処理施設には、その設備の機能の喪失、誤操作その

他の要因により再処理施設の安全性を著しく損なうおそれ

が生じたとき、次条第二号の放射性物質の濃度若しくは同

条第四号の外部放射線に係る原子力規制委員会の定める

線量当量が著しく上昇したとき又は液体状の放射性廃棄

物の廃棄施設から液体状の放射性物質が著しく漏えいす

るおそれが生じたときに、これらを確実に検知して速やか

に警報する設備が設けられていなければならない。 

 

 

事業指定基準規則第十八条第 1 項が該当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第十八条第 1 項が該当 

技術基準規則第二十条第 2 項のうち、「次条第

二号の放射性物質の濃度若しくは同条第四号

の外部放射線に係る原子力規制委員会の定め

る線量当量が著しく上昇したとき」は、直接該当

する項目がないが、放射線管理施設に対する要

求事項であることから、技術基準規則第二十一

条（放射線管理施設）で展開 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（安全保護回路） 

第十九条 再処理施設には、次に掲げるところにより、安全

保護回路（安全機能を有する施設に属するものに限る。以

下この条において同じ。）を設けなければならない。 

 

 

一 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故が発生し

た場合において、これらの異常な状態を検知し、これらの

核的、熱的及び化学的制限値を超えないようにするための

設備の作動を速やかに、かつ、自動的に開始させるものと

すること。 

 

二 火災、爆発その他の再処理施設の安全性を著しく損な

うおそれが生じたときに、これらを抑制し、又は防止するた

めの設備（前号に規定するものを除く。）の作動を速やか

に、かつ、自動的に開始させるものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（安全保護回路） 

第二十二条 再処理施設には、安全保護回路が設けられて

いなければならない。 

２ 安全保護回路は、次に掲げるところによるものでなけ

ればならない。 

 

一 運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故が発生し

た場合において、これらの異常な状態を検知し、これらの

核的、熱的及び化学的制限値を超えないようにするための

設備の作動を速やかに、かつ、自動的に開始させるものと

すること。 

 

二 火災、爆発その他の再処理施設の安全性を著しく損な

うおそれが生じたときに、これらを抑制し、又は防止するた

めの設備（前号に規定するものを除く。）の作動を速やか

に、かつ、自動的に開始させるものとすること。 

 

三 系統を構成する機械若しくは器具又はチャンネルは、

単一故障(事業指定基準規則第十五条第二項に規定する

単一故障をいう。第二十九条第五項において同じ。) が起

きた場合又は使用状態からの単一の取り外しを行った場

合において、安全保護機能を失わないよう、多重性を確保

すること。 

 

 

 

四 駆動源の喪失、系統の遮断その他の不利な状況が生じ

た場合においても、再処理施設をより安全な状態に移行

し、又は当該状態を維持することにより、再処理施設の安

全上支障がない状態を維持できるものであること。 

 

五 不正アクセス行為その他の電子計算機に使用目的に沿

うべき動作をさせず、又は使用目的に反する動作をさせる

行為による被害を防止するために必要な措置を講ずるこ

と。 

 

事業指定基準規則第十九条第 1 項が該当（「設

けなければならない」と「設けられていなければ

ならない」の表現上の差異はあるが、設計要求

としての差異なし。） 

 

事業指定基準規則第十九条第 1 項第 1 号が該

当 

 

 

 

 

事業指定基準規則第十九条第 1 項第 2 号が該

当 

 

 

 

対応する事業指定基準規則なし 

（関連条文：事業指定基準規則第十五条第 2

項） 

 

 

 

 

 

 

対応する事業指定基準規則なし 

（関連条文：事業指定基準規則第十五条第 2

項） 

 

 

対応する事業指定基準規則なし 
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三 計測制御系統施設の一部を安全保護回路と共用する

場合であって、単一故障が生じた場合においても当該安全

保護回路の安全保護機能が失われないものとすること。 

 

 

六 計測制御系統を安全保護回路と共用する場合には、そ

の安全保護機能を失わないよう、計測制御系統から機能

的に分離されたものであること。 

 

 

事業指定基準規則第十九条第 1 項 3 号が該当
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（制御室等） 

第二十条 再処理施設には、次に掲げるところにより、制御

室（安全機能を有する施設に属するものに限る。以下この

条において同じ。）を設けなければならない。 

 

 

一 再処理施設の健全性を確保するために必要なパラメー

タを監視できるものとすること。 

 

二 主要な警報装置及び計測制御系統設備を有するものと

すること。 

 

 

 

三 再処理施設の外の状況を把握する設備を有するものと

すること。 

 

２ 分離施設、精製施設その他必要な施設には、再処理施

設の健全性を確保するために必要なパラメータを監視す

るための設備及び再処理施設の安全性を確保するために

必要な操作を手動により行うことができる設備を設けな

ければならない。 

 

 

 

 

３ 設計基準事故が発生した場合に再処理施設の安全性を

確保するための措置をとるため、従事者が支障なく制御室

に入り、又は一定期間とどまり、かつ、当該措置をとるため

の操作を行うことができるよう、次の各号に掲げる場所の

区分に応じ、当該各号に定める設備を設けなければならな

い。 

一 制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍 

工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置

及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に制御室

（制御室等） 

第二十三条 再処理施設には、制御室が設けられていなけ

ればならない。 

 

 

 

２ 制御室は、当該制御室において制御する工程の設備の

運転状態を表示する装置、当該工程の安全性を確保する

ための設備を操作する装置、当該工程の異常を表示する

警報装置その他の当該工程の安全性を確保するための主

要な装置を集中し、かつ、誤操作することなく適切に運転

操作することができるように設置されたものでなければな

らない。 

 

３ 制御室には、再処理施設の外部の状況を把握するため

の装置が設けられていなければならない。 

 

４ 分離施設、精製施設その他必要な施設には、再処理施

設の健全性を確保するために必要な温度、圧力、流量その

他の再処理施設の状態を示す事項（第四十七条第一項に

おいて「パラメータ」という。）を監視するための設備及び

再処理施設の安全性を確保するために必要な操作を手動

により行うことができる設備が設けられていなければなら

ない。 

 

 

５ 設計基準事故が発生した場合に再処理施設の安全性を

確保するための措置をとるため、従事者が支障なく制御室

に入り、又は一定期間とどまり、かつ、当該措置をとるため

の操作を行うことができるよう、次の各号に掲げる場所の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める装置又は設備が設

けられていなければならない。 

一 制御室及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の近傍 

工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装置

及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に制御室

 

事業指定基準規則第二十条第 1 項が該当（「設

けなければならない」と「設けられていなければ

ならない」の表現上の差異はあるが、設計要求

としての差異なし。） 

 

事業指定基準規則第二十条第 1 項第 1 号、第

2 号が該当 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第二十条第 1 項第 3 号が該

当 

 

事業指定基準規則第二十条第 2 項が該当（「設

けなければならない」と「設けられていなければ

ならない」の表現上の差異はあるが、設計要求

としての差異なし。） 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第二十条第 3 項が該当 
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において自動的に警報するための装置 

二 制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他の

従事者が制御室に出入りするための区域 遮蔽壁その他の

適切に放射線から防護するための設備、気体状の放射性

物質及び制御室外の火災又は爆発により発生する有毒ガ

スに対し換気設備を隔離するための設備その他の従事者

を適切に防護するための設備 

 

【規則の解釈】 

１ 第１項に規定する「制御室」とは、運転時においては、放

射線業務従事者が施設の運転又は工程等の管理を行い、

事故時においては、放射線業務従事者が適切な事故対策

を講ずる場所をいう。なお、１箇所である必要はない。 

２ 第１項第１号に規定する「必要なパラメータを監視でき

る」とは、計測制御系統施設で監視が要求されるパラメー

タのうち、連続的に監視する必要があるものを制御室にお

いて監視できることをいう。 

３ 第１項第３号に規定する「再処理施設の外の状況を把握

する設備」とは、制御室から、再処理施設に影響を及ぼす

可能性のある自然現象等を把握できる設備のことをいう。 

４ 第３項に規定する「従事者が支障なく制御室に入り、又

は一定期間とどまり」とは、事故発生後、事故対策操作をす

べき従事者が制御室に接近できるよう通路が確保されて

いること及び従事者が制御室に適切な期間滞在できるこ

と並びに従事者が交替のため接近する場合においては、放

射線レベルの減衰及び時間経過とともに可能となる被ば

く防護策を採り得ることをいう。「当該措置をとるための

操作を行うことができる」には、有毒ガスの発生に関して、

有毒ガスが制御室の運転員に及ぼす影響により、運転員の

対処能力が著しく低下し、安全施設の安全機能が損なわれ

ることがないよう、有毒ガスの発生時において、制御室の

運転員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のための

判断基準値以下とすることを含む。 

５ 第３項第１号に規定する「有毒ガスの発生源」とは、有毒

ガスの発生時において、運転員の対処能力が損なわれる

おそれがあるものをいう。「工場等内における有毒ガスの

において自動的に警報するための装置 

二 制御室及びこれに連絡する通路並びに運転員その他

の従事者が制御室に出入りするための区域 遮蔽壁その

他の適切に放射線から防護するための設備、気体状の放

射性物質及び制御室外の火災又は爆発により発生する有

毒ガスに対し換気設備を隔離するための設備その他の従

事者を適切に防護するための設備 
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発生」とは、有毒ガスの発生源から有毒ガスが発生するこ

とをいう。「工場等内における有毒ガスの発生を検出する

ための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場

合に制御室において自動的に警報するための装置」につい

ては「有毒ガスの発生を検出し警報するための装置に関す

る要求事項（別記４）」によること。 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（廃棄施設） 

第二十一条 再処理施設には、運転時において、周辺監視

区域の外の空気中の放射性物質の濃度及び液体状の放射

性物質の海洋放出に起因する線量を十分に低減できるよ

う、再処理施設において発生する放射性廃棄物を処理する

能力を有する放射性廃棄物の廃棄施設（安全機能を有する

施設に属するものに限り、放射性廃棄物を保管廃棄する施

設を除く。）を設けなければならない。 

 

【規則の解釈】 

１ 第２１条に規定する「空気中の放射性物質の濃度及び液

体状の放射性物質の海洋放出に起因する線量を十分に低

減できる」とは、気体廃棄物処理施設にあっては洗浄、ろ

過等により、液体廃棄物処理施設にあっては、ろ過、蒸発

処理、イオン交換、貯留、凝集沈殿、減衰等により、適切な

処理が行えることをいう。また、十分な拡散効果を有する

排気筒から放出管理が行える排気系統を通じて放出でき、

また、十分な拡散効果を有する放出口から放出管理が行え

る排水設備を通じて放出できるものをいう。 

２ 運転時及び停止時の線量評価は、以下に掲げるとおり

行うこと。 

一 放射線源となる放射性物質の設定 

排気及び排水に含まれて放出される放射性物質の組成及

びそれぞれの年間放出量並びに放射性廃棄物等の貯蔵量

を適切に設定すること。 

二 線量の評価 

線量の評価は、以下に掲げるように行うこと。 

① 線量評価の対象となる人 

a) 排気中の放射性物質の放射性雲からの外部被ばく将

来の集落の形成を考慮し、居住可能地域における人を対象

とする。 

b) 排気中の放射性物質の呼吸摂取による内部被ばく 

将来の集落の形成を考慮し、居住可能地域における人を対

象とする。 

（廃棄施設） 

第二十四条 放射性廃棄物を廃棄する設備（放射性廃棄物

を保管廃棄する設備を除く。）は、次に掲げるところによる

ものでなければならない。 

一 周辺監視区域の外の空気中の放射性物質の濃度及び

液体状の放射性物質の海洋放出に起因する線量が、それ

ぞれ原子力規制委員会の定める濃度限度及び線量限度以

下になるように再処理施設において発生する放射性廃棄

物を廃棄する能力を有するものであること。 

二 放射性廃棄物以外の廃棄物を廃棄する設備と区別し

て設置すること。ただし、放射性廃棄物以外の流体状の廃

棄物を流体状の放射性廃棄物を廃棄する設備に導く場合

において、流体状の放射性廃棄物が放射性廃棄物以外の

流体状の廃棄物を取り扱う設備に逆流するおそれがない

ときは、この限りでない。 

三 気体状の放射性廃棄物を廃棄する設備は、排気口以外

の箇所において気体状の放射性廃棄物を排出することが

ないものであること。 

四 気体状の放射性廃棄物を廃棄する設備にろ過装置を

設ける場合にあっては、ろ過装置の機能が適切に維持し得

るものであり、かつ、ろ過装置の使用済燃料等による汚染

の除去又はろ過装置の取替えが容易な構造であること。 

五 液体状の放射性廃棄物を廃棄する設備は、海洋放出口

以外の箇所において液体状の放射性廃棄物を排出するこ

とがないものであること。 

 

事業指定基準規則第二十一条第 1 項が該当 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（保管廃棄施設） 

第二十二条 再処理施設には、次に掲げるところにより、放

射性廃棄物の保管廃棄施設（安全機能を有する施設に属

するものに限る。）を設けなければならない。 

一 放射性廃棄物を保管廃棄するために必要な容量を有す

るものとすること。 

 

 

 

 

二 冷却のための適切な措置が講じられているものである

こと。 

 

【規則の解釈】 

１ 第１項第２号に規定する「冷却のための適切な措置」につ

いては、放射性固体廃棄物においては、廃棄物の破砕、圧

縮、焼却、固化等の処理が適切に行えるように措置するこ

とを含む。 

（保管廃棄施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第二十五条 放射性廃棄物を保管廃棄する設備であって、

放射性廃棄物の崩壊熱及び放射線の照射により発生する

熱によって過熱するおそれがあるものは、冷却のための必

要な措置を講じ得るように設置されたものでなければな

らない。 

 

 

 

 

事業指定基準規則第二十二条第 1 項第 1 号

は、技術基準規則で直接該当する項目がない

が、保管廃棄施設に対する要求事項であること

から、技術基準規則第二十五条（保管廃棄施設）

に展開 

 

事業指定基準規則第二十二条第 1 項第 2 号が

該当 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（放射線管理施設） 

第二十三条 工場等には、放射線から放射線業務従事者を

防護するため、放射線管理施設を設けなければならない。 

【規則の解釈】 

１ 第１項に規定する「放射線管理施設」とは、放射線被ばく

を監視及び管理するため、放射線業務従事者の出入管理、

汚染管理、除染等を行う施設をいう。 

 

 

 

 

 

 

２ 放射線管理施設には、放射線管理に必要な情報を制御

室その他当該情報を伝達する必要がある場所に表示でき

る設備（安全機能を有する施設に属するものに限る。）を設

けなければならない。 

【規則の解釈】 

２ 第２項に規定する「必要な情報を制御室その他当該情

報を伝達する必要がある場所に表示できる」とは、制御室

において放射線管理に必要なエリア放射線モニタによる空

間線量率を、また、伝達する必要がある場所において管理

区域における空間線量、空気中の放射性物質の濃度及び

床面等の放射性物質の表面密度をそれぞれ表示できるこ

とをいう。 

（放射線管理施設） 

第二十一条 工場等には、次に掲げる事項を計測する放射

線管理施設が設けられていなければならない。この場合に

おいて、当該事項を直接計測することが困難な場合は、こ

れを間接的に計測する施設をもって代えることができる。 

一 再処理施設の放射線遮蔽物の側壁における原子力規

制委員会の定める線量当量率 

 

四 管理区域における外部放射線に係る原子力規制委員

会の定める線量当量、空気中の放射性物質の濃度及び放

射性物質によって汚染された物の表面の放射性物質の密

度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二 放射性廃棄物の排気口又はこれに近接する箇所にお

ける排気中の放射性物質の濃度 

 

三 放射性廃棄物の海洋放出口又はこれに近接する箇所

における放出水中の放射性物質の種類別の量及び濃度 

 

五 周辺監視区域における外部放射線に係る原子力規制

委員会の定める線量当量 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第二十三条第 1 項が該当 

 

 

事業指定基準規則第二十三条第 1 項が該当 

 

 

 

 

事業指定基準規則第二十三条第 2 項は、技術

基準規則で直接該当する項目がないが、放射線

管理施設に対する要求事項であることから、技

術基準規則第二十一条（放射線管理施設）に展

開 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第二十四条が該当 

 

 

事業指定基準規則第二十四条が該当 

 

 

事業指定基準規則第二十四条が該当 

 

 

（監視設備） 

第二十四条 再処理施設には、運転時、停止時、運転時の異

常な過渡変化時及び設計基準事故時において、当該再処

理施設及びその境界付近における放射性物質の濃度及び

線量を監視し、及び測定し、並びに設計基準事故時におけ

る迅速な対応のために必要な情報を制御室その他当該情

報を伝達する必要がある場所に表示できる設備（安全機能

を有する施設に属するものに限る。）を設けなければなら

ない。 
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【規則の解釈】 

１ 第２４条は、設計基準において再処理施設の放射線監視

を求めたものである。 

２ 第２４条に規定する「放射性物質の濃度及び線量を監視

し、及び測定し」とは、再処理施設の周辺監視区域周辺にお

いて、サンプリングや放射線モニタ等により放射性物質の

濃度及び空間線量率を監視及び測定し、かつ、設計基準事

故時に迅速な対策が行えるように放射線源、放出点、再処

理施設周辺、予想される放射性物質の放出経路等の適切

な場所を監視及び測定することをいう。 

３ 第２４条において、運転時及び停止時における環境に放

出する気体・液体廃棄物の監視及び測定については、「発

電用軽水型原子炉施設における放出放射性物質の測定に

関する指針」（昭和５３年９月２９日原子力委員会決定）を参

考とすること。 

４ 第２４条において、設計基準事故時における監視及び測

定については、「発電用軽水型原子炉施設における事故時

の放射線計測に関する審査指針」（昭和５６年７月２３日原

子力委員会決定）を参考とすること。 

５ 第２４条において、モニタリングポストについては、非常

用所内電源系統（無停電電源を含む。）により電源復旧まで

の期間を担保できる設計であること。また、モニタリングポ

ストの伝送系は多様性を有する設計であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則の解釈第二十四条第 5 項

は、技術基準規則で直接該当する項目がない

が、放射線管理施設に対する要求事項であるこ

とから、技術基準規則第二十一条（放射線管理

施設）に展開 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（保安電源設備） 

第二十五条 再処理施設は、安全上重要な施設がその機能

を維持するために必要となる電力を当該安全上重要な施

設に供給するため、電力系統に連系したものでなければな

らない。 

 

２ 再処理施設には、非常用電源設備（安全機能を有する施

設に属するものに限る。以下この条において同じ。）を設け

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 保安電源設備（安全機能を有する施設へ電力を供給す

るための設備をいう。）は、電線路及び非常用電源設備か

ら安全機能を有する施設への電力の供給が停止すること

がないよう、機器の損壊、故障その他の異常を検知すると

ともに、その拡大を防止するものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

４ 再処理施設に接続する電線路のうち少なくとも二回線

は、当該再処理施設において受電可能なものであり、か

つ、それにより当該再処理施設を電力系統に連系するもの

でなければならない。 

 

５ 非常用電源設備及びその附属設備は、多重性を確保し、

及び独立性を確保し、その系統を構成する機械又は器具の

（保安電源設備） 

 

 

 

 

 

第二十九条 再処理施設には、外部電源系統からの電気の

供給が停止した場合において、再処理施設の安全性を確

保するために必要な設備の機能を維持するために、内燃機

関を原動力とする発電設備又はこれと同等以上の機能を

有する非常用電源設備が設けられていなければならない。

 

 

２ 再処理施設の安全性を確保するために特に必要な設備

には、無停電電源装置又はこれと同等以上の機能を有する

設備が設けられていなければならない。 

 

３ 保安電源設備(事業指定基準規則第二十五条第三項に

規定する保安電源設備をいう。) は、外部電源系統及び非

常用電源設備から再処理施設の安全性を確保するために

必要な設備への電力の供給が停止することがないよう、次

に掲げる措置が講じられたものでなければならない。 

一 高エネルギーのアーク放電による電気盤の損壊の拡大

を防止するために必要な措置 

 

二 前号に掲げるもののほか、機器の損壊、故障その他の

異常を検知し、及びその拡大を防止するために必要な措置

 

４ 再処理施設に接続する電線路のうち少なくとも二回線

は、当該再処理施設において受電可能なものであり、か

つ、これらにより当該再処理施設を電力系統に連系するも

のでなければならない。 

 

５ 非常用電源設備及びその附属設備は、多重性を確保

し、及び独立性を確保し、その系統を構成する機械又は器

 

事業指定基準規則第二十五条第１項は、技術基

準規則で直接該当する項目がないが、保安電源

設備に対する要求事項であることから、技術基

準規則第二十九条（保安電源設備）で展開 

 

事業指定基準規則第二十五条第 2 項が該当

（「非常用電源設備（安全機能を有する施設に属

するものに限る。以下この条において同じ。）を

設けなければならない」と「設けられていなけれ

ばならない」の表現上の差異はあり。技術基準

規則では設計要件として展開。） 

 

対応する事業指定基準規則なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

対応する事業指定基準規則なし 

 

 

事業指定基準規則第二十五条第 3 項が該当 

 

 

事業指定基準規則第二十五条第 4 項が該当 

 

 

 

 

事業指定基準規則第二十五条第 5 項が該当 
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単一故障が発生した場合であっても、運転時の異常な過渡

変化時又は設計基準事故時において安全上重要な施設及

び設計基準事故に対処するための設備がその機能を確保

するために十分な容量を有するものでなければならない。 

【規則の解釈】 

１ 第３項に規定する「機器の損壊、故障その他の異常を検

知するとともに、その拡大を防止する」とは、電気系統の機

器の短絡、地絡、母線の低電圧、過電流等を感知し、遮断器

等により故障箇所を隔離することによって、故障による影

響を局所化できるとともに、他の安全機能への影響を限定

できることをいう。また、外部電源に直接接続している変

圧器の一次側において３相のうちの１相の電路の開放が生

じた場合にあっては、安全機能を有する施設への電力の供

給が不安定になったことを検知し、故障箇所の隔離又は非

常用母線の接続変更その他の異常の拡大を防止する対策

（手動操作による対策を含む。）を行うことによって、安全

機能を有する施設への電力の供給が停止することがない

ように、電力供給の安定性を回復できることをいう。 

２ 第３項に規定する「電線路」とは、再処理施設内開閉所

の外の電力系統のことをいう。 

３ 第４項に規定する「少なくとも二回線は、当該再処理施

設において受電可能なものであり」とは、電力系統と非常

用所内配電設備とを接続する外部電源受電回路を２つ以

上設けることをいう。 

４ 第５項に規定する「非常用電源設備及びその附属設備」

とは、非常用所内電源設備（非常用ディーゼル発電機、バッ

テリ等）及び安全上重要な施設への電力供給設備（非常用

母線スイッチギヤ、ケーブル等）をいう。 

５ 第５項に規定する「十分な容量」とは、７日間の外部電源

喪失を仮定しても、非常用ディーゼル発電機等の連続運転

により電力を供給できることをいう。非常用ディーゼル発

電機等の燃料を貯蔵する設備（耐震Ｓクラス）は、７日分の

連続運転に必要な容量以上の燃料を敷地内に貯蔵できる

ものであることをいう。 

具の単一故障が発生した場合であっても、運転時の異常な

過渡変化時又は設計基準事故時において安全上重要な施

設及び設計基準事故に対処するための設備がその機能を

確保するために十分な容量を有するものでなければなら

ない。 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（緊急時対策所） 

第二十六条 工場等には、設計基準事故が発生した場合に

適切な措置をとるため、緊急時対策所を制御室以外の場

所に設けなければならない。 

 

 

２ 緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の

近傍には、有毒ガスが発生した場合に適切な措置をとるた

め、工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装

置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に緊急

時対策所において自動的に警報するための装置その他の

適切に防護するための設備を設けなければならない。 

 

【規則の解釈】 

１ 第２項に規定する「有毒ガスの発生源」とは、有毒ガスの

発生時において、指示要員の対処能力が損なわれる恐れ

があるものをいう。「有毒ガスが発生した場合」とは、緊急

時対策所の指示要員の吸気中の有毒ガスの濃度が有毒ガ

ス防護のための判断基準値を超えるおそれがあり、有毒ガ

スが緊急時対策所の指示要員に及ぼす影響により、指示要

員の対処能力が著しく低下し、安全施設の安全機能が損な

われるおそれがあることをいう。「工場等内における有毒

ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガ

スの発生を検出した場合に緊急時対策所において自動的

に警報するための装置」については「有毒ガスの発生を検

出し警報するための装置に関する要求事項（別記４）」によ

ること。 

 

（別記４） 

有毒ガスの発生を検出し警報するための装置に関する要

求事項 

再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第２

０条第３項及び第２６条第２項の規定に対応する工場等内

における有毒ガスの発生 1 を検出するための装置及び当

該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に自動的に警報

（緊急時対策所） 

第三十条 工場等には、設計基準事故が発生した場合に適

切な措置をとるため、緊急時対策所が制御室以外の場所

に設けられていなければならない。 

 

 

２ 緊急時対策所及びその近傍並びに有毒ガスの発生源の

近傍には、有毒ガスが発生した場合に適切な措置をとるた

め、工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装

置、当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に緊急時対

策所において自動的に警報するための装置その他適切に

有毒ガスから防護するための設備が設けられていなけれ

ばならない。 

 

事業指定基準規則第二十六条第 1 項が該当

（「設けなければならない」と「設けられていなけ

ればならない」の表現上の差異はあるが、設計

要求としての差異なし。） 

 

事業指定基準規則第二十六条第 2 項が該当

（「設けなければならない」と「設けられていなけ

ればならない」の表現上の差異はあるが、設計

要求としての差異なし。） 
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するための装置に関する要求事項については、以下のとお

りとする。なお、同規則の規定と当該要求事項との対応関

係は別表に掲げるところによる。 

（１）工場等内における有毒ガスの発生を検出するための装

置 

① 工場等内における有毒ガスの発生源（固定されている

ものに限る。）の近傍に、有毒ガスの発生又は発生の兆候

を検出する検出装置を設置すること。 

② 有毒ガスの到達を検出するために、制御室近傍に検出

装置を設置すること。 

③ 有毒ガスの到達を検出するために、緊急時対策所近傍

に検出装置を設置すること。 

（２）当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に自動的

に警報するための装置 

① 制御室には、（１）①から③に掲げる検出装置からの信

号を受信して制御室で自動的に警報する警報装置を設置

すること。 

② 緊急時対策所には、（１）③に掲げる検出装置からの信

号を受信して緊急時対策所で自動的に警報する警報装置

を設置すること。 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（通信連絡設備） 

第二十七条 工場等には、設計基準事故が発生した場合に

おいて工場等内の人に対し必要な指示ができるよう、警報

装置（安全機能を有する施設に属するものに限る。）及び多

様性を確保した通信連絡設備（安全機能を有する施設に属

するものに限る。）を設けなければならない。 

 

２ 工場等には、設計基準事故が発生した場合において再

処理施設外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡

ができるよう、多様性を確保した専用通信回線を設けなけ

ればならない。 

 

【規則の解釈】 

１ 第１項に規定する「通信連絡設備」とは、制御室等から事

業所内の各所の者への操作、作業又は退避の指示等の連

絡を、ブザー鳴動等により行うことができる装置及び音声

により行うことができる設備をいう。 

２ 第２項に規定する「通信連絡をする必要がある場所と通

信連絡ができる」とは、所外必要箇所への事故の発生等に

係る連絡を音声により行うことができる通信連絡設備及

び事業所（制御室等）から事業所外の緊急時対策支援シス

テム（ERSS）等へ必要なデータを伝送できる設備を常時

使用できることをいう。 

３ 第２項に規定する「多様性を確保した専用通信回線」と

は、衛星専用 IP 電話等又は再処理事業者が独自に構築

する専用の通信回線若しくは電気通信事業者が提供する

特定顧客専用の通信回線等、輻輳等による制限を受けるこ

となく使用できるとともに、通信方式の多様性（ケーブル

及び無線等）を備えた構成の回線をいう。 

４ 第２７条において、外部電源により動作する通信連絡設

備等については、非常用所内電源系統（無停電電源を含

む。）に接続し、外部電源を期待できない場合でも動作可

能でなければならない。 

（通信連絡設備） 

第三十一条 工場等には、設計基準事故が発生した場合に

おいて工場等内の人に対し必要な指示ができるよう、警報

装置及び多様性を確保した通信連絡設備が設けられてい

なければならない。 

 

 

２ 工場等には、設計基準事故が発生した場合において再

処理施設外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡

ができるよう、多様性を確保した専用通信回線が設けられ

ていなければならない。 

 

 

事業指定基準規則第二十七条第 1 項が該当

（「設けなければならない」と「設けられていなけ

ればならない」の表現上の差異はあるが、設計

要求としての差異なし。） 

 

 

事業指定基準規則第二十七条第 2 項が該当

（「設けなければならない」と「設けられていなけ

ればならない」の表現上の差異はあるが、設計

要求としての差異なし。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

 

－ 

 

（材料及び構造） 

第十七条 安全機能を有する施設に属する容器及び管並

びにこれらを支持する構造物のうち、再処理施設の安全性

を確保する上で重要なもの（以下この項において「容器等」

という。）の材料及び構造は、次に掲げるところによらなけ

ればならない。この場合においては、第一号及び第三号の

規定については、法第四十六条第二項に規定する使用前

事業者検査の確認を行うまでの間適用する。 

一 容器等に使用する材料は、その使用される圧力、温度、

荷重その他の使用条件に対して適切な機械的強度及び化

学的成分を有すること。 

二 容器等の構造及び強度は、次に掲げるところによるも

のであること 

イ 設計上定める条件において、全体的な変形を弾性域に

抑えること。 

ロ 容器等に属する伸縮継手にあっては、設計上定める条

件で応力が繰り返し加わる場合において、疲労破壊が生じ

ないこと。 

ハ 設計上定める条件において、座屈が生じないこと。 

三 容器等の主要な溶接部(溶接金属部及び熱影響部をい

う。以下同じ。)は、次に掲げるところによるものであるこ

と。 

イ 不連続で特異な形状でないものであること。 

ロ 溶接による割れが生ずるおそれがなく、かつ、健全な

溶接部の確保に有害な溶込み不良その他の欠陥がないこ

とを非破壊試験により確認したものであること。 

ハ 適切な強度を有するものであること。 

ニ 機械試験その他の評価方法により適切な溶接施工法

及び溶接設備並びに適切な技能を有する溶接士であるこ

とをあらかじめ確認したものにより溶接したものであるこ

と。 

 

2 安全機能を有する施設に属する容器及び管のうち、再

処理施設の安全性を確保する上で重要なものは、適切な

耐圧試験又は漏えい試験を行ったとき、これに耐え、かつ、

 

対応する事業指定基準規則なし 

（関連条文：事業指定基準規則第四条） 
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著しい漏えいがないように設置されたものでなければなら

ない。 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

 

－ 

 

（搬送設備） 

第十八条 使用済燃料等を搬送する設備（人の安全に著し

い支障を及ぼすおそれがないものを除く。）は、次に掲げる

ところによるものでなければならない。 

一 通常搬送する必要がある使用済燃料等を搬送する能

力を有するものであること。 

二 搬送中の使用済燃料が破損するおそれがないこと。 

三 使用済燃料等を搬送するための動力の供給が停止し

た場合に、使用済燃料等を安全に保持しているものである

こと。 

 

対応する事業指定基準規則なし 

（関連条文：事業指定基準規則第四条） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（重大事故等の拡大の防止等）  

第二十八条 再処理施設は、重大事故に至るおそれがある

事故が発生した場合において、重大事故の発生を防止する

ために必要な措置を講じたものでなければならない。  

２ 再処理施設は、重大事故が発生した場合において、当該

重大事故の拡大を防止するために必要な措置を講じたも

のでなければならない。  

３ 再処理施設は、重大事故が発生した場合において、工場

等外への放射性物質の異常な水準の放出を防止するため

に必要な措置を講じたものでなければならない。  

 

－ 

 

事業指定基準規則第二十八条は、技術基準規

則で直接該当する項目がないが、重大事故等対

処設備に対する要求事項であることから、技術

基準規則第三十六条（重大事故等対処設備）に

展開 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（火災等による損傷の防止）  

第二十九条 重大事故等対処施設は、火災又は爆発により

重大事故等に対処するために必要な機能を損なうおそれ

がないよう、火災及び爆発の発生を防止することができ、

かつ、消火設備及び火災感知設備を有するものでなけれ

ばならない。  

  

【規則の解釈】  

１ 第２９条の適用に当たっては、本規程第５条第１項に準

ずるものとする。 

（火災等による損傷の防止）  

第三十五条 重大事故等対処施設は、火災又は爆発の影響

を受けることにより重大事故等に対処するために必要な

機能が損なわれるおそれがある場合は、消火設備及び警

報設備が設置されたものでなければならない。  

  

 

２ 前項の消火設備及び警報設備は、故障、損壊又は異常

な作動により重大事故等に対処するために必要な機能に

著しい支障を及ぼすおそれがないよう、適切な措置が講じ

られたものでなければならない。  

  

３ 重大事故等対処施設であって、火災又は爆発により損

傷を受けるおそれがあるものは、可能な限り不燃性又は難

燃性の材料を使用するとともに、必要に応じて防火壁の設

置その他の適切な防護措置が講じられたものでなければ

ならない。  

  

４ 重大事故等対処施設は、火災又は爆発により重大事故

等に対処するために必要な機能が損なわれないよう、次に

掲げる措置が講じられたものでなければならない。  

 一 発火性又は引火性の物質を内包する系統の漏えい防

止その他の措置。  

  

二 避雷設備その他の自然現象による火災の発生を防止す

るための設備の設置。 

 

事業指定基準規則第二十九条第 1 項が該当

（火災感知設備を有するものでなければならな

い」と「警報設備が設置されたものでなければ

ならない」の差異あり。技術基準規則では設計

要件として展開。） 

 

事業指定基準規則第二十九条第 1 項が該当 

 

 

 

 

事業指定基準規則第二十九条第 1 項が該当 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第二十九条第 1 項が該当 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第二十九条第 1 項が該当 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（重大事故等対処施設の地盤）  

第三十条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区分

に応じ、それぞれ次に定める地盤に設けなければならな

い。  

一 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故等対

処設備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大事故等対処

設備」という。）と接続するものにあっては、当該可搬型重

大事故等対処設備と接続するために必要な再処理施設内

の常設の配管、弁、ケーブルその他の機器を含む。以下「常

設重大事故等対処設備」という。）であって、耐震重要施設

に属する設計基準事故に対処するための設備が有する機

能を代替するもの（以下「常設耐震重要重大事故等対処設 

備」という。）が設置される重大事故等対処施設 基準地震

動による地震力が作用した場合においても当該重大事故

等対処施設を十分に支持することができる地盤 

 

二 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事

故等対処設備が設置される重大事故等対処施設 第七条

第二項の規定により算定する地震力が作用した場合にお

いても当該重大事故等対処施設を十分に支持することが

できる地盤  

 

２ 前項第一号の重大事故等対処施設は、変形した場合に

おいても重大事故等に対処するために必要な機能が損な

われるおそれがない地盤に設けなければならない。  

 

３ 第一項第一号の重大事故等対処施設は、変位が生ずる

おそれがない地盤に設けなければならない。  

  

【規則の解釈】  

１ 第３０条の適用に当たっては、本規程別記１に準ずるも

のとする。  

２ 第１項第２号に規定する「第七条第二項の規定により算

定する地震力」とは、本規程別記２第７条第２項から第４項

までにおいて、当該常設重大事故等対処設備が代替する

（重大事故等対処施設の地盤）  

第三十二条 重大事故等対処施設は、次の各号に掲げる施

設の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める地盤に設置さ

れたものでなければならない。  

一 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故等対

処設備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大事故等対処

設備」という。）と接続するものにあっては、当該可搬型重

大事故等対処設備と接続するために必要な再処理施設内

の常設の配管、弁、ケーブルその他の機器を含む。以下「常

設重大事故等対処設備」という。）であって、耐震重要施設

に属する設計基準事故に対処するための設備が有する機

能を代替するもの（以下「常設耐震重要重大事故等対処設

備」という。）が設置される重大事故等対処施設 基準地震

動による地震力が作用した場合においても当該重大事故

等対処施設を十分に支持することができる地盤  

 

二 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事

故等対処設備が設置される重大事故等対処施設 事業指

定基準規則第七条第二項の規定により算定する地震力が

作用した場合においても当該重大事故等対処施設を十分

に支持することができる地盤 

 

 

 

 

事業指定基準規則第三十条第 1 項第 1 号が該

当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第三十条第 1 項第 2 号が該

当 

 

 

 

 

事業指定基準規則では、「常設耐震重要重大事

故等対処設備を設ける地盤」に関する記載あり 

 

 

事業指定基準規則では、「常設耐震重要重大事

故等対処設備を設ける地盤」に関する記載あり 
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機能を有する設計基準事故に対処するための設備が属す

る耐震重要度分類のクラスに適用される地震力と同等の

ものとする。 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（地震による損傷の防止）  

第三十一条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区

分に応じ、それぞれ次に定める要件を満たすものでなけれ

ばならない。  

一 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大

事故等対処施設 基準地震動による地震力に対して重大事

故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれが

ないものであること。  

 

 

 

二 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事

故等対処設備が設置される重大事故等対処施設 第七条

第二項の規定により算定する地震力に十分に耐えること

ができるものであること。  

 

２ 前項第一号の重大事故等対処施設は、第七条第三項の

地震の発生によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対

して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれ

るおそれがないものでなければならない。  

 【規則の解釈】  

１ 第３１条の適用に当たっては、本規程別記２に準ずるも

のとする。  

２ 第１項第２号に規定する「第七条第二項の規定により算

定する地震力」とは、本規程別記２第７条第２項から第４項

までにおいて、当該常設重大事故等対処設備が代替する

機能を有する設計基準事故に対処するための設備が属す

る耐震重要度分類のクラスに適用される地震力と同等の

ものをいう。 

（地震による損傷の防止）  

第三十三条 重大事故等対処施設は、次の各号に掲げる施

設の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるところにより

設置されたものでなければならない。  

一 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大

事故等対処施設 基準地震動による地震力に対して重大事

故に至るおそれがある事故(運転時の異常な過渡変化及び

設計基準事故を除く。) 又は重大事故 (以下「重大事故

等」と総称する。) に対処するために必要な機能が損なわ

れるおそれがないものであること。  

 

二 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事

故等対処設備が設置される重大事故等対処施設 事業指

定基準規則第七条第二項の規定により算定する地震力に

十分に耐えるものであること。  

 

２ 前項第一号の重大事故等対処施設が事業指定基準規則

第七条第三項の地震により生ずる斜面の崩壊によりその

重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるお

それがないよう、防護措置その他の適切な措置が講じられ

たものでなければならない。 

 

 

 

 

事業指定基準規則第三十一条第 1 項第 1 号が

該当 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第三十一条第 1 項第 2 号が

該当（「耐えることができるものであること」と

「耐えるものであること」の表現上の差異ある

が、設計要求としての差異なし。） 

 

事業指定基準規則第三十一条第 2 項が該当

（「機能が損なわれるおそれがないものでなけ

ればならない」と「機能が損なわれるおそれが

ないよう、防護措置その他の適切な措置が講じ

られたものでなければならない」の差異あり。技

術基準規則では設計要件として展開。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（津波による損傷の防止）  

第三十二条 重大事故等対処施設は、基準津波に対して重

大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがないものでなければならない。  

  

【規則の解釈】  

１ 第３２条の適用に当たっては、本規程別記３に準ずるも

のとする。 

（津波による損傷の防止）  

第三十四条 重大事故等対処施設は、基準津波により重大

事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれ

がないよう、防護措置その他の適切な措置が講じられたも

のでなければならない。 

 

事業指定基準規則第三十二条第 1 項が該当

（「機能が損なわれるおそれがないものでなけ

ればならない」と「機能が損なわれるおそれが

ないよう、防護措置その他の適切な措置が講じ

られたものでなければならない」の差異あり。技

術基準規則では設計要件として展開。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（重大事故等対処設備）  

第三十三条 重大事故等対処設備は、次に掲げるものでな

ければならない。  

一 想定される重大事故等の収束に必要な個数及び容量

を有するものであること。  

 

 

 

二 想定される重大事故等が発生した場合における温度、

放射線、荷重その他の使用条件において、重大事故等に対

処するために必要な機能を有効に発揮するものであるこ

と。  

 

三 想定される重大事故等が発生した場合において確実に

操作できるものであること。  

 

 

 

四 健全性及び能力を確認するため、再処理施設の運転中

又は停止中に検査又は試験ができるものであること。  

 

 

 

五 本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するた

めに使用する設備にあっては、通常時に使用する系統から

速やかに切り替えられる機能を備えるものであること。  

 

 

六 工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないもの

であること。  

 

 

 

七 想定される重大事故等が発生した場合において重大事

故等対処設備の操作及び復旧作業を行うことができるよ

（重大事故等対処設備）  

第三十六条 重大事故等対処設備は、次に掲げるところに

よるものでなければならない。  

一 想定される重大事故等の収束に必要な個数及び容量

を有すること。  

 

 

 

二 想定される重大事故等が発生した場合における温度、

放射線、荷重その他の使用条件において、重大事故等に対

処するために必要な機能を有効に発揮すること。  

 

 

三 想定される重大事故等が発生した場合において確実に

操作できること。  

 

 

 

四 健全性及び能力を確認するため、再処理施設の運転中

又は停止中に検査又は試験ができること。  

 

 

 

五 本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するた

めに使用する設備にあっては、通常時に使用する系統から

速やかに切り替えられる機能を備えること。  

 

 

六 工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないこ

と。  

 

 

 

七 想定される重大事故等が発生した場合において重大事

故等対処設備の操作及び復旧作業を行うことができるよ

 

 

 

事業指定基準規則第三十三条第 1 項第 1 号が

該当（「個数及び容量を有するものであること」

と「個数及び容量を有すること」の表現上の差

異あるが、設計要求としての差異なし。） 

 

事業指定基準規則第三十三条第 1 項第 2 号が

該当（「有効に発揮するものであること」と「有効

に発揮すること」の表現上の差異あるが、設計

要求としての差異なし。） 

 

事業指定基準規則第三十三条第 1 項第 3 号が

該当（「操作できるものであること」と「操作でき

ること」の表現上の差異あるが、設計要求とし

ての差異なし。） 

 

事業指定基準規則第三十三条第 1 項第 4 号が

該当（「検査又は試験ができるものであること」

と「検査又は試験ができること」の表現上の差

異あるが、設計要求としての差異なし。） 

 

事業指定基準規則第三十三条第 1 項第 5 号が

該当（「機能を備えるものであること」と「機能を

備えること」の表現上の差異あるが、設計要求

としての差異なし。） 

 

事業指定基準規則第三十三条第 1 項第 6 号が

該当（「悪影響を及ぼさないものであること」と

「悪影響を及ぼさないこと」の表現上の差異あ

るが、設計要求としての差異なし。） 

 

事業指定基準規則第三十三条第 1 項第 7 号が

該当（「措置を講じたものであること」と「措置を
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う、線量が高くなるおそれが少ない設置場所の選定、設置

場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもの

であること。  

 

２ 常設重大事故等対処設備は、前項に定めるもののほか、

共通要因によって設計基準事故に対処するための設備の

安全機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよ

う、適切な措置を講じたものでなければならない。  

 

 

 

３ 可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項に定め

るもののほか、次に掲げるものでなければならない。  

一 常設設備（再処理施設と接続されている設備又は短時

間に再処理施設と接続することができる常設の設備をい

う。以下同じ。）と接続するものにあっては、当該常設設備

と容易かつ確実に接続することができ、かつ、二以上の系

統が相互に使用することができるよう、接続部の規格の統

一その他の適切な措置を講じたものであること。 

 

 

二 常設設備と接続するものにあっては、共通要因によっ

て接続することができなくなることを防止するため、可搬

型重大事故等対処設備（再処理施設の外から水又は電力

を供給するものに限る。）の接続口をそれぞれ互いに異な

る複数の場所に設けるものであること。  

 

三 想定される重大事故等が発生した場合において可搬型

重大事故等対処設備を設置場所に据え付け、及び常設設

備と接続することができるよう、線量が高くなるおそれが

少ない設置場所の選定、設置場所への遮蔽物の設置その

他の適切な措置を講じたものであること。  

 

四 地震、津波その他の自然現象又は故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムによる影響、設計基準事故に

対処するための設備及び重大事故等対処設備の配置その

う、線量が高くなるおそれが少ない設置場所の選定、設置

場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講ずること。

 

  

２ 常設重大事故等対処設備は、前項各号に掲げるものの

ほか、共通要因(事業指定基準規則第一条第二項第九号に

規定する共通要因をいう。以下この条において同じ。) に

よって設計基準事故に対処するための設備の安全機能と

同時にその機能が損なわれるおそれがないよう、適切な措

置が講じられたものでなければならない。  

 

３ 可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項の規定

によるほか、次に掲げるところによるものでなければなら

ない。  

一 常設設備（再処理施設と接続されている設備又は短時

間に再処理施設と接続することができる常設の設備をい

う。以下この項において同じ。）と接続するものにあって

は、当該常設設備と容易かつ確実に接続することができ、

かつ、二以上の系統が相互に使用することができるよう、

接続部の規格の統一その他の適切な措置を講ずること。 

 

二 常設設備と接続するものにあっては、共通要因によっ

て接続することができなくなることを防止するため、可搬

型重大事故等対処設備（再処理施設の外から水又は電力

を供給するものに限る。）の接続口をそれぞれ互いに異な

る複数の場所に設けること。  

 

三 想定される重大事故等が発生した場合において可搬型

重大事故等対処設備を設置場所に据え付け、及び常設設

備と接続することができるよう、線量が高くなるおそれが

少ない設置場所の選定、設置場所への遮蔽物の設置その

他の適切な措置を講ずること。  

 

四 地震、津波その他の自然現象又は故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムによる影響、設計基準事故に

対処するための設備及び重大事故等対処設備の配置その

講ずること」の表現上の差異あるが、設計要求

としての差異なし。） 

 

 

事業指定基準規則第三十三条第 2 項が該当

（「措置を講じたものでなければならない」と「措

置が講じられたものでなければならない」の表

現上の差異あるが、設計要求としての差異な

し。） 

 

 

事業指定基準規則第三十三条第 3 項第 1 号が

該当（「措置を講じたものであること」と「措置を

講ずること」の表現上の差異あるが、設計要求

としての差異なし。） 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第三十三条第 3 項第 2 号が

該当（「異なる複数の場所に設けるものである

こと」と「異なる複数の場所に設けること」の表

現上の差異あるが、設計要求としての差異な

し。） 

 

 

事業指定基準規則第三十三条第 3 項第 3 号が

該当（「措置を講じたものであること」と「措置を

講ずること」の差異あり） 

 

 

事業指定基準規則第三十三条第 3 項第 4 号が

該当 
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他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異な

る保管場所に保管すること。  

 

五 想定される重大事故等が発生した場合において、可搬

型重大事故等対処設備を運搬し、又は他の設備の被害状

況を把握するため、工場等内の道路及び通路が確保でき

るよう、適切な措置を講じたものであること。  

 

六 共通要因によって、設計基準事故に対処するための設

備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等

に対処するために必要な機能と同時に可搬型重大事故等

対処設備の重大事故等に対処するために必要な機能が損

なわれるおそれがないよう、適切な措置を講じたものであ

ること。  

  

【規則の解釈】  

１ 第１項第１号に規定する「必要な個数及び容量」について

は、故障時及び点検保守による待機除外時のバックアップ

を考慮した上で、第３４条「臨界事故の拡大を防止するため

の設備」、第３５条「冷却機能の喪失による蒸発乾固 

に対処するための設備」、第３６条「放射線分解により発生

する水素による爆発に対処するための設備」、第３７条「有

機溶媒等による火災又は爆発に対処するための設備」、第

３８条「使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備」及び第３

９条「放射性物質の漏えいに対処するための設備」の解釈

に準ずるものとする。  

２ 第１項第４号の適用に当たっては、本規程第１５条第４項

及び第５項に準ずるものとする。 

３ 第１項第６号に規定する「他の設備」とは、安全機能を有

する施設だけでなく、当該重大事故等対処設備以外の重大

事故等対処設備も含むものをいう。  

４ 第２項に規定する「適切な措置を講じたもの」とは、可能

な限り多様性及び位置的分散を考慮したものをいう。  

５ 第３項第２号について、複数の機能で一つの接続口を使

用する場合は、それぞれの機能に必要な容量（同時に使用

する可能性がある場合は、合計の容量）を確保することが

他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異な

る保管場所に保管すること。  

 

五 想定される重大事故等が発生した場合において、可搬

型重大事故等対処設備を運搬し、又は他の設備の被害状

況を把握するため、工場等内の道路及び通路が確保でき

るよう、適切な措置を講ずること。  

 

六 共通要因によって、設計基準事故に対処するための設

備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等

に対処するために必要な機能と同時に可搬型重大事故等

対処設備の重大事故等に対処するために必要な機能が損

なわれるおそれがないよう、適切な措置を講ずること。 

 

 

 

事業指定基準規則第三十三条第 3 項第 5 号が

該当（「措置を講じたものであること」と「措置を

講ずること」の表現上の差異あるが、設計要求

としての差異なし。） 

 

事業指定基準規則第三十三条第 3 項第 6 号が

該当（「措置を講じたものであること」と「措置を

講ずること」の表現上の差異あるが、設計要求

としての差異なし。） 
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できるように接続口を設けること。  

６ 第３項第４号について、可搬型重大事故等対処設備の

保管場所は、故意による大型航空機の衝突も考慮すること

とし、例えば、再処理施設の恒設の建物から１００ｍ以上隔

離をとり、再処理施設と同時に影響を受けないこと又は故

意による大型航空機の衝突に対して頑健性を有すること。 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（臨界事故の拡大を防止するための設備）  

第三十四条 セル内において核燃料物質が臨界に達するこ

とを防止するための機能を有する施設には、再処理規則第

一条の三第一号に規定する重大事故の拡大を防止するた

めに必要な次に掲げる重大事故等対処設備を設けなけれ

ばならない。  

一 未臨界に移行し、及び未臨界を維持するために必要な

設備  

 

二 臨界事故が発生した設備に接続する換気系統の配管の

流路を遮断するために必要な設備及び換気系統の配管内

が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管の外

部へ放射性物質を排出するために必要な設備  

 

三 臨界事故が発生した場合において放射性物質の放出に

よる影響を緩和するために必要な設備  

  

【規則の解釈】  

１ 第１項第１号に規定する「未臨界に移行し、及び未臨界を

維持するために必要な設備」とは、設計基準の要求により

措置した設備とは異なる中性子吸収材の貯槽への注入設

備、溶液の回収・移送設備等をいう。  

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するお

それがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。  

２ 第１項第２号に規定する「臨界事故が発生した設備に接

続する換気系統の配管の流路を遮断するために必要な設

備」とは、閉止弁、密閉式ダンパ等をいい、「換気系統の配

管内が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管

の外部へ放射性物質を排出するために必要な設備」とは、

水封安全器等をいう。  

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するお

それがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。  

３ 第１項第３号に規定する「放射性物質の放出による影響

（臨界事故の拡大を防止するための設備）  

第三十八条 セル内において核燃料物質が臨界に達するこ

とを防止するための機能を有する施設には、再処理規則第

一条の三第一号に掲げる重大事故の拡大を防止するため

に必要な次に掲げる重大事故等対処設備が設けられてい

なければならない。  

一 未臨界に移行し、及び未臨界を維持するために必要な

設備  

 

二 臨界事故が発生した設備に接続する換気系統の配管の

流路を遮断するために必要な設備及び換気系統の配管内

が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管の外

部へ放射性物質を排出するために必要な設備  

 

三 臨界事故が発生した場合において放射性物質の放出に

よる影響を緩和するために必要な設備 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第三十四条第 1 項第 1 号が

該当 

 

事業指定基準規則第三十四条第 1 項第 2 号が

該当 

 

 

 

事業指定基準規則第三十四条第 1 項第 3 号が

該当 

98



 
を緩和するために必要な設備」とは、セル換気系統を代替

するための設備をいう。  

また、セル換気系統の放射性物質を低減する機能を代替す

るための設備の必要な個数は、再処理施設に設置された

排風機の台数と同数とする。  

４ 上記１及び２については、設備の信頼性が十分に高いと

判断されない場合には、多様性も考慮して動作原理の異な

る設備を追加すること。  

５ 同時に又は連鎖して発生する可能性のない事故の間

で、設備を共用することは妨げない。  

６ 上記の措置には、対策を実施するために必要となる電

源、施設の状態を監視するための設備の整備を含む。 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備）  

第三十五条 セル内において使用済燃料から分離された物

であって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄物を冷却

する機能を有する施設には、再処理規則第一条の三第二

号に規定する重大事故の発生又は拡大を防止するために

必要な次に掲げる重大事故等対処設備を設けなければな

らない。  

一 蒸発乾固の発生を未然に防止するために必要な設備  

 

 

二 蒸発乾固が発生した場合において、放射性物質の発生

を抑制し、及び蒸発乾固の進行を緩和するために必要な設

備  

 

三 蒸発乾固が発生した設備に接続する換気系統の配管の

流路を遮断するために必要な設備及び換気系統の配管内

が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管の外

部へ放射性物質を排出するために必要な設備  

 

四 蒸発乾固が発生した場合において放射性物質の放出に

よる影響を緩和するために必要な設備  

  

【規則の解釈】  

１ 第１項第１号に規定する 「蒸発乾固の発生を未然に防止

するために必要な設備」とは、設計基準の要求により措置

した設備とは異なる冷却設備や回収・移送設備、冷却管を

用いた直接注水設備等をいう。  

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するお

それがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。  

２ 第１項第２号に規定する「放射性物質の発生を抑制し、

及び蒸発乾固の進行を緩和するために必要な設備」とは、

ルテニウムの気相への大量移行を抑制するためのショ糖等

の注入設備、希釈材の注入設備等をいう。  

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するお

（冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備） 

第三十九条 セル内において使用済燃料から分離された物

であって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄物を冷却

する機能を有する施設には、再処理規則第一条の三第二

号に規定する重大事故の発生又は拡大を防止するために

必要な次に掲げる重大事故等対処設備が設けられていな

ければならない。  

一 蒸発乾固の発生を未然に防止するために必要な設備  

 

 

二 蒸発乾固が発生した場合において、放射性物質の発生

を抑制し、及び蒸発乾固の進行を緩和するために必要な設

備  

 

三 蒸発乾固が発生した設備に接続する換気系統の配管の

流路を遮断するために必要な設備及び換気系統の配管内

が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管の外

部へ放射性物質を排出するために必要な設備  

 

四 蒸発乾固が発生した場合において放射性物質の放出に

よる影響を緩和するために必要な設備 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第三十五条第 1 項第 1 号が

該当 

 

事業指定基準規則第三十五条第 1 項第 2 号が

該当 

 

 

事業指定基準規則第三十五条第 1 項第 3 号が

該当 

 

 

 

事業指定基準規則第三十五条第 1 項第 4 号が

該当 
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それがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。  

３ 第１項第３号に規定する「蒸発乾固が発生した設備に接

続する換気系統の配管の流路を遮断するために必要な設

備」とは、閉止弁、密閉式ダンパ等をいい、「換気系統の配

管内が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管

の外部へ放射性物質を排出するために必要な設備」とは、

水封安全器等をいう。  

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するお

それがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。 

４ 第１項第４号「放射性物質の放出による影響を緩和する

ために必要な設備」とは、セル換気系統を代替するための

設備をいう。  

また、セル換気系統の放射性物質を低減する機能を代替す

るための設備の必要な個数は、再処理施設に設置された

排風機の台数と同数とする。  

５ 上記１、２及び３については、設備の信頼性が十分に高

いと判断されない場合には、多様性も考慮して動作原理の

異なる設備を追加すること。  

６ 同時に又は連鎖して発生する可能性のない事故の間

で、設備を共用することは妨げない。  

７ 上記の措置には、対策を実施するために必要となる電

源、補給水、施設の状態を監視するための設備の整備を含

む。 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（放射線分解により発生する水素による爆発に対処するた

めの設備）  

第三十六条 セル内において放射線分解によって発生する

水素が再処理設備の内部に滞留することを防止する機能

を有する施設には、再処理規則第一条の三第三号に規定

する重大事故の発生又は拡大を防止するために必要な次

に掲げる重大事故等対処設備を設けなければならない。  

一 放射線分解により発生する水素による爆発（以下この

条において「水素爆発」という。）の発生を未然に防止する

ために必要な設備 

 

 

二 水素爆発が発生した場合において水素爆発が続けて生

じるおそれがない状態を維持するために必要な設備  

 

三 水素爆発が発生した設備に接続する換気系統の配管の

流路を遮断するために必要な設備及び換気系統の配管内

が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管の外

部へ放射性物質を排出するために必要な設備  

 

四 水素爆発が発生した場合において放射性物質の放出に

よる影響を緩和するために必要な設備  

  

【規則の解釈】  

１ 第１項第１号に規定する「放射線分解により発生する水

素による爆発（以下この条において「水素爆発」という。）の

発生を未然に防止するために必要な設備」とは設計基準の

要求により措置した設備とは異なる圧縮空気の供給設備、

溶液の回収・移送設備、ボンベ等による水素掃気配管への

窒素の供給設備、爆発に至らせないための水素燃焼設備

等をいう。  

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するお

それがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。  

２ 第１項第２号に規定する「水素爆発が発生した場合にお

（放射線分解により発生する水素による爆発に対処するた

めの設備）  

第四十条 セル内において放射線分解によって発生する水

素が再処理設備の内部に滞留することを防止する機能を

有する施設には、再処理規則第一条の三第三号に掲げる

重大事故の発生又は拡大を防止するために必要な次に掲

げる重大事故等対処設備が設けられていなければならな

い。  

一 放射線分解により発生する水素による爆発（以下この

条において「水素爆発」という。）の発生を未然に防止する

ために必要な設備  

 

二 水素爆発が発生した場合において水素爆発が続けて生

ずるおそれがない状態を維持するために必要な設備  

 

三 水素爆発が発生した設備に接続する換気系統の配管の

流路を遮断するために必要な設備及び換気系統の配管内

が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管の外

部へ放射性物質を排出するために必要な設備  

 

四 水素爆発が発生した場合において放射性物質の放出に

よる影響を緩和するために必要な設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第三十六条第 1 項第 1 号が

該当 

 

 

事業指定基準規則第三十六条第 1 項第 2 号が

該当 

 

事業指定基準規則第三十六条第 1 項第 3 号が

該当 

 

 

 

事業指定基準規則第三十六条第 1 項第 4 号が

該当 
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いて水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持す

るために必要な設備」とは、容器への希釈材の注入設備等

をいう。  

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するお

それがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。  

３ 第１項第３号に規定する「水素爆発が発生した設備に接

続する換気系統の配管の流路を遮断するために必要な設

備」とは、閉止弁、密閉式ダンパ等をいい、「換気系統の配

管内が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管

の外部へ放射性物質を排出するために必要な設備」とは、

水封安全器等をいう。  

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するお

それがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。 

４ 第１項第４号に規定する「放射性物質の放出による影響

を緩和するために必要な設備」とは、セル換気系統を代替

するための設備等をいう。  

また、セル換気系統の放射性物質を低減する機能を代替す

るための設備の必要な個数は、再処理施設に設置された

排風機の台数と同数とする。  

５ 上記１、２及び３については、設備の信頼性が十分に高

いと判断されない場合には、多様性も考慮して動作原理の

異なる設備を追加すること。  

６ 同時に又は連鎖して発生する可能性のない事故の間

で、設備を共用することは妨げない。  

７ 上記の措置には、対策を実施するために必要となる電

源、補給水、施設の状態を監視するための設備の整備を含

む。 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための設備）  

第三十七条 セル内において有機溶媒その他の物質を内包

する施設には、再処理規則第一条の三第四号に規定する

重大事故の発生又は拡大を防止するために必要な次に掲

げる重大事故等対処設備を設けなければならない。  

一 火災又は爆発の発生（リン酸トリブチルの混入による急

激な分解反応により発生するものを除く。）を未然に防止

するために必要な設備  

 

二 火災又は爆発が発生した場合において火災又は爆発を

収束させるために必要な設備  

 

三 火災又は爆発が発生した設備に接続する換気系統の配

管の流路を遮断するために必要な設備及び換気系統の配

管内が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管

の外部へ放射性物質を排出するために必要な設備  

 

四 火災又は爆発が発生した場合において放射性物質の放

出による影響を緩和するために必要な設備  

  

【規則の解釈】  

１ 第１項第１号に規定する「火災又は爆発の発生（リン酸ト

リブチルの混入による急激な分解反応により発生するもの

を除く。）を未然に防止するために必要な設備」とは、設計

基準の要求により措置した設備とは異なる溶液の回収・移

送設備、セル内注水設備等をいう。  

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するお

それがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。  

２ 第１項第２号に規定する「火災又は爆発が発生した場合

において火災又は爆発を収束させるために必要な設備」と

は、設計基準の要求により措置した設備とは異なる消火設

備や窒息消火設備（ダンパ等の閉止）、漏えいした溶液の 

冷却設備、セル内注水設備等をいう。  

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するお

（有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための設備） 

第四十一条 セル内において有機溶媒その他の物質を内包

する施設には、再処理規則第一条の三第四号に掲げる重

大事故の発生又は拡大を防止するために必要な次に掲げ

る重大事故等対処設備が設けられていなければならない。 

一 火災又は爆発の発生（リン酸トリブチルの混入による急

激な分解反応により発生するものを除く。）を未然に防止

するために必要な設備  

 

二 火災又は爆発が発生した場合において火災又は爆発を

収束させるために必要な設備  

 

三 火災又は爆発が発生した設備に接続する換気系統の配

管の流路を遮断するために必要な設備及び換気系統の配

管内が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管

の外部へ放射性物質を排出するために必要な設備  

 

四 火災又は爆発が発生した場合において放射性物質の放

出による影響を緩和するために必要な設備 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第三十七条第 1 項第 1 号が

該当 

 

 

事業指定基準規則第三十七条第 1 項第 2 号が

該当 

 

事業指定基準規則第三十七条第 1 項第 3 号が

該当 

 

 

 

事業指定基準規則第三十七条第 1 項第 4 号が

該当 
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それがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。  

３ 第１項第３号に規定する「火災又は爆発が発生した設備

に接続する換気系統の配管の流路を遮断するために必要

な設備」とは、閉止弁、密閉式ダンパ等をいい、「換気系統

の配管内が加圧状態になった場合にセル内に設置された

配管の外部へ放射性物質を排出するために必要な設備」と

は、水封安全器等をいう。  

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するお

それがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。 

４ 第１項第４号に規定する「放射性物質の放出による影響

を緩和するために必要な設備」とは、セル換気系統を代替

するための設備等をいう。  

また、セル換気系統の放射性物質を低減する機能を代替す

るための設備の必要な個数は、再処理施設に設置された

排風機の台数と同数とする。  

５ 上記１、２及び３については、設備の信頼性が十分に高

いと判断されない場合には、多様性も考慮して動作原理の

異なる設備を追加すること。  

６ 同時に又は連鎖して発生する可能性のない事故の間

で、設備を共用することは妨げない。  

７ 上記の措置には、対策を実施するために必要となる電

源、補給水、施設の状態を監視するための設備の整備を含

む。 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

第三十八条 再処理施設には、使用済燃料貯蔵槽の冷却機

能又は注水機能が喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽からの

水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の

水位が低下した場合において使用済燃料貯蔵槽内の使用

済燃料を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止するた

めに必要な設備を設けなければならない。  

 

２ 再処理施設には、使用済燃料貯蔵槽からの大量の水の

漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位

が異常に低下した場合において使用済燃料貯蔵槽内の使

用済燃料の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防止す

るために必要な設備を設けなければならない。  

  

【規則の解釈】  

１ 第１項に規定する「使用済燃料貯蔵槽からの水の漏え

い」とは、本規程第２８条に示す想定事故２において想定す

る貯蔵槽からの水の漏えいのことである。第２項に規定す

る「使用済燃料貯蔵槽からの大量の水の漏えい」とは、想

定事故２において想定する貯蔵槽からの水の漏えいを超

える漏えいをいう。  

２ 第１項の設備とは、以下に掲げる措置又はこれと同等以

上の効果を有する措置を講じた設備等をいう。  

一 代替注水設備として、可搬型代替注水設備（注水ライ

ン、ポンプ車等）を配備すること。代替注水設備は、設計基

準対応の冷却、注水設備が機能喪失し及び小規模な漏え

いがあった場合でも、貯蔵槽の水位を維持できるものであ

ること。  

３ 第２項の設備とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等

以上の効果を有する措置を講じた設備等をいう。  

一 スプレイ設備として、可搬型スプレイ設備（スプレイヘッ

ダ、スプレイライン、ポンプ車等）を配備すること。  

二 スプレイ設備は、代替注水設備によって使用済燃料貯

蔵槽の水位が維持できない場合でも、燃料損傷を緩和で

きるものであること。  

（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

第四十二条 再処理施設には、使用済燃料貯蔵槽の冷却機

能又は注水機能が喪失し、又は使用済燃料貯蔵槽からの

水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の

水位が低下した場合において使用済燃料貯蔵槽内の使用 

済燃料を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止するた

めに必要な設備が設けられていなければならない。  

 

２ 再処理施設には、使用済燃料貯蔵槽からの大量の水の

漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位

が異常に低下した場合において使用済燃料貯蔵槽内の使

用済燃料の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防止す

るために必要な設備が設けられていなければならない。 

 

事業指定基準規則第三十八条第 1 項及び解釈

第 2 項、第 4 項が該当（「設備を設けなければ

ならない」と「設備が設けられていなければなら

ない」の表現上の差異あるが、設計要求として

の差異なし。） 

 

 

事業指定基準規則第三十八条第 2 項及び解釈

第 3 項、第 4 項が該当（「設備を設けなければ

ならない」と「設備が設けられていなければなら

ない」の表現上の差異あるが、設計要求として

の差異なし。） 
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三 燃料損傷時に、放射性物質又は放射線の敷地外への著

しい放出による影響を緩和するための設備等を整備する

こと。 

４ 第１項及び第２項の設備等として、使用済燃料貯蔵槽の

監視は、以下に掲げるものをいう。  

一 使用済燃料貯蔵槽の水位、水温及び貯蔵槽上部の空間

線量率について、重大事故等により変動する可能性のある

範囲にわたり測定可能であること。  

二 使用済燃料貯蔵槽の状態をカメラにより監視できるこ

と。  

５ 上記の措置には、対策を実施するために必要となる電

源、補給水、施設の状態を監視するための設備の整備を含

む。 

 

  

107



 
事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（放射性物質の漏えいに対処するための設備） 

第三十九条 セル内又は建屋内（セル内を除く。以下この条

において同じ。）において系統又は機器からの放射性物質

の漏えいを防止するための機能を有する施設には、必要に

応じ、再処理規則第一条の三第六号に規定する重大事故

の発生又は拡大を防止するために必要な次に掲げる重大

事故等対処設備（建屋内において系統又は機器からの放

射性物質の漏えいを防止するための機能を有する施設に

あっては、第三号を除く。）を設けなければならない。  

 

一 系統又は機器からの放射性物質の漏えいを未然に防止

するために必要な設備  

二 系統又は機器から放射性物質の漏えいが発生した場合

において当該系統又は機器の周辺における放射性物質の

漏えいの拡大を防止するために必要な設備  

三 系統又は機器から放射性物質の漏えいが発生した設備

に接続する換気系統の配管の流路を遮断するために必要

な設備及び換気系統の配管内が加圧状態になった場合に

セル内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出する

ために必要な設備  

四 系統又は機器から放射性物質の漏えいが発生した場合

において放射性物質の放出による影響を緩和するために

必要な設備  

  

【規則の解釈】  

１ 第１項に規定する「重大事故等対処設備」とは、以下に掲

げる設備又はこれらと同等以上の効果を有する設備をい

う。  

一 第１項第１号に規定する「放射性物質の漏えいを未然に

防止するために必要な設備」の必要な個数は、当該重大事

故等が発生するおそれがある安全上重要な施設の機器ご

とに１セットとする。  

二 第１項第２号に規定する「放射性物質の漏えいの拡大を

防止するために必要な設備」の必要な個数は、当該重大事

故等が発生するおそれがある安全上重要な施設の機器ご

（放射性物質の漏えいに対処するための設備） 

第四十三条 セル内又は建屋内（セル内を除く。以下この条

において同じ。）において系統又は機器からの放射性物質

の漏えいを防止するための機能を有する施設には、必要に

応じ、再処理規則第一条の三第六号に掲げる重大事故の

発生又は拡大を防止するために必要な次に掲げる重大事

故等対処設備（建屋内において系統又は機器からの放射

性物質の漏えいを防止するための機能を有する施設にあ

っては、第三号に掲げる設備を除く。）が設けられていなけ

ればならない。  

一 系統又は機器からの放射性物質の漏えいを未然に防止

するために必要な設備  

二 系統又は機器から放射性物質の漏えいが発生した場合

において当該系統又は機器の周辺における放射性物質の

漏えいの拡大を防止するために必要な設備  

三 系統又は機器から放射性物質の漏えいが発生した設備

に接続する換気系統の配管の流路を遮断するために必要

な設備及び換気系統の配管内が加圧状態になった場合に

セル内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出する

ために必要な設備  

四 系統又は機器から放射性物質の漏えいが発生した場合

において放射性物質の放出による影響を緩和するために

必要な設備 

 

再処理施設に該当する設備なし 
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とに１セットとする。  

三 第１項第３号に規定する「系統又は機器から放射性物質

の漏えいが発生した設備に接続する換気系統の配管の流

路を遮断するために必要な設備」とは、閉止弁、密閉式ダ

ンパ等をいい、「換気系統の配管内が加圧状態になった場

合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出

するために必要な設備」とは、水封安全器等をいう。  

また、当該設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生す

るおそれがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットと

する。 

四 第１項第４号に規定する「影響を緩和するために必要な

設備」とは、セル換気系統（建屋内において系統又は機器

からの放射性物質の漏えいを防止するための機能を有す

る施設にあっては、建屋換気系統）を代替するための設備

等をいう。  

また、セル換気系統の放射性物質を低減する機能を代替す

るための設備又は建屋換気系統の放射性物質を低減する

機能を代替するための設備の必要な個数は、再処理施設

に設置された排風機の台数と同数とする。  

五 上記一、二及び三については、設備の信頼性が十分に

高いと判断されない場合には、多様性も考慮して動作原理

の異なる設備を追加すること。  

六 同時に又は連鎖して発生する可能性のない事故の間

で、設備を共用することは妨げない。  

七 上記の措置には、対策を実施するために必要となる電

源、補給水、再処理施設の状態を監視するための設備の整

備を含む。 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設

備）  

第四十条 再処理施設には、重大事故が発生した場合にお

いて工場等外への放射性物質及び放射線の放出を抑制す

るために必要な設備を設けなければならない。  

  

【規則の解釈】  

１ 第４０条に規定する「放出を抑制するために必要な設

備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果

を有する措置を講じた設備をいう。  

一 再処理施設の各建物に放水できる設備を配備するこ

と。  

二 放水設備は、再処理施設の各建物周辺における航空機

衝突による航空機燃料火災、化学火災に対応できること。  

三 放水設備は、移動等により、複数の方向から再処理施

設の各建物に向けて放水することが可能なこと。  

四 放水設備は、再処理施設の各建物で同時使用すること

を想定し、必要な台数を配備すること。  

五 建物への放水については、臨界安全に及ぼす影響をあ

らかじめ考慮すること。  

六 海洋、河川、湖沼等への放射性物質の流出を抑制する

設備を整備すること。 

（工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設

備）  

第四十四条 再処理施設には、重大事故が発生した場合に

おいて工場等外への放射性物質及び放射線の放出を抑制

するために必要な設備が設けられていなければならない。

 

 

事業指定基準規則第四十条第 1 項及び解釈第

1 項が該当（「設備を設けなければならない」と

「設備が設けられていなければならない」の表

現上の差異あるが、設計要求としての差異な

し。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（重大事故等への対処に必要となる水の供給設備）  

第四十一条 設計基準事故への対処に必要な水源とは別

に、重大事故等への対処に必要となる十分な量の水を有

する水源を確保することに加えて、再処理施設には、設計

基準事故に対処するための設備及び重大事故等対処設備

に対して重大事故等への対処に必要となる十分な量の水

を供給するために必要な設備を設けなければならない。  

  

【規則の解釈】  

１ 第４１条に規定する「設計基準事故に対処するための設

備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等への対処

に必要となる十分な量の水を供給するために必要な設備」

とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有

する措置を講じた設備をいう。  

一 想定される重大事故等の収束までの間、十分な量の水

を供給できること。  

二 複数の代替水源（貯水槽、ダム、貯水池、海等）が確保さ

れていること。  

三 各水源からの移送ルートが確保されていること。  

四 代替水源からの移送ホース及びポンプを準備するこ

と。 

（重大事故等への対処に必要となる水の供給設備）  

第四十五条 再処理施設には、設計基準事故への対処に必

要な水源とは別に、重大事故等への対処に必要となる十

分な量の水を有する水源を確保することに加えて、設計基

準事故に対処するための設備及び重大事故等対処設備に

対して重大事故等への対処に必要となる十分な量の水を

供給するために必要な設備が設けられていなければなら

ない。 

 

事業指定基準規則第四十一条第 1 項及び解釈

第 1 項が該当（「設備を設けなければならない」

と「設備が設けられていなければならない」の表

現上の差異あるが、設計要求としての差異な

し。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（電源設備）  

第四十二条 再処理施設には、設計基準事故に対処するた

めの設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生

した場合において当該重大事故等に対処するために必要

な電力を確保するために必要な設備を設けなければなら

ない。  

  

【規則の解釈】  

１ 第４２条に規定する「電源が喪失したこと」とは、設計基

準の要求により措置されている第２５条に規定する保安電

源設備の電源を喪失することをいう。  

２ 第４２条に規定する「必要な電力を確保するために必要

な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の

効果を有する措置を講じた設備をいう。  

一 代替電源設備を設けること。  

① 代替電源設備は、設計基準事故に対処するための設備

に対して、独立性を有し、位置的分散を図ること。  

② 代替電源設備は、想定される重大事故等への対処に必

要となる十分な容量を確保しておくこと。  

二 事業所内恒設蓄電式直流電源設備は、想定される重大

事故等の発生から、計測設備に可搬型代替電源を繋ぎ込

み、給電開始できるまでの間、電力の供給を行うことが可

能であること。また、必要な容量を確保しておくこと。  

三 事業所内電気設備（モーターコントロールセンター

(MCC)、パワーセンター(P/C)及び金属閉鎖配電盤(メタ

ルクラッド(MC)）等）は、代替事業所内電気設備を設ける

ことなどにより共通原因で機能を失うことなく、少なくと

も一系統は機能の維持及び人の接近性の確保を図るこ

と。 

（電源設備）  

第四十六条 再処理施設には、設計基準事故に対処するた

めの設備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生

した場合において当該重大事故等に対処するために必要

な電力を確保するために必要な設備が設けられていなけ

ればならない。 

 

事業指定基準規則第四十二条第 1 項及び解釈

第 2 項が該当（「設備を設けなければならない」

と「設備が設けられていなければならない」の表

現上の差異あるが、設計要求としての差異な

し。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（計装設備）  

第四十三条 再処理施設には、重大事故等が発生し、計測

機器（非常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他の

故障により当該重大事故等に対処するために監視するこ

とが必要なパラメータを計測することが困難となった場合

において当該パラメータを推定するために有効な情報を

把握できる設備を設けなければならない。  

 

２ 再処理施設には、再処理施設への故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムが発生した場合においても必

要な情報を把握できる設備を設けなければならない。  

 

 

３ 前項の設備は、共通要因によって制御室と同時にその

機能が損なわれないものでなければならない。  

  

【規則の解釈】  

１ 第１項に規定する「直流電源の喪失」とは、設計基準の要

求により措置されている保安電源設備の直流電源を喪失

することをいう。  

２ 第１項に規定する「パラメータを推定するために有効な

情報を把握できる」とは、テスターと換算表を用いて必要

な計測を行うこと等をいう。  

３ 第２項に規定する「必要な情報を把握できる」とは、発

生する事故の特徴から、作業可能な状態が比較的長時間

確保できる可能性がある場合には、施設の遠隔操作に代

えて、緊急時のモニタや施設制御を現場において行うこと

を含むものとする。  

４ 第３項に規定する「共通要因によって制御室と同時にそ

の機能が損なわれない」とは、第４６条に規定する「緊急時

対策所」に、「必要な情報を把握できる設備」を備えること

により制御室と同時に機能を喪失しないことをいう。 

（計装設備）  

第四十七条 再処理施設には、重大事故等が発生し、計測

機器（非常用のものを含む。）の直流電源の喪失その他故

障により当該重大事故等に対処するために監視すること

が必要なパラメータを計測することが困難となった場合に

おいて当該パラメータを推定するために有効な情報を把

握できる設備が設けられていなければならない。  

 

２ 再処理施設には、再処理施設への故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムが発生した場合においても必

要な情報を把握できる設備が設けられていなければなら

ない。  

 

３ 前項の設備は、共通要因によって制御室と同時にその

機能が損なわれないものでなければならない。 

 

事業指定基準規則第四十三条第 1 項が該当

（「設備を設けなければならない」と「設備が設

けられていなければならない」の表現上の差異

あるが、設計要求としての差異なし。） 

 

 

 

事業指定基準規則第四十三条第 2 項が該当

（「設備を設けなければならない」と「設備が設

けられていなければならない」の表現上の差異

あるが、設計要求としての差異なし。） 

 

事業指定基準規則第四十三条第 3 項が該当 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（制御室）  

第四十四条 第二十条第一項の規定により設置される制御

室には、重大事故が発生した場合においても運転員がとど

まるために必要な設備を設けなければならない。  

 【規則の解釈】  

１ 第４４条に規定する「運転員がとどまるために必要な設

備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果

を有する措置を講じた設備をいう。  

一 制御室用の電源（空調、照明他）は、代替電源設備から

の給電を可能とすること。  

二 重大事故が発生した場合の制御室の居住性について、

以下に掲げる要件を満たすものをいう。  

① 本規程第２８条に規定する重大事故対策のうち、制御

室の運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる事

故を想定すること。  

② 運転員はマスクの着用を考慮しても良い。ただし、その

場合は、実施のための体制を整備すること。  

③ 交代要員体制を考慮しても良い。ただし、その場合は、

実施のための体制を整備すること。  

④ 判断基準は、運転員の実効線量が７日間で１００mSv 

を超えないこと。  

三 制御室の外側が放射性物質により汚染したような状況

下において、制御室への汚染の持込みを防止するため、モ

ニタリング及び作業服の着替え等を行うための区画を設け

ること。 

（制御室）  

第四十八条 第二十三条第一項の規定により設置される制

御室には、重大事故が発生した場合においても運転員がと

どまるために必要な設備が設けられていなければならな

い。 

 

事業指定基準規則第四十四条第 1 項及び解釈

第 1 項が該当（「設備を設けなければならない」

と「設備が設けられていなければならない」の表

現上の差異あるが、設計要求としての差異な

し。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（監視測定設備）  

第四十五条 再処理施設には、重大事故等が発生した場合

に工場等及びその周辺（工場等の周辺海域を含む。）にお

いて再処理施設から放出される放射性物質の濃度及び線

量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録すること

ができる設備を設けなければならない。  

【規則の解釈】  

１ 第１項に規定する「再処理施設から放出される放射性物

質の濃度及び線量を監視し、及び測定し、並びにその結果

を記録することができる設備」とは、以下に掲げる措置又

はこれらと同等以上の効果を有する措置を講じた設備を

いう。  

一 モニタリング設備は、重大事故等が発生した場合に放

出されると想定される放射性物質の濃度及び線量を測定

できるものであること。  

二 常設モニタリング設備（モニタリングポスト等）が機能喪

失しても代替し得る十分な台数のモニタリングカー又は可

搬型の代替モニタリング設備を配備すること。  

三 常設モニタリング設備は、代替電源設備からの給電を

可能とすること。 

 

２ 再処理施設には、重大事故等が発生した場合に工場等

において、風向、風速その他の気象条件を測定し、及びそ

の結果を記録することができる設備を設けなければなら

ない。  

 

（監視測定設備）  

第四十九条 再処理施設には、重大事故等が発生した場合

に工場等及びその周辺（工場等の周辺海域を含む。）にお

いて、当該再処理施設から放出される放射性物質の濃度

及び線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録す

ることができる設備が設けられていなければならない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 再処理施設には、重大事故等が発生した場合に工場等

において、風向、風速その他の気象条件を測定し、及びそ

の結果を記録することができる設備が設けられていなけ

ればならない。 

 

事業指定基準規則第四十五条第 1 項及び解釈

第 1 項が該当（「設備を設けなければならない」

と「設備が設けられていなければならない」の表

現上の差異あるが、設計要求としての差異な

し。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第四十五条第 2 項が該当

（「設備を設けなければならない」と「設備が設

けられていなければならない」の表現上の差異

あるが、設計要求としての差異なし。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（緊急時対策所）  

第四十六条 第二十六条の規定により設置される緊急時対

策所は、重大事故等が発生した場合においても当該重大事

故等に対処するための適切な措置が講じられるよう、次に

掲げるものでなければならない。  

一 重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員が

とどまることができるよう、適切な措置を講じたものであ

ること。  

 

 

二 重大事故等に対処するために必要な指示ができるよ

う、重大事故等に対処するために必要な情報を把握できる

設備を設けたものであること。  

 

 

三 再処理施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と

通信連絡を行うために必要な設備を設けたものであるこ

と。  

 

 

２ 緊急時対策所は、重大事故等に対処するために必要な

数の要員を収容することができるものでなければならな

い。  

  

 

 

 

【規則の解釈】  

１ 第１項及び第２項の要件を満たす緊急時対策所とは、以

下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措

置を講じた設備を整えたものをいう。  

一 基準地震動による地震力に対し、免震機能等により、緊

急時対策所の機能を喪失しないようにするとともに、基準

津波の影響を受けないこと。  

二 緊急時対策所と制御室は共通要因により同時に機能喪

（緊急時対策所）  

第五十条 第三十条第一項の規定により設置される緊急時

対策所は、重大事故等が発生した場合においても当該重大

事故等に対処するための適切な措置が講じられるよう、次

に掲げるところによるものでなければならない。  

一 重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員が

とどまることができるよう、適切な措置を講ずること。  

 

 

 

二 重大事故等に対処するために必要な指示ができるよ

う、重大事故等に対処するために必要な情報を把握できる

設備を設けること。  

 

 

三 再処理施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と

通信連絡を行うために必要な設備を設けること。  

 

 

 

２ 緊急時対策所は、重大事故等に対処するために必要な

数の要員を収容することができる措置が講じられたもの

でなければならない。 

 

 

 

 

 

事業指定基準規則第四十六条第 1 項第 1 号及

び解釈第 1 項が該当（「講じたものであること」

と「講ずること」の表現上の差異あるが、設計要

求としての差異なし。） 

 

事業指定基準規則第四十六条第 1 項第 2 号が

該当（「設けたものであること」と「設けること」

の表現上の差異あるが、設計要求としての差異

なし。） 

 

事業指定基準規則第四十六条第 1 項第 3 号が

該当（「設けたものであること」と「設けること」

の表現上の差異あるが、設計要求としての差異

なし。） 

 

事業指定基準規則第四十六条第 2 項及び解釈

第 1 項が該当（「収容することができるもので

なければならない」と「収容することができる措

置が講じられたものでなければならない」の表

現上の差異あるが、設計要求としての差異な

し。） 
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失しないこと。  

三 緊急時対策所は、代替電源設備からの給電を可能とす

ること。また、当該代替電源設備を含めて緊急時対策所の

電源設備は、多重性又は多様性を有すること。  

四 居住性が確保されるように、適切な遮蔽設計及び換気

設計を行うこと。  

五 緊急時対策所の居住性については、以下に掲げる要件

を満たすものをいう。  

① 想定する放射性物質の放出量等は、想定される重大事

故に対して十分な保守性を見込んで設定すること。  

② プルーム通過時等に特別な防護措置を講じる場合を除

き、対策要員は緊急時対策所内でのマスクの着用なしとし

て評価すること。  

③ 交代要員体制、安定ヨウ素剤の服用、仮設設備等を考

慮しても良い。ただし、その場合は、実施のための体制を整

備すること。  

④ 判断基準は、対策要員の実効線量が７日間で１００mSv

を超えないこと。 

六 緊急時対策所の外側が放射性物質により汚染したよう

な状況下において、緊急時対策所への汚染の持込みを防

止するため、モニタリング、作業服の着替え等を行うため

の区画を設けること。  

２ 第２項に規定する「重大事故等に対処するために必要な

数の要員」とは、第１項第１号に規定する「重大事故等に対

処するために必要な指示を行う要員」に加え、少なくとも

重大事故等による工場等外への放射性物質及び放射線 

の放出を抑制するための必要な数の要員を含むものをい

う。 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（通信連絡を行うために必要な設備）  

第四十七条 再処理施設には、重大事故等が発生した場合

において当該再処理施設の内外の通信連絡をする必要の

ある場所と通信連絡を行うために必要な設備を設けなけ

ればならない。  

  

【規則の解釈】  

１ 第４７条に規定する「再処理施設の内外の通信連絡をす

る必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設備」と

は、以下に掲げる措置又はこれと同等以上の効果を有する

措置を講じた設備をいう。  

一 通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備電源設

備を含む。）からの給電を可能とすること。 

（通信連絡を行うために必要な設備）  

第五十一条 再処理施設には、重大事故等が発生した場合

において当該再処理施設の内外の通信連絡をする必要の

ある場所と通信連絡を行うために必要な設備が設けられ

ていなければならない。 

 

事業指定基準規則第四十七条第 1 項が該当

（「設備を設けなければならない」と「設備が設

けられていなければならない」の表現上の差異

あるが、設計要求としての差異なし。） 
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事業指定基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

 

－ 

（材料及び構造）  

第三十七条 重大事故等対処設備に属する容器及び管並

びにこれらを支持する構造物のうち、再処理施設の安全性

を確保する上で重要なもの（以下この項において「容器等」

という。）の材料及び構造は、次に掲げるところによらなけ

ればならない。この場合において、第一号(容器等の材料

に係る部分に限る。) 及び第二号の規定については、法第

四十六条第二項に規定する使用前事業者検査の確認を行

うまでの間適用する。  

一 容器等がその設計上要求される強度及び耐食性を確

保できるものであること。  

二 容器等の主要な溶接部は、次に掲げるところによるも

のであること。  

イ 不連続で特異な形状でないものであること。  

ロ 溶接による割れが生ずるおそれがなく、かつ、健全な溶

接部の確保に有害な溶込み不良その他の欠陥がないこと

を非破壊試験により確認したものであること。  

ハ 適切な強度を有するものであること。  

ニ 機械試験その他の評価方法により適切な溶接施工法及

び溶接設備並びに適切な技能を有する溶接士であること

をあらかじめ確認したものにより溶接したものであるこ

と。  

２ 重大事故等対処設備に属する容器及び管のうち、再処

理施設の安全性を確保する上で重要なものは、適切な耐

圧試験又は漏えい試験を行ったとき、これに耐え、かつ、著

しい漏えいがないように設置されたものでなければならな

い。 

 

対応する事業指定基準規則なし 
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参考 ２ 

事業許可基準規則 技術基準規則 備 考 
第二章 安全機能を有する施設 

第二条 核燃料物質の臨界防止 

第三条 遮蔽等 

第四条 閉じ込めの機能 

－ 

－ 

第五条 火災等による損傷の防止 

第六条 安全機能を有する施設の地盤 

第七条 地震による損傷の防止 

第八条 津波による損傷の防止 

第九条 外部からの衝撃による損傷の防止 

第十条 加工施設への人の不法な侵入等の防止 

第十一条 溢水による損傷の防止 

第十二条 誤操作の防止 

第十三条 安全避難通路等 

第十四条 安全機能を有する施設 

第十五条 設計基準事故の拡大の防止 

第十六条 核燃料物質の貯蔵施設 

第十七条 廃棄施設 

第十八条 放射線管理施設 

第十九条 監視設備 

第二十条 非常用電源設備 

第二十一条 通信連絡設備 

－ 

－ 

－ 

第二章 安全機能を有する施設 

第四条 核燃料物質の臨界防止 

第二十二条 遮蔽 

第十条 閉じ込めの機能 

第二十一条 核燃料物質等による汚染の防止 

第二十三条 換気設備 

第十一条 火災等による損傷の防止 

第五条 安全機能を有する施設の地盤 

第六条 地震による損傷の防止 

第七条 津波による損傷の防止 

第八条 外部からの衝撃による損傷の防止 

第九条 加工施設への人の不法な侵入等の防止 

第十二条 加工施設内における溢水による損傷の防止 

－ 

第十三条 安全避難通路等 

第十四条 安全機能を有する施設 

－ 

第十七条 核燃料物質の貯蔵施設 

第二十条 廃棄施設 

第十九条 放射線管理施設 

 

第二十四条 非常用電源設備 

第二十五条 通信連絡設備 

第十五条 材料及び構造 

第十六条 搬送設備 

第十八条 警報設備等 

【記載方針】 

・用語の差異については破線 

・記載内容の相違については下線 

 
 
 
 
 
 
 

事業指定基準規則と技術基準規則の比較 
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事業許可基準規則 技術基準規則  

第三章 重大事故等対処施設 

第二十二条 重大事故等の拡大の防止等 

第二十三条 火災等による損傷の防止 

第二十四条 重大事故等対処施設の地盤 

第二十五条 地震による損傷の防止 

第二十六条 津波による損傷の防止 

第二十七条 重大事故等対処設備 

第二十八条 臨界事故の拡大を防止するための設備 

第二十九条 閉じ込める機能の喪失に対処するための設備 

第三十条 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備 

第三十一条 重大事故等への対処に必要となる水の供給設備 

第三十二条 電源設備 

第三十三条 監視測定設備 

第三十四条 緊急時対策所 

第三十五条 通信連絡を行うために必要な設備 

－ 

第三章 重大事故等対処施設 

（第三十条 重大事故等対処設備） 

第二十九条 火災等による損傷の防止 

第二十六条 重大事故等対処施設の地盤 

第二十七条 地震による損傷の防止 

第二十八条 津波による損傷の防止 

第三十条 重大事故等対処設備 

第三十二条 臨界事故の拡大を防止するための設備 

第三十三条 閉じ込める機能の喪失に対処するための設備 

第三十四条 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備 

第三十五条 重大事故等への対処に必要となる水の供給設備 

第三十六条 電源設備 

第三十七条 監視測定設備 

第三十八条 緊急時対策所 

第三十九条 通信連絡を行うために必要な設備 

第三十一条 材料及び構造 

 

 
・事業許可基準規則は、「加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年 11 月 27 日公布）」及びその解釈（改正 平成２８年１１月３０日 原規技発第

1611304 号）を記載 

・技術基準規則は、「加工施設の技術基準に関する規則（令和 2 年 3 月 17 日公布）」を記載 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（核燃料物質の臨界防止） 

第二条 安全機能を有する施設は、核燃料物質が臨界に達

するおそれがないようにするため、核的に安全な形状寸法

にすることその他の適切な措置を講じたものでなければ

ならない。 

 

（解釈）第２条（核燃料物質の臨界防止） 

１ 第１項に規定する「核燃料物質が臨界に達する」とは、通

常時に予想される機械若しくは器具の単一の故障若しくは

その誤作動又は運転員の単一の誤操作を想定した場合

に、核燃料物質が臨界に達することをいう。 

２ 第１項に規定する「核的に安全な形状寸法にすることそ

の他の適切な措置」とは、核燃料物質の取扱い上の一つの

単位（以下「単一ユニット」という。）について、以下の各号

に掲げる措置又はこれらと同等以上の措置をいう。 

一 核燃料物質を収納する、単一ユニットとしての設備・機

器のうち、その形状寸法を制限し得るものについては、そ

の形状寸法について適切な核的制限値（臨界管理を行う体

系の未臨界確保のために設定する値をいう。この値は、具

体的な機器の設計及び運転条件の妥当性の判断を容易か

つ確実に行うために設定する計量可能な値であり、この値

を超えた機器の製作及び通常時における運転条件の設定

は許容されない。）が設けられていること。この場合、溶液

状の核燃料物質を取り扱う設備・機器については、全ての

濃度において臨界安全を維持できる形状とすることを基

本とすること。ただし、少量の溶液の化学分析に用いられ

る市販の分析機器、ビーカー等のように最小臨界質量以下

の核燃料物質を取り扱うものは含まれない。 

二 上記一の形状寸法管理が困難な設備・機器及び単一ユ

ニットとしてのグローブボックスについては、取り扱う核燃

料物質自体の質量、プルトニウム富化度、溶液中の濃度等

について適切な核的制限値が設けられていること。この場

合、誤操作等を考慮しても工程内の核燃料物質が上記の

制限値を超えないよう臨界安全が確保され、十分な対策

が講じられていること。上記の「十分な対策」とは、質量制

（核燃料物質の臨界防止） 

第四条 安全機能を有する施設は、核燃料物質の取扱い上

の一つの単位（次項において「単一ユニット」という。）にお

いて、通常時に予想される機械若しくは器具の単一の故障

若しくはその誤作動又は運転員の単一の誤操作が起きた

場合に、核燃料物質が臨界に達するおそれがないよう、核

燃料物質を収納する機器の形状寸法の管理、核燃料物質

の濃度、質量若しくは同位体の組成の管理若しくは中性子

吸収材の形状寸法、濃度若しくは材質の管理又はこれらの

組合せにより臨界を防止するための措置その他の適切な

措置が講じられたものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則第二条第１項及び解釈第２項

が該当。 
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限管理を徹底するため、信頼性の高いインターロックによ

り質量制限値以下であることが確認されなければ次の工

程に進めないようにする措置又はこれらと同等以上の効

果を有する措置を行うことをいう。 

三 核燃料物質の収納を考慮していない設備・機器のうち、

核燃料物質が入るおそれのある設備・機器についても上記

一及び二に規定する条件が満たされていること。 

四 核的制限値を設定するに当たっては、取り扱われるウ

ランの化学的組成、ウラン酸化物とプルトニウム酸化物を

混ぜ合わせた混合酸化物（以下「ＭＯＸ」という。）中のプル

トニウム富化度及び同位体組成、密度、幾何学的形状及び

減速条件、並びに中性子吸収材等を考慮し、最も厳しい結

果を与えるよう、中性子の減速、吸収及び反射の各条件を

仮定し、かつ、測定又は計算による誤差、誤操作等を考慮

して十分な裕度を見込むこと。 

五 核的制限値を定めるに当たって、参考とする手引書、文

献等は、公表された信頼度の十分高いものであり、また、

使用する臨界計算コード等は、実験値等との対比がなさ

れ、信頼度の十分高いことが立証されたものであること。 

六 核的制限値の維持・管理については、起こるとは考えら

れない独立した二つ以上の異常が同時に起こらない限り

臨界に達しないものであること。 

３ 第１項に規定する「核的に安全な形状寸法にすることそ

の他の適切な措置」とは、二つ以上の単一ユニットが存在

する場合について、以下の各号に掲げる措置又はこれらと

同等以上の措置をいう。 

一 単一ユニット相互間は核的に安全な配置であることを

確認すること。 

二 核的に安全な配置を定めるに当たっては、最も厳しい

結果を与えるよう、中性子の減速、吸収及び反射の各条件

を仮定し、かつ、測定又は計算による誤差、誤操作等を考

慮して十分な裕度を見込むこと。 

三 核的に安全な配置を定めるに当たって、参考とする手

引書、文献等は、公表された信頼度の十分高いものであ

り、また、使用する臨界計算コード等は、実験値等との対比

がなされ、信頼度の十分高いことが立証されたものである

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 安全機能を有する施設は、単一ユニットが二つ以上存

在する場合において、通常時に予想される機械若しくは器

具の単一の故障若しくはその誤作動又は運転員の単一の

誤操作が起きた場合に、核燃料物質が臨界に達するおそ

れがないよう、単一ユニット相互間の適切な配置の維持若

しくは単一ユニットの相互間における中性子の遮蔽材の使

用又はこれらの組合せにより臨界を防止するための措置

が講じられたものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則第二条第１項及び解釈第３項

が該当。 
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こと。 

四 核的に安全な配置の維持については、起こるとは考え

られない独立した二つ以上の異常が同時に起こらない限

り臨界に達しないものであること。 

五 上記四の「核的に安全な配置の維持」とは、核燃料物質

を収納する設備・機器の設置に当たって、十分な構造強度

を持つ構造材を用いて固定することをいう。なお、固定す

ることが困難な設備・機器の場合は、設備・機器の周囲にユ

ニット相互間の間隔を維持するための剛構造物を取り付け

るか又は設計上、移動範囲を制限すること。 

六 核燃料物質を不連続的に取り扱う(バッチ処理)施設に

おいては、核燃料物質を次の工程に移動させようとして

も、核的制限値等を満足する状態にならなければ、移動す

ることができないものであること。 

七 核燃料物質を搬送するための動力の供給が停止した場

合に、核燃料物質を安全に保持しているものであること。 

 

 

２ 臨界質量以上のウラン（ウラン二三五の量のウランの総

量に対する比率が百分の五を超えるものに限る。）又はプ

ルトニウムを取り扱う加工施設には、臨界警報設備その他

の臨界事故を防止するために必要な設備を設けなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 臨界質量以上のウラン（ウラン二三五の量のウランの総

量に対する比率が百分の五を超えるものに限る。）又はプ

ルトニウムを取り扱う加工施設には、臨界警報設備その他

の臨界事故を防止するために必要な設備が設けられてい

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則第二条第２項が該当。（「設備

を設けなければならない」と「設備が設けられて

いなければならない」の差異あり。技術基準規

則で設備設計要件として展開。） 

  

124



 
事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（遮蔽等） 

第三条 安全機能を有する施設は、通常時において加工施

設からの直接線及びスカイシャイン線による工場等周辺の

線量が十分に低減できるよう、遮蔽その他適切な措置を講

じたものでなければならない。 

 

 

 

２ 安全機能を有する施設は、工場等内における放射線障

害を防止する必要がある場合には、次に掲げるものでなけ

ればならない。 

一 管理区域その他工場等内の人が立ち入る場所における

線量を低減できるよう、遮蔽その他適切な措置を講じたも

のとすること。 

 

（解釈）第３条（遮蔽等） 

２ 第２項第１号に規定する「管理区域その他工場等内の人

が立ち入る場所」には、遮蔽設計の基準となる線量率を適

切に設定するとともに、管理区域を線量率に応じて適切に

区分すること。また、放射線を遮蔽するための壁等に、開口

部又は配管等の貫通部があるものに対しては、壁等の外側

の線量率が遮蔽設計の基準となる線量率を満足するよう、

必要に応じ、放射線漏えい防止措置が講じられているこ

と。 

 

二 放射線業務従事者が設計基準事故時において、迅速な

対応をするために必要な操作ができるものとすること。 

（遮蔽） 

第二十二条 安全機能を有する施設は、通常時において加

工施設からの直接線及びスカイシャイン線による工場等周

辺の線量が原子力規制委員会の定める線量限度を十分下

回るように設置されたものでなければならない。 

 

 

 

２ 工場等内における外部放射線による放射線障害を防止

する必要がある場所には、放射線障害を防止するために必

要な遮蔽能力を有する遮蔽設備が設けられたものでなけ

ればならない。この場合において、当該遮蔽設備に開口部

又は配管その他の貫通部がある場合であって放射線障害

を防止するために必要がある場合には、放射線の漏えいを

防止するための措置が講じられたものでなければならな

い。 

 

事業許可基準規則第三条第 1 項が該当。（「線量

が十分に低減できるよう、遮蔽その他適切な措

置を講じたものでなければならない」と「線量限

度を十分下回るように設置されたものでなけれ

ばならない」の差異あり。技術基準規則では設

備設計要件として展開。） 

 

事業許可基準規則第三条第２項が該当。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則第三条第２項第 2 号は、技術

基準規則で対応なし。事業変更許可申請書にお

いて自動で対処可能なため人による操作が必

要ないとして適合性説明を実施。 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（閉じ込めの機能） 

第四条 安全機能を有する施設は、放射性物質を限定され

た区域に適切に閉じ込めることができるものでなければ

ならない。 

（解釈）第４条（閉じ込めの機能） 

１ 第４条に規定する「限定された区域に適切に閉じ込め

る」とは、放射性物質を系統、機器等に閉じ込めること、又

は漏えいした場合においても、系統若しくは機器を収納す

るグローブボックス、構築物等の内に保持することをいう。 

２ 第４条に規定する「閉じ込めることができる」とは、以下

の各号に掲げるものをいう。 

一 放射性物質を収納する系統及び機器は、放射性物質の

漏えいを防止できる設計であること。また、内包する物質

の種類に応じて適切な腐食対策が講じられていること。 

二 放射性物質が漏えいした場合に、その漏えいを検知す

ることができること。検知された漏えいの拡大を防止する

ことができること。 

三 放射性物質を気体又は液体で扱う系統及び機器は、放

射性物質の逆流により、放射性物質が拡散しない設計であ

ること。換気設備においても同様である。 

四 排気設備には、フィルタ等の放射性物質を除去するた

めの設備が適切に設けられていること。 

五 設計基準事故時においても可能な限り負圧維持、漏え

い防止及び逆流防止の機能が確保されるよう設計されて

おり、設計基準事故時において、公衆に対して著しい放射

線被ばくのリスクを与えないよう、事故に起因して環境に

放出される放射性物質の量を低減させる機能を有する設

計であること。 

六 上記一から五までの規定に加え、プルトニウムを取り扱

う加工施設においては、以下の各号に掲げる設計上の対

策が講じられていること。 

① プルトニウムを含む物質を非密封で取り扱う設備・機器

は、作業環境中にプルトニウム等が飛散又は漏えいするこ

とのないようにグローブボックスに収納されていること又

はグローブボックスと同等の閉じ込めの機能（内部を常時

負圧状態に維持し得る閉じ込めの機能）を有する構造であ

（閉じ込めの機能） 

第十条 安全機能を有する施設は、次に掲げるところによ

り、核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された物（以

下「核燃料物質等」という。）を限定された区域に閉じ込め

る機能を保持するように設置されたものでなければなら

ない。 

一 流体状の核燃料物質等を内包する容器又は管に核燃

料物質等を含まない流体を導く管を接続する場合には、流

体状の核燃料物質等が核燃料物質等を含まない流体を導

く管に逆流するおそれがない構造であること。 

二 六ふっ化ウランを取り扱う設備であって、六ふっ化ウラ

ンが著しく漏えいするおそれがあるものは、漏えいの拡大

を適切に防止し得る構造であること。 

三 プルトニウム及びその化合物並びにこれらの物質の一

又は二以上を含む物質（以下この条において「プルトニウム

等」という。）を取り扱うグローブボックスは、その内部を常

時負圧状態に維持し得るものであり、かつ、給気口及び排

気口を除き、密閉することができる構造であること。 

四 液体状のプルトニウム等を取り扱うグローブボックス

は、当該物質がグローブボックス外に漏えいするおそれが

ない構造であること。 

五 密封されていない核燃料物質等を取り扱うフードは、

その開口部の風速を適切に維持し得るものであること。 

六 プルトニウム等を取り扱う室（保管廃棄する室を除く。）

及び核燃料物質等による汚染の発生のおそれがある室

は、その内部を負圧状態に維持し得るものであること。 

七 液体状の核燃料物質等を取り扱う設備が設置される

施設（液体状の核燃料物質等の漏えいが拡大するおそれが

ある部分に限る。）は、次に掲げるところによるものである

こと。 

イ 施設内部の床面及び壁面は、液体状の核燃料物質等が

漏えいし難いものであること。 

ロ 液体状の核燃料物質等を取り扱う設備の周辺部又は

施設外に通ずる出入口若しくはその周辺部には、液体状の

核燃料物質等が施設外へ漏えいすることを防止するため

の堰が設置されていること。ただし、施設内部の床面が隣

 

事業許可基準規則第四条第 1 項が該当。 

 

 

 

 

事業許可基準規則解釈第 4 条第 2 項第 3 号が

該当。 

 

 

ＭＯＸ燃料加工施設に該当する設備なし 

 

 

事業許可基準規則解釈第 4 条第 2 項第１号、第

6 号➀、➂が該当。 

 

 

 

事業許可基準規則解釈第 4 条第 2 項第１号、第

6 号➀が該当。 

 

事業許可基準規則解釈第 4 条第 2 項第１号、第

6 号④が該当。 

事業許可基準規則解釈第 4 条第 2 項第 5 号、

第 6 号➁、③が該当。 

 

事業許可基準規則解釈第 4 条第 2 項第１号が

該当。 
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ること。 

② プルトニウムを含む物質を取り扱う設備・機器を収納す

るグローブボックス及びグローブボックスと同等の閉じ込

めの機能を必要とする設備・機器、ウランを非密封で大量

に取り扱う設備・機器並びにこれらを収納する建物・構築

物は、逆流を防止する換気設備（逆止弁、ダクト、フィルタ、

排風機等を含む。）が設けられていること。 

③ 換気設備により、プルトニウムを含む物質を取り扱う設

備・機器を収納するグローブボックス及びグローブボック

スと同等の閉じ込めの機能を必要とする設備・機器、ウラ

ンを非密封で大量に取り扱う設備・機器並びにこれらを直

接収納する構築物は、原則として、常時負圧に保たれてい

ること。 

④ 上記③の「ウランを非密封で大量に取り扱う設備・機器

並びにこれらを直接収納する構築物」に対しては、局所排

気設備の設置等、適切な閉じ込めの対策がなされていれ

ば、必ずしも常時負圧状態の維持を求めるものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 核燃料物質の飛散のおそれのある部屋の床・壁の表面

は、除染が容易で、腐食しにくい材料で仕上げられている

こと。 

接する施設の床面又は地表面より低い場合であって、液体

状の核燃料物質等が施設外へ漏えいするおそれがないと

きは、この限りでない。 

ハ 工場等の外に排水を排出する排水路（湧水に係るもの

であって核燃料物質等により汚染するおそれがある管理

区域内に開口部がないものを除く。）の上に施設の床面が

ないようにすること。ただし、当該排水路に核燃料物質等

により汚染された排水を安全に廃棄する設備及び第十九

条第二号に掲げる事項を計測する設備が設置されている

場合は、この限りでない。 

（換気設備） 

第二十三条 加工施設内の核燃料物質等により汚染され

た空気による放射線障害を防止する必要がある場所には、

次に掲げるところにより換気設備が設けられていなければ

ならない。 

一 放射線障害を防止するために必要な換気能力を有す

るものであること。 

二 核燃料物質等により汚染された空気が逆流するおそれ

がない構造であること。 

三 ろ過装置を設ける場合にあっては、ろ過装置の機能が

適切に維持し得るものであり、かつ、ろ過装置の核燃料物

質等による汚染の除去又はろ過装置の取替えが容易な構

造であること。 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則解釈第 4 条第 2 項第５号、

第 6 号➀、➁が該当 

事業許可基準規則解釈第 4 条第 2 項第 3 号、

第５号、第 6 号②が該当。 

事業許可基準規則解釈第 4 条第 2 項第 4 号、

第５号、第 6 号➁が該当。 

（核燃料物質等による汚染の防止） 

第二十一条 加工施設のうち人が頻繁に出入りする建物

内部の壁、床その他の部分であって、核燃料物質等により

汚染されるおそれがあり、かつ、人が触れるおそれがある

ものの表面は、核燃料物質等による汚染を除去しやすいも

のでなければならない。 

 
事業許可基準規則解釈第 4 条第 2 項第 6 号⑤

が該当。 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（火災等による損傷の防止） 

第五条 安全機能を有する施設は、火災又は爆発により加工

施設の安全性が損なわれないよう、火災及び爆発の発生を

防止することができ、かつ、消火を行う設備（以下「消火設

備」といい、安全機能を有する施設に属するものに限る。）及

び早期に火災発生を感知する設備（以下「火災感知設備」と

いう。）並びに火災及び爆発の影響を軽減する機能を有する

ものでなければならない。 

（解釈）第5条（火災等による損傷の防止） 

２ 第１項に規定する「火災及び爆発の発生を防止することが

でき、かつ、消火を行う設備（以下「消火設備」といい、安全

機能を有する施設に属するものに限る。）及び早期に火災発

生を感知する設備（以下「火災感知設備」という。）並びに火

災及び爆発の影響を軽減する機能を有するもの」とは、以下

に掲げる各号を含むものをいう。また、本項の対応に当たっ

ては、米国の「放射性物質取扱施設の火災防護に関する基

準」を参考とすること。 

一 建物は、建築基準法等関係法令で定める耐火構造又は

不燃性材料で造られたものであり、必要に応じて防火壁の

設置その他の適切な防火措置を講じたものであること。 

二 核燃料物質を取り扱うグローブボックス等の設備・機器

は、不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とすること。 

 

三 有機溶媒等可燃性の物質又は水素ガス等爆発性の物質

を使用する設備・機器は、火災及び爆発の発生を防止するた

め、発火及び異常な温度上昇の防止対策、可燃性・爆発性の

物質の漏えい防止対策、空気の混入防止対策等の適切な対

策が講じられる設計であるとともに、適切に設定された熱

的及び化学的制限値を超えることのない設計であること。 

 

 

 

 

 

 

 

（火災等による損傷の防止） 

第十一条 安全機能を有する施設は、火災又は爆発の影響

を受けることにより加工施設の安全性に著しい支障が生

ずるおそれがある場合において、消火設備（事業許可基準

規則第五条第一項に規定する消火設備をいう。以下同

じ。）及び警報設備（警報設備にあっては自動火災報知設

備、漏電火災警報器その他の火災の発生を自動的に検知

し、警報を発するものに限る。以下同じ。）が設置されたも

のでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 安全機能を有する施設であって、火災又は爆発により

損傷を受けるおそれがあるものは、可能な限り不燃性又は

難燃性の材料を使用するとともに、必要に応じて防火壁の

設置その他の適切な防護措置が講じられたものでなけれ

ばならない。 

 

４ 水素を取り扱う設備（爆発の危険性がないものを除

く。）は、適切に接地されているものでなければならない。 

５ 水素その他の可燃性ガスを取り扱う設備（爆発の危険

性がないものを除く。）を設置するグローブボックス及び室

は、当該設備から可燃性ガスが漏えいした場合においても

これが滞留しない構造とすることその他の爆発を防止する

ための適切な措置が講じられたものでなければならない。

６ 焼結設備その他の加熱を行う設備（次項において「焼結

設備等」という。）は、当該設備の熱的制限値を超えて加熱

されるおそれがないものでなければならない。 

７ 水素その他の可燃性ガスを使用する焼結設備等（爆発

の危険性がないものを除く。）は、前三項に定めるところに

よるほか、次に掲げるところによらなければならない。 

 

事業許可基準規則第五条第１項、事業許可基準

規則解釈第５条第 2 項第４号、5 号、６号が該

当。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則解釈第５条第 2 項第一、二号

が該当。 

 

 

 

 

事業許可基準規則解釈第５条第 2 項第三号が

該当。 

事業許可基準規則解釈第５条第 2 項第三号が

該当。 

 

 

 

事業許可基準規則解釈第５条第 2 項第三号が

該当。 

 

事業許可基準規則解釈第５条第 2 項第三号が

該当。 
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四 火災の拡大を防止するために、適切な検知、警報設備及

び消火設備が設けられているとともに、火災及び爆発によ

る影響の緩和のために適切な対策が講じられるように設計

されていること。 

五 火災又は爆発の発生を想定しても、臨界防止、閉じ込め

等の機能を適切に維持できること。 

六 上記五の「機能を適切に維持できること」とは、火災又は

爆発により設備・機器の一部の機能が損なわれることがあっ

ても、加工施設全体としては、公衆に対し過度の放射線被ば

くを及ぼさない、十分な臨界防止、閉じ込め等の機能が確保

されることをいう。 

 

２ 消火設備（安全機能を有する施設に属するものに限る。）

は、破損、誤作動又は誤操作が起きた場合においても安全

上重要な施設の安全機能を損なわないものでなければなら

ない。 

 

（解釈）第5条（火災等による損傷の防止） 

３ 第２項の規定について、消火設備の破損、誤作動又は誤

操作が起きた場合のほか、火災感知設備の破損、誤作動又

は誤操作が起きたことにより消火設備が作動した場合にお

いても、安全上重要な施設の機能を損なわないもの（消火設

備の誤動作によって核燃料物質が浸水したとしても、当該施

設の臨界防止機能を損なわないこと等。）であること。 

一 焼結設備等の内部において空気の混入により可燃性

ガスが爆発することを防止するための適切な措置を講ず

ること。 

二 焼結設備等から排出される可燃性ガスを滞留すること

なく安全に排出するための適切な措置を講ずること。 

三 焼結設備等の内部で可燃性ガスを燃焼させるものは、

燃焼が停止した場合に可燃性ガスの供給を自動的に停止

する構造とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の消火設備及び警報設備は、その故障、損壊又は

異常な作動により安全上重要な施設の安全機能に著しい

支障を及ぼすおそれがないものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則第五条第 2 項が該当。 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（安全機能を有する施設の地盤） 

第六条 安全機能を有する施設は、次条第二項の規定によ

り算定する地震力（安全機能を有する施設のうち、地震の

発生によって生ずるおそれがあるその安全機能の喪失に

起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大きい

もの（以下「耐震重要施設」という。）にあっては、同条第三

項に規定する基準地震動による地震力を含む。）が作用し

た場合においても当該安全機能を有する施設を十分に支

持することができる地盤に設けなければならない。 

 

２ 耐震重要施設は、変形した場合においてもその安全機

能が損なわれるおそれがない地盤に設けなければならな

い。 

３ 耐震重要施設は、変位が生ずるおそれがない地盤に設

けなければならない。 

（安全機能を有する施設の地盤） 

第五条 安全機能を有する施設は、事業許可基準規則第六

条第一項の地震力が作用した場合においても当該安全機

能を有する施設を十分に支持することができる地盤に設

置されたものでなければならない。 

 
事業許可基準規則第六条第 1 項が該当（「設け

なければならない」と「設置されたものでなけれ

ばならない」の表現上の差異はあるが、設計要

求としての差異なし。） 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則では、「耐震重要施設を設け

る地盤」に関する記載あり。 

 
事業許可基準規則では、「耐震重要施設を設け

る地盤」に関する記載あり。 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（地震による損傷の防止） 

第七条 安全機能を有する施設は、地震力に十分に耐える

ことができるものでなければならない。 

 

 

 

２ 前項の地震力は、地震の発生によって生ずるおそれが

ある安全機能を有する施設の安全機能の喪失に起因する

放射線による公衆への影響の程度に応じて算定しなけれ

ばならない。 

 

 

 

３ 耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大

きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によっ

て作用する地震力（以下「基準地震動による地震力」とい

う。）に対して安全機能が損なわれるおそれがないもので

なければならない。 

 

４ 耐震重要施設は、前項の地震の発生によって生ずるお

それがある斜面の崩壊に対して安全機能が損なわれるお

それがないものでなければならない。 

（地震による損傷の防止） 

 

 

 

 

 

第六条 安全機能を有する施設は、これに作用する地震力

（事業許可基準規則第七条第二項の規定により算定する地

震力をいう。）による損壊により公衆に放射線障害を及ぼ

すことがないものでなければならない。 

 

 

 

２ 耐震重要施設（事業許可基準規則第六条第一項に規定

する耐震重要施設をいう。以下同じ。）は、基準地震動によ

る地震力（事業許可基準規則第七条第三項に規定する基

準地震動による地震力をいう。以下同じ。）に対してその安

全性が損なわれるおそれがないものでなければならない。

 

３ 耐震重要施設は、事業許可基準規則第七条第三項の地

震により生ずる斜面の崩壊によりその安全性が損なわれ

るおそれがないものでなければならない。 

 

 

事業許可基準規則第七条第 1 項では、安全機能

を有する施設に対する地震力に対する設計上

の考慮「地震力に十分に耐える」に関する記載

あり。 

 

事業許可基準規則第七条第２項が該当。（「放射

線による公衆への影響の程度に応じて算定しな

ければならない」と「公衆に放射線障害を及ぼ

すことがないものでなければならない」の差異

あり。技術基準規則では設備設計要件として展

開。） 

 

事業許可基準規則第七条第３項が該当。（「安全

機能が損なわれるおそれがない」と「安全性が

損なわれるおそれがない」の表現上の差異はあ

るが、設計要求としての差異なし。） 

 

 

事業許可基準規則第七条第４項が該当。（「安全

機能が損なわれるおそれがない」と「安全性が

損なわれるおそれがない」の表現上の差異はあ

るが、設計要求としての差異なし。） 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（津波による損傷の防止） 

第八条 安全機能を有する施設は、その供用中に当該安全

機能を有する施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津

波（以下「基準津波」という。）に対して安全機能が損なわれ

るおそれがないものでなければならない。 

（津波による損傷の防止） 

第七条 安全機能を有する施設は、基準津波（事業許可基

準規則第八条に規定する基準津波をいう。第二十八条に

おいて同じ。）によりその安全性が損なわれるおそれがな

いものでなければならない。 

 

事業許可基準規則第八条第１項が該当（「安全

機能が損なわれるおそれがない」と「安全性が

損なわれるおそれがない」の表現上の差異はあ

るが、設計要求としての差異なし。） 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第九条 安全機能を有する施設は、想定される自然現象

（地震及び津波を除く。次項において同じ。）が発生した場

合においても安全機能を損なわないものでなければなら

ない。 

２ 安全上重要な施設は、当該安全上重要な施設に大きな

影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象により

当該安全上重要な施設に作用する衝撃及び設計基準事故

時に生ずる応力を適切に考慮したものでなければならな

い。 

 

３ 安全機能を有する施設は、工場等内又はその周辺にお

いて想定される加工施設の安全性を損なわせる原因とな

るおそれがある事象であって人為によるもの（故意による

ものを除く。）に対して安全機能を損なわないものでなけ

ればならない。 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第八条 安全機能を有する施設は、想定される自然現象

（地震及び津波を除く。）によりその安全性を損なうおそれ

がある場合において、防護措置、基礎地盤の改良その他の

適切な措置が講じられたものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

２ 安全機能を有する施設は、周辺監視区域に隣接する地

域に事業所、鉄道、道路その他の外部からの衝撃が発生す

るおそれがある要因がある場合において、事業所における

火災又は爆発事故、危険物を搭載した車両、船舶又は航空

機の事故その他の敷地及び敷地周辺の状況から想定され

る事象であって人為によるもの（故意によるものを除く。）

により加工施設の安全性が損なわれないよう、防護措置そ

の他の適切な措置が講じられたものでなければならない。

 

３ 安全機能を有する施設は、航空機の墜落により加工施

設の安全性を損なうおそれがある場合において、防護措置

その他の適切な措置が講じられたものでなければならな

い。 

 

事業許可基準規則第九条第１項、第２項が該

当。（「安全機能を損なわない」と「安全性を損な

う恐れがある場合において防護措置等を講じ

る」の差異あり。技術基準規則では設備設計要

件として展開。） 

事業許可基準規則第九条第２項は、第九条第１

項の「安全機能を損なわないものでなければな

らない」ことの評価の条件となることから、技術

基準規則第八条第 1 項に展開。 

 

事業許可基準規則第３項が該当。（「安全機能を

損なわないものでなければならない」と「安全

性を損なうおそれがある場合において防護措

置等を講じる」の差異あり技術基準規則では設

備設計要件として展開。） 

 

 

 

 

事業許可基準規則第３項が該当。（「安全機能を

損なわないものでなければならない」と「安全

性を損なうおそれがある場合において防護措

置等を講じる」の差異あり。技術基準規則では

設備設計要件として展開。） 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（加工施設への人の不法な侵入等の防止） 

第十条 工場等には、加工施設への人の不法な侵入、加工

施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に

危害を与え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件が

持ち込まれること及び不正アクセス行為（不正アクセス行

為の禁止等に関する法律（平成十一年法律第百二十八号）

第二条第四項に規定する不正アクセス行為をいう。）を防

止するための設備を設けなければならない。 

（加工施設への人の不法な侵入等の防止） 

第九条 加工施設を設置する工場又は事業所（以下この章

において「工場等」という。）は、加工施設への人の不法な

侵入、加工施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件

その他人に危害を与え、又は他の物件を損傷するおそれが

ある物件が持ち込まれること及び不正アクセス行為（不正

アクセス行為の禁止等に関する法律（平成十一年法律第百

二十八号）第二条第四項に規定する不正アクセス行為をい

う。）を防止するため、適切な措置が講じられたものでなけ

ればならない。 

 

事業許可基準規則第十条第１項が該当。（「設備

を設けなければならない」と「適切な措置が講じ

られたものでなければならない」の表現上の差

異はあるが、設計要求としての差異なし。） 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（溢水による損傷の防止） 

第十一条 安全機能を有する施設は、加工施設内における

溢水が発生した場合においても安全機能を損なわないも

のでなければならない。 

（加工施設内における溢水による損傷の防止） 

第十二条 安全機能を有する施設は、加工施設内における

溢水の発生によりその安全性を損なうおそれがある場合

において、防護措置その他の適切な措置が講じられたもの

でなければならない。 

 
事業許可基準規則第十一条第１項は、技術基準

規則第１項が該当（「安全機能を損なわないもの

でなければならない」と「安全性を損なうおそれ

がある場合において防護措置等を講じる」の差

異あり。技術基準規則では設備設計要件として

展開。） 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（誤操作の防止） 

第十二条 安全機能を有する施設は、誤操作を防止するた

めの措置を講じたものでなければならない。 

 

（解釈）第１２条（誤操作の防止） 

１ 第１項に規定する「誤操作を防止するための措置を講じ

たもの」とは、人間工学上の諸因子を考慮して、盤の配置

及び操作器具、弁等の操作性に留意すること、計器表示及

び警報表示において加工施設の状態が正確かつ迅速に把

握できるよう留意すること、保守点検において誤りを生じ

にくいよう留意すること等の措置を講じた設計であること

をいう。また、設計基準事故の発生後、ある時間までは、運

転員の操作を期待しなくても必要な安全上の機能が確保

される設計であることをいう。 

 

２ 安全上重要な施設は、容易に操作することができるも

のでなければならない。 

 

（解釈）第１２条（誤操作の防止） 

２ 第２項に規定する「容易に操作することができる」とは、

設計基準事故が発生した状況下（混乱した状態等）であっ

ても、簡潔な手順によって必要な操作が行える等の運転員

に与える負荷を小さくすることができるよう考慮する設計

であることをいう。 

−  

事業許可基準規則第十二条第１項、第２項は、

技術基準規則で直接該当する項目がないため、

技術基準規則第十四条（安全機能を有する施

設）に展開 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（安全避難通路等） 

第十三条 加工施設には、次に掲げる設備を設けなければ

ならない。 

 

一 その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易

に識別できる安全避難通路 

二 照明用の電源が喪失した場合においても機能を損なわ

ない避難用の照明 

三 設計基準事故が発生した場合に用いる照明（前号の避

難用の照明を除く。）及びその専用の電源 

（安全避難通路等） 

第十三条 加工施設には、次に掲げる設備が設けられてい

なければならない。 

 

一 その位置を明確かつ恒久的に表示することにより容易

に識別できる安全避難通路 

二 照明用の電源が喪失した場合においても機能を損な

わない避難用の照明 

三 設計基準事故が発生した場合に用いる照明（前号の避

難用の照明を除く。）及びその専用の電源 

 
事業許可基準規則第十三条第１項は、技術基準

規則第１項が該当。（「設備を設けなければなら

ない」と「設備が設けられていなければならな

い」の表現上の差異はあるが、設計要求として

の差異なし。） 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（安全機能を有する施設） 

第十四条 安全機能を有する施設は、その安全機能の重要

度に応じて、その機能が確保されたものでなければならな

い。 

２ 安全機能を有する施設は、通常時及び設計基準事故時

に想定される全ての環境条件において、その安全機能を

発揮することができるものでなければならない。 

 

 

 

 

３ 安全機能を有する施設は、当該施設の安全機能を確認

するための検査又は試験及び当該安全機能を健全に維持

するための保守又は修理ができるものでなければならな

い。 

 

 

４ 安全機能を有する施設は、クレーンその他の機器又は配

管の損壊に伴う飛散物により、その安全機能を損なわない

ものでなければならない。 

 

 

 

 

 

５ 安全機能を有する施設を他の原子力施設と共用し、又

は安全機能を有する施設に属する設備を一の加工施設に

おいて共用する場合には、加工施設の安全性を損なわな

いものでなければならない。 

（安全機能を有する施設） 

 

 

 

第十四条 安全機能を有する施設は、通常時及び設計基準

事故時に想定される全ての環境条件において、その安全

機能を発揮することができるように設置されたものでなけ

ればならない。 

 

 

 

２ 安全機能を有する施設は、当該安全機能を有する施設

の安全機能を確認するための検査又は試験及び当該安全

機能を健全に維持するための保守又は修理ができるよう

に設置されたものでなければならない。 

 

 

３ 安全機能を有する施設に属する設備であって、クレーン

その他の機器又は配管の損壊に伴う飛散物により損傷を

受け、加工施設の安全性を損なうことが想定されるもの

は、防護措置その他の適切な措置が講じられたものでなけ

ればならない。 

 

 

 

４ 安全機能を有する施設は、他の原子力施設と共用し、

又は安全機能を有する施設に属する設備を一の加工施設

において共用する場合には、加工施設の安全性が損なわ

れないように設置されたものでなければならない。 

 
 

 

 

事業許可基準規則第十四条第２項は、技術基準

規則第１項が該当。（「その安全機能を発揮する

ことができるものでなければならない」と「その

安全機能を発揮することができるように設置さ

れたものでなければならない」の差異あり。技

術基準規則では設備設計要件として展開。） 

 

事業許可基準規則第十四条第３項は、技術基準

規則第２項が該当。（「できるものでなければな

らない」と「できるように設置されたものでなけ

ればならない」の差異あり。技術基準規則では

設備設計要件として展開。） 

 

事業許可基準規則第十四条第４項は、技術基準

規則第３項が該当。（「その安全機能を損なわな

いものでなければならない」と「安全性を損なう

ことが想定されるものは、防護措置その他の適

切な措置が講じられたものでなければならな

い」の差異あり。技術基準規則では設備設計要

件として展開。） 

 

事業許可基準規則第十四条第５項は、技術基準

規則第４項が該当。（「安全性を損なわないもの

でなければならない」と「安全性が損なわれな

いように設置されたものでなければならない」

の表現上の差異はあるが、設計要求としての差

異なし。） 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（設計基準事故の拡大の防止） 

第十五条 安全機能を有する施設は、設計基準事故時にお

いて、工場等周辺の公衆に放射線障害を及ぼさないもの

でなければならない。 

−  
事業許可基準規則第十五条は、技術基準規則で

直接該当する項目がないため、技術基準規則第

十四条（安全機能を有する施設）に展開 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（核燃料物質の貯蔵施設） 

第十六条 加工施設には、次に掲げるところにより、核燃料

物質の貯蔵施設を設けなければならない。 

一 核燃料物質を貯蔵するために必要な容量を有するもの

とすること。 

 

 

 

二 冷却のための必要な措置が講じられているものである

こと。 

 

（解釈）第１６条（核燃料物質の貯蔵施設） 

１ 第２号に規定する「冷却のための必要な措置」とは、取り

扱う核燃料物質（プルトニウム等）の崩壊熱を考慮して、必

要に応じて冷却機能を設けること等をいう。 

（核燃料物質の貯蔵施設） 

 

 

 

 

 

 

 

第十七条 核燃料物質を貯蔵する設備には、必要に応じて

核燃料物質の崩壊熱を安全に除去できる設備が設けられ

ていなければならない。 

 

 

 

事業許可基準規則第十六条第１項第１号は、技

術基準で直接該当する項目がないが、貯蔵施設

に対する要求事項であることから、技術基準規

則第十七条（核燃料物質の貯蔵施設）で展開 

 

事業許可基準規則第十六条第１項第２号が該

当。（「冷却のための必要な措置が講じられてい

るもの」と「崩壊熱を安全に除去できる設備が

設けられていなければならない」の差異あり。

技術基準規則では設備設計要件として展開。） 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（廃棄施設） 

第十七条 加工施設には、通常時において、周辺監視区域

の外の空気中及び周辺監視区域の境界における水中の放

射性物質の濃度を十分に低減できるよう、加工施設におい

て発生する放射性廃棄物を処理する能力を有する廃棄施

設（安全機能を有する施設に属するものに限り、放射性廃

棄物を保管廃棄する設備を除く。）を設けなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 加工施設には、放射性廃棄物を保管廃棄するために必

要な容量を有する放射性廃棄物の保管廃棄施設（安全機

能を有する施設に属するものに限る。）を設けなければな

らない。 

（廃棄施設） 

第二十条 放射性廃棄物を廃棄する設備（放射性廃棄物を

保管廃棄する設備を除く。）は、次に掲げるところによるも

のでなければならない。 

一 周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界

における水中の放射性物質の濃度が、それぞれ原子力規

制委員会の定める濃度限度以下になるように加工施設に

おいて発生する放射性廃棄物を廃棄する能力を有するも

のであること。 

二 放射性廃棄物以外の廃棄物を廃棄する設備と区別し

て設置すること。ただし、放射性廃棄物以外の流体状の廃

棄物を流体状の放射性廃棄物を廃棄する設備に導く場合

において、流体状の放射性廃棄物が放射性廃棄物以外の

流体状の廃棄物を取り扱う設備に逆流するおそれがない

ときは、この限りでない。 

三 気体状の放射性廃棄物を廃棄する設備は、排気口以外

の箇所において気体状の放射性廃棄物を排出することが

ないものであること。 

四 気体状の放射性廃棄物を廃棄する設備にろ過装置を

設ける場合にあっては、ろ過装置の機能が適切に維持し得

るものであり、かつ、ろ過装置の核燃料物質等による汚染

の除去又はろ過装置の取替えが容易な構造であること。 

五 液体状の放射性廃棄物を廃棄する設備は、排水口以外

の箇所において液体状の放射性廃棄物を排出することが

ないものであること。 

 
事業許可基準規則第十七条は、技術基準規則

第二十条が該当 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則第十七条第２項技術基準で

直接該当する項目がないが、廃棄施設に関する

要求事項であることから、技術基準規則第二十

条（廃棄施設）に展開 

核燃料物質の加工の事業に関する規則 第七条

の八（工場又は事業所において行われる廃棄）

における「放射性廃棄物の保管廃棄」に係る要

件についても廃棄施設に関する要求事項とし

て、技術基準規則第二十条（廃棄施設）に展開 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（放射線管理施設） 

第十八条 工場等には、放射線から放射線業務従事者を防

護するため、放射線管理施設を設けなければならない。 

 

（解釈）第１８条（放射線管理施設） 

１ 第１項に規定する「放射線管理施設」とは、放射線被ばく

を監視及び管理するため、放射線業務従事者の出入管理、

汚染管理及び除染等を行う施設をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 放射線管理施設には、放射線管理に必要な情報を適切

な場所に表示できる設備（安全機能を有する施設に属する

ものに限る。）を設けなければならない。 

（解釈）第１８条（放射線管理施設） 

２ 第２項に規定する「必要な情報を適切な場所に表示でき

る」とは、伝達する必要がある場所において管理区域にお

ける空間線量、空気中の放射性物質の濃度及び床面等の

放射性物質の表面密度をそれぞれ表示できることをいう。 

（放射線管理施設） 

第十九条 工場等には、次に掲げる事項を計測する放射線

管理施設が設けられていなければならない。この場合にお

いて、当該事項を直接計測することが困難な場合は、これ

を間接的に計測する施設をもって代えることができる。 

一 放射性廃棄物の排気口又はこれに近接する箇所にお

ける排気中の放射性物質の濃度 

 

 

 

 

 

 

二 放射性廃棄物の排水口又はこれに近接する箇所にお

ける排水中の放射性物質の濃度 

 

三 管理区域における外部放射線に係る原子力規制委員

会の定める線量当量、空気中の放射性物質の濃度及び放

射性物質によって汚染された物の表面の放射性物質の密

度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則第十九条第１項が該当。ただ

し、事業許可基準規則第十九条の「その境界付

近における放射性物質の濃度及び線量を監視」

については技術基準規則で直接該当する項目

がないが、放射線管理に係る要求事項であるこ

とから、技術基準規則第十九条（放射線管理施

設）で展開。 

 

事業許可基準規則第十九条第１項が該当。 

 

 

事業許可基準規則第十八条第１項が該当。 

 

 

 

 

事業許可基準規則第十八条第２項は、技術基準

規則で直接該当する項目がないが、放射線管理

施設に対する要求事項であることから、技術基

準規則第十九条（放射線管理施設）に展開 

 

 

 

 

（監視設備） 

第十九条 加工施設には、通常時及び設計基準事故時にお

いて、当該加工施設及びその境界付近における放射性物

質の濃度及び線量を監視し、及び測定し、並びに設計基準

事故時における迅速な対応のために必要な情報を適切な

場所に表示できる設備（安全機能を有する施設に属するも

のに限る。）を設けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

142



 
（解釈）第１９条（監視設備） 

１ 第１９条は、設計基準において加工施設の放射線監視を

求めている。 

２ 第１９条に規定する「放射性物質の濃度及び線量を監視

し、及び測定し」とは、通常時に加工施設の周辺監視区域

周辺において、サンプリングや放射線モニタ等により放射

性物質の濃度及び空間線量率を監視及び測定し、かつ、設

計基準事故時に迅速な対策処理が行えるように放射線源、

放出点、加工施設周辺、予想される放射性物質の放出経路

等の適切な場所において、放射性物質の濃度及び空間線

量率を監視及び測定することをいう。 

３ 第１９条において、通常時における環境に放出する気

体・液体廃棄物の監視及び測定については、「発電用軽水

型原子炉施設における放出放射性物質の測定に関する指

針」（昭和５３年９月２９日原子力委員会決定）を参考とする

こと。 

４ 第１９条において、設計基準事故時における監視及び測

定については、「発電用軽水型原子炉施設における事故時

の放射線計測に関する審査指針」（昭和５６年７月２３日原

子力委員会決定）を参考とすること。 

 

５ 第１９条において、モニタリングポストについては、非常

用電源設備（無停電電源を含む。）により電源復旧までの期

間を担保できる設計であること。また、モニタリングポスト

の伝送系は多様性を有する設計であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則解釈第 19 条第 5 項の「モニ

タリングポストの非常用電源設備への接続、伝

送系の多様性については、直接関係する技術基

準規則がないが、放射線管理施設に対する要求

事項であることから技術基準規則第十九条に

展開 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

（非常用電源設備） 

第二十条 加工施設には、外部電源系統からの電気の供給

が停止した場合において、監視設備その他安全機能を有す

る施設の安全機能を確保するために必要な設備が使用で

きる非常用電源設備を設けなければならない。 

（非常用電源設備） 

第二十四条 加工施設には、外部電源系統からの電気の供

給が停止した場合において、加工施設の安全性を確保する

ために必要な設備の機能を維持するために、内燃機関を

原動力とする発電設備又はこれと同等以上の機能を有す

る非常用電源設備が設けられていなければならない。 

２ 加工施設の安全性を確保するために特に必要な設備に

は、無停電電源装置又はこれと同等以上の機能を有する設

備が設けられていなければならない。 

 
事業許可基準規則第二十条が該当。（技術基準

規則では、発電機を含む非常用電源設備と無停

電電源装置に分けて展開） 
 
 
事業許可基準規則第二十条が該当。 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

− （材料及び構造） 

第十五条 安全機能を有する施設に属する容器及び管並び

にこれらを支持する構造物のうち、加工施設の安全性を確

保する上で重要なもの（以下この項において「容器等」とい

う。）の材料及び構造は、次に掲げるところによらなければ

ならない。この場合において、第一号及び第三号の規定につ

いては、法第十六条の三第二項に規定する使用前事業者検

査の確認を行うまでの間適用する。 

一 容器等に使用する材料は、その使用される圧力、温度、

荷重その他の使用条件に対して適切な機械的強度及び化学

的成分を有すること。 

二 容器等の構造及び強度は、次に掲げるところによるもの

であること。 

イ 設計上定める条件において、全体的な変形を弾性域に抑

えること。 

ロ 容器等に属する伸縮継手にあっては、設計上定める条件

で応力が繰り返し加わる場合において、疲労破壊が生じな

いこと。 

ハ 設計上定める条件において、座屈が生じないこと。 

三 容器等の主要な溶接部（溶接金属部及び熱影響部をい

う。以下同じ。）は、次に掲げるところによるものであるこ

と。 

イ 不連続で特異な形状でないものであること。 

ロ 溶接による割れが生ずるおそれがなく、かつ、健全な溶

接部の確保に有害な溶込み不良その他の欠陥がないことを

非破壊試験により確認したものであること。 

ハ 適切な強度を有するものであること。 

ニ 機械試験その他の評価方法により適切な溶接施工法及

び溶接設備並びに適切な技能を有する溶接士であることを

あらかじめ確認したものにより溶接したものであること。 

２ 安全機能を有する施設に属する容器及び管のうち、加工

施設の安全性を確保する上で重要なものは、適切な耐圧試

験又は漏えい試験を行ったとき、これに耐え、かつ、著しい

漏えいがないように設置されたものでなければならない。 

 
対応する事業許可基準規則なし 

（関連条文：事業許可基準規則第四条） 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

− （搬送設備） 

第十六条 核燃料物質を搬送する設備（人の安全に著しい

支障を及ぼすおそれがないものを除く。）は、次に掲げると

ころによるものでなければならない。 

一 通常搬送する必要がある核燃料物質を搬送する能力

を有するものであること。 

二 核燃料物質を搬送するための動力の供給が停止した

場合に、核燃料物質を安全に保持しているものであるこ

と。 

 
対応する事業許可基準規則なし 
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事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 

− （警報設備等） 

第十八条 加工施設には、その設備の機能の喪失、誤操作

その他の要因により加工施設の安全性を著しく損なうおそ

れが生じたとき、次条第一号の放射性物質の濃度が著しく

上昇したとき又は液体状の放射性廃棄物の廃棄施設から

液体状の放射性物質が著しく漏えいするおそれが生じたと

きに、これらを確実に検知して速やかに警報する設備が設

けられていなければならない。 

 

２ 加工施設には、その設備の機能の喪失、誤操作その他

の要因により加工施設の安全性を著しく損なうおそれが生

じたときに、核燃料物質等を限定された区域に閉じ込める

能力の維持、熱的、化学的若しくは核的制限値の維持又は

火災若しくは爆発の防止のための設備の作動を速やかに、

かつ、自動的に開始させる回路が設けられていなければな

らない。 

 
対応する事業許可基準規則なし 

（関連条文：事業許可基準規則第四条、第五条、

第十二条） 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（通信連絡設備） 

第二十一条 工場等には、設計基準事故が発生した場合に

おいて工場等内の人に対し必要な指示ができるよう、警報

装置（安全機能を有する施設に属するものに限る。）及び多

様性を確保した通信連絡設備（安全機能を有する施設に属

するものに限る。）を設けなければならない。 

 

２ 工場等には、設計基準事故が発生した場合において加

工施設外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡が

できるよう、多様性を確保した専用通信回線を設けなけれ

ばならない。 

（通信連絡設備） 

第二十五条 工場等には、設計基準事故が発生した場合に

おいて工場等内の人に対し必要な指示ができるよう、警報

装置及び多様性を確保した通信連絡設備が設けられてい

なければならない。 

 

 

２ 工場等には、設計基準事故が発生した場合において加

工施設外の通信連絡をする必要がある場所と通信連絡が

できるよう、多様性を確保した専用通信回線が設けられて

いなければならない。 

 
事業許可基準規則第１項は、技術基準規則第１

項が該当。（「設けなければならない」と「設けら

れていなければならない」の表現上の差異はあ

るが、設計要求としての差異なし。） 

 

 

事業許可基準規則第２項は、技術基準規則第２

項が該当。（「設けなければならない」と「設けら

れていなければならない」の表現上の差異はあ

るが、設計要求としての差異なし。） 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（重大事故等の拡大の防止等） 

第二十二条 加工施設は、重大事故に至るおそれがある事

故が発生した場合において、重大事故の発生を防止するた

めに必要な措置を講じたものでなければならない。 

２ プルトニウムを取り扱う加工施設は、重大事故が発生し

た場合において、当該重大事故の拡大を防止するために

必要な措置を講じたものでなければならない。 

３ プルトニウムを取り扱う加工施設は、重大事故が発生し

た場合において、プルトニウムを取り扱う加工施設を設置

する工場又は事業所（以下この章において「工場等」とい

う。）外への放射性物質の異常な水準の放出を防止するた

めに必要な措置を講じたものでなければならない。 

－ 事業許可基準規則第二十二条は、技術基準規

則で直接該当する項目がないが、重大事故等対

処設備に対する要求事項であることから、技術

基準規則第三十条（重大事故等対処設備）に展

開 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（火災等による損傷の防止） 

第二十三条 重大事故等対処施設は、火災又は爆発により

重大事故等に対処するために必要な機能を損なうおそれ

がないよう、火災及び爆発の発生を防止することができ、

かつ、消火設備及び火災感知設備を有するものでなけれ

ばならない。 

 

（解釈）第２３条（火災による損傷の防止） 

１ 第２３条の適用に当たっては、第５条第１項の解釈に準

ずるものとする。 

（火災等による損傷の防止） 

第二十九条 重大事故等対処施設は、火災又は爆発の影響

を受けることにより重大事故等に対処するために必要な

機能が損なわれるおそれがある場合において、消火設備及

び警報設備が設置されたものでなければならない。 

２  前項の消火設備及び警報設備は、故障、損壊又は異常

な作動により重大事故等に対処するために必要な機能に

著しい支障を及ぼすおそれがないよう、適切な措置が講じ

られたものでなければならない。 

３  重大事故等対処施設であって、火災又は爆発により損

傷を受けるおそれがあるものは、可能な限り不燃性又は難

燃性の材料を使用するとともに、必要に応じて防火壁の設

置その他の適切な防護措置が講じられたものでなければ

ならない。 

 
事業許可基準規則第二十三条が該当。 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（重大事故等対処施設の地盤） 

第二十四条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区

分に応じ、それぞれ次に定める地盤に設けなければならな

い。 

一 重大事故等対処設備のうち常設のもの（重大事故等対

処設備のうち可搬型のもの（以下「可搬型重大事故等対処

設備」という。）と接続するものにあっては、当該可搬型重

大事故等対処設備と接続するために必要なプルトニウムを

取り扱う加工施設内の常設のケーブルその他の機器を含

む。以下「常設重大事故等対処設備」という。）であって、耐

震重要施設に属する設計基準事故に対処するための設備

が有する機能を代替するもの（以下「常設耐震重要重大事

故等対処設備」という。）が設置される重大事故等対処施

設 基準地震動による地震力が作用した場合においても当

該重大事故等対処施設を十分に支持することができる地

盤 

二 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事

故等対処設備が設置される重大事故等対処施設 第七条

第二項の規定により算定する地震力が作用した場合にお

いても当該重大事故等対処施設を十分に支持することが

できる地盤 

 

２ 前項第一号の重大事故等対処施設は、変形した場合に

おいても重大事故等に対処するために必要な機能が損な

われるおそれがない地盤に設けなければならない。 

 

３ 第一項第一号の重大事故等対処施設は、変位が生ずる

おそれがない地盤に設けなければならない。 

（重大事故等対処施設の地盤） 

第二十六条 重大事故等対処施設は、次の各号に掲げる施

設の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める地盤に設置さ

れたものでなければならない。 

一 重大事故等対処設備のうち常設のもの (重大事故等

対処設備のうち可搬型のもの (以下「可搬型重大事故等

対処設備」という。) と接続するものにあっては、当該可搬

型重大事故等対処設備と接続するために必要なプルトニ

ウムを取り扱う加工施設内の常設のケーブルその他の機

器を含む。以下「常設重大事故等対処設備」という。) であ

って、耐震重要施設に属する設計基準事故に対処するため

の設備が有する機能を代替するもの (以下「常設耐震重要

重大事故等対処設備」という。) が設置される重大事故等

対処施設 基準地震動による地震力が作用した場合にお

いても当該重大事故等対処施設を十分に支持することが

できる地盤 

二 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事

故等対処設備が設置される重大事故等対処施設 事業許

可基準規則第七条第二項の規定により算定する地震力が

作用した場合においても当該重大事故等対処施設を十分

に支持することができる地盤 

 
事業許可基準規則第二十四条が該当。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業許可基準規則では、「重大事故等対処施設

を設ける地盤」に関する記載あり。 

 
事業許可基準規則では、「重大事故等対処施設

を設ける地盤」に関する記載あり。 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（地震による損傷の防止） 

第二十五条 重大事故等対処施設は、次に掲げる施設の区

分に応じ、それぞれ次に定める要件を満たすものでなけれ

ばならない。 

一 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大

事故等対処施設 基準地震動による地震力に対して重大事

故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれが

ないものであること。 

 

 

 

二 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事

故等対処設備が設置される重大事故等対処施設 第七条

第二項の規定により算定する地震力に十分に耐えること

ができるものであること。 

 

２ 前項第一号の重大事故等対処施設は、第七条第三項の

地震の発生によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対

して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれ

るおそれがないものでなければならない。 

（地震による損傷の防止） 

第二十七条 重大事故等対処施設は、次の各号に掲げる施

設の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるところにより

設置されたものでなければならない。 

一 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大

事故等対処施設 基準地震動による地震力に対して重大

事故に至るおそれがある事故 (設計基準事故を除く。)又

は重大事故(以下「重大事故等」と総称する。) に対処する

ために必要な機能が損なわれるおそれがないものである

こと。 

 

二 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事

故等対処設備が設置される重大事故等対処施設 事業許

可基準規則第七条第二項の規定により算定する地震力に

十分に耐えるものであること。 

 

２  前項第一号の重大事故等対処施設は、事業許可基準

規則第七条第三項の地震により生ずる斜面の崩壊により

重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるお

それがないよう、防護措置その他の適切な措置が講じられ

たものでなければならない。 

 
 

 

 

事業許可基準規則第二十五条第１項 1 号が該

当。 

 
 
 
 
事業許可基準規則第二十五条第１項２号が該

当。 

 
 
事業許可基準規則第二十五条第２項が該当。

（「必要な機能が損なわれるおそれがないもの

でなければならない」と「必要な機能が損なわ

れるおそれがないよう、防護措置その他の適切

な措置が講じられたものでなければならない」

の差異あり。技術基準規則では設備設計要件と

して展開。） 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（津波による損傷の防止） 

第二十六条 重大事故等対処施設は、基準津波に対して重

大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ

れがないものでなければならない。 

（津波による損傷の防止） 

第二十八条 重大事故等対処施設は、基準津波により重大

事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれ

がないよう、防護措置その他の適切な措置が講じられたも

のでなければならない。 

 
事業許可基準規則第二十六条が該当。（「必要

な機能が損なわれるおそれがないものでなけ

ればならない」と「要な機能が損なわれるおそ

れがないよう、防護措置その他の適切な措置が

講じられたものでなければならない」の表現上

の差異はあるが、設計要求としての差異なし。）
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（重大事故等対処設備） 

第二十七条 重大事故等対処設備は、次に掲げるものでな

ければならない。 

一 想定される重大事故等への収束に必要な個数及び容

量を有するものであること。 

二 想定される重大事故等が発生した場合における温度、

放射線、荷重その他の使用条件において、重大事故等に対

処するために必要な機能を有効に発揮するものであるこ

と。 

三 想定される重大事故等が発生した場合において確実に

操作できるものであること。 

四 重大事故等に対処するために必要な機能を確認するた

めの検査又は試験及び当該機能を健全に維持するための

保守又は修理ができるものであること。 

五 本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するた

めに使用する設備にあっては、通常時に使用する系統から

速やかに切り替えられる機能を備えるものであること。 

六 工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないもの

であること。 

 

七 想定される重大事故等が発生した場合において重大事

故等対処設備の操作及び復旧作業を行うことができるよ

う、線量が高くなるおそれが少ない設置場所の選定、設置

場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講じたもの

であること。 

 

２ 常設重大事故等対処設備は、前項に定めるもののほか、

共通要因によって設計基準事故に対処するための設備の

安全機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないよ

う、適切な措置を講じたものでなければならない。 

 

 

３ 可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項に定め

るもののほか、次に掲げるものでなければならない。 

一 常設設備（プルトニウムを取り扱う加工施設と接続され

（重大事故等対処設備） 

第三十条 重大事故等対処設備は、次に掲げるところによ

るものでなければならない。 

一 想定される重大事故等の収束に必要な個数及び容量

を有すること。 

二 想定される重大事故等が発生した場合における温度、

放射線、荷重その他の使用条件において、重大事故等に対

処するために必要な機能を有効に発揮すること。 

 

三 想定される重大事故等が発生した場合において確実

に操作できること。 

四 重大事故等に対処するために必要な機能を確認する

ための検査又は試験及び当該機能を健全に維持するため

の保守又は修理ができること。 

五 本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するた

めに使用する設備にあっては、通常時に使用する系統から

速やかに切り替えられる機能を備えること。 

六 プルトニウムを取り扱う加工施設を設置する工場又は

事業所 (以下この章において「工場等」という。) 内の他の

設備に対して悪影響を及ぼさないこと。 

七 想定される重大事故等が発生した場合において重大

事故等対処設備の操作及び復旧作業を行うことができる

よう、線量が高くなるおそれが少ない設置場所の選定、設

置場所への遮蔽物の設置その他の適切な措置を講ずるこ

と。 

 

２  常設重大事故等対処設備は、前項に掲げるもののほ

か、共通要因 (事業許可基準規則第一条第二項第七号に

規定する共通要因をいう。次項において同じ。) によって

設計基準事故に対処するための設備の安全機能と同時に

その機能が損なわれるおそれがないよう、適切な措置が講

じられたものでなければならない。 

３  可搬型重大事故等対処設備に関しては、第一項の規

定によるほか、次に掲げるところによるものでなければな

らない。 

 
事業許可基準規則第二十七条が該当。（「適切

な措置を講じたものでなければならない」と「適

切な措置が講じられたものでなければならな

い」等の表現上の差異はあるが、設計要求とし

ての差異なし。） 
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ている設備又はプルトニウムを取り扱う加工施設と短時間

に接続することができる常設の設備をいう。以下同じ。）と

接続するものにあっては、当該常設設備と容易かつ確実に

接続することができ、かつ、二以上の系統が相互に使用す

ることができるよう、接続部の規格の統一その他の適切な

措置を講じたものであること。 

 

二 常設設備と接続するものにあっては、共通要因によっ

て接続することができなくなることを防止するため、可搬

型重大事故等対処設備（プルトニウムを取り扱う加工施設

の外から水又は電力を供給するものに限る。）の接続口を

それぞれ互いに異なる複数の場所に設けるものであるこ

と。 

三 想定される重大事故等が発生した場合において可搬型

重大事故等対処設備を設置場所に据え付け、及び常設設

備と接続することができるよう、線量が高くなるおそれが

少ない設置場所の選定、設置場所への遮蔽物の設置その

他の適切な措置を講じたものであること。 

四 地震、津波その他の自然現象又は故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムによる影響、設計基準事故に

対処するための設備及び重大事故等対処設備の配置その

他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異な

る保管場所に保管すること。 

五 想定される重大事故等が発生した場合において、可搬

型重大事故等対処設備を運搬し、又は他の設備の被害状

況を把握するため、工場等内の道路及び通路が確保でき

るよう、適切な措置を講じたものであること。 

六 共通要因によって、設計基準事故に対処するための設

備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等

に対処するために必要な機能と同時に可搬型重大事故等

対処設備の重大事故等に対処するために必要な機能が損

なわれるおそれがないよう、適切な措置を講じたものであ

ること。 

一 常設設備 (プルトニウムを取り扱う加工施設と接続さ

れている設備又はプルトニウムを取り扱う加工施設と短時

間に接続することができる常設の設備をいう。以下この項

において同じ。) と接続するものにあっては、当該常設設

備と容易かつ確実に接続することができ、かつ、二以上の

系統が相互に使用することができるよう、接続部の規格の

統一その他の適切な措置を講ずること。 

二 常設設備と接続するものにあっては、共通要因によっ

て接続することができなくなることを防止するため、可搬

型重大事故等対処設備 (プルトニウムを取り扱う加工施設

の外から水又は電力を供給するものに限る。) の接続口を

それぞれ互いに異なる複数の場所に設けること。 

 

三 想定される重大事故等が発生した場合において可搬

型重大事故等対処設備を設置場所に据え付け、及び常設

設備と接続することができるよう、線量が高くなるおそれ

が少ない設置場所の選定、設置場所への遮蔽物の設置そ

の他の適切な措置を講ずること。 

四 地震、津波その他の自然現象又は故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムによる影響、設計基準事故に

対処するための設備及び重大事故等対処設備の配置その

他の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異な

る保管場所に保管すること。 

五 想定される重大事故等が発生した場合において、可搬

型重大事故等対処設備を運搬し、又は他の設備の被害状

況を把握するため、工場等内の道路及び通路が確保でき

るよう、適切な措置を講ずること。 

六 共通要因によって、設計基準事故に対処するための設

備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等

に対処するために必要な機能と同時に可搬型重大事故等

対処設備の重大事故等に対処するために必要な機能が損

なわれるおそれがないよう、適切な措置を講ずること。 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（臨界事故の拡大を防止するための設備） 

第二十八条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、加工規

則第二条の二第一号に規定する重大事故の拡大を防止す

るために必要な次に掲げる重大事故等対処設備を設けな

ければならない。 

一 未臨界に移行し、及び未臨界を維持するために必要な

設備 

二 臨界事故の影響を緩和するために必要な設備 

（臨界事故の拡大を防止するための設備） 

第三十二条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、加工規

則第二条の二第一号に掲げる重大事故の拡大 

を防止するために必要な次に掲げる重大事故等対処設備

が設けられていなければならない。 

一 未臨界に移行し、及び未臨界を維持するために必要な

設備 

二 臨界事故の影響を緩和するために必要な設備 

 
事業許可基準規則第二十八条が該当。（「重大

事故等対処設備を設けなければならない」と

「重大事故等対処設備が設けられていなければ

ならない」の表現上の差異はあるが、設計要求

としての差異なし。） 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（閉じ込める機能の喪失に対処するための設備） 

第二十九条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、加工規

則第二条の二第二号に規定する重大事故の拡大を防止す

るために必要な次に掲げる重大事故等対処設備を設けな

ければならない。 

一 核燃料物質等の飛散又は漏えいを防止し、飛散又は漏

えいした核燃料物質等を回収するために必要な設備 

二 核燃料物質等を閉じ込める機能を回復するために必要

な設備 

（閉じ込める機能の喪失に対処するための設備） 

第三十三条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、加工

規則第二条の二第二号に掲げる重大事故の拡大を防止す

るために必要な次に掲げる重大事故等対処設備が設けら

れていなければならない。 

一 核燃料物質等の飛散又は漏えいを防止し、飛散又は漏

えいした核燃料物質等を回収するために必要な設備 

二 核燃料物質等を閉じ込める機能を回復するために必

要な設備 

 
事業許可基準規則第二十九条が該当。（「重大

事故等対処設備を設けなければならない」と

「重大事故等対処設備が設けられていなければ

ならない」の表現上の差異はあるが、設計要求

としての差異なし。） 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備） 

第三十条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、重大事故

が発生した場合において工場等外への放射性物質の拡散

を抑制するために必要な設備を設けなければならない。 

 

（解釈）第３０条（工場等外への放射性物質の拡散を抑制す

るための設備） 

１ 第３０条に規定する「工場等外への放射性物質の拡散を

抑制するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又は

これらと同等以上の効果を有する措置を講じた設備をい

う。 

一 プルトニウムを取り扱う加工施設の各建物に放水でき

る設備を配備すること。 

二 放水設備は、プルトニウムを取り扱う加工施設における

航空機衝突による航空機燃料火災に対応できること。 

三 放水設備は、移動等により、複数の方向からプルトニウ

ムを取り扱う加工施設の各建物に向けて放水することが

可能なこと。 

四 放水設備は、プルトニウムを取り扱う加工施設の各建

物の同時使用を想定し、必要な台数を配備すること。 

五 建物への放水については、臨界安全に及ぼす影響をあ

らかじめ考慮すること。 

六 海洋、河川、湖沼等への放射性物質の流出を抑制する

設備を整備すること。 

（工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備） 

第三十四条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、重大

事故が発生した場合において工場等外への放射性物質の

拡散を抑制するために必要な設備が設けられていなけれ

ばならない。 

 
事業許可基準規則第三十条が該当。（「必要な

設備を設けなければならない」と「必要な設備

が設けられていなければならない」の表現上の

差異はあるが、設計要求としての差異なし。） 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（重大事故等への対処に必要となる水の供給設備） 

第三十一条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、重大事

故等への対処に必要となる十分な量の水を有する水源を

確保することに加えて、重大事故等への対処に必要となる

十分な量の水を供給するために必要な設備を設けなけれ

ばならない。 

 

（解釈）第３１条（重大事故等の収束に必要となる水の供給

設備） 

１ 第３１条に規定する「重大事故等への対処に必要となる

十分な量の水を有する水源を確保することに加えて、重大

事故等への対処に必要となる十分な量の水を供給するた

めに必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同

等以上の効果を有する措置を講じた設備をいう。 

一 想定される重大事故等の収束までの間、十分な量の水

を供給できること。 

二 複数の代替水源（貯水槽、ダム、貯水池又は海等）が確

保されていること。 

三 各水源からの移送ルートが確保されていること。 

四 代替水源からの移送ホース及びポンプを準備するこ

と。 

（重大事故等への対処に必要となる水の供給設備） 

第三十五条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、重大

事故等への対処に必要となる十分な量の水を有する水源

を確保することに加えて、重大事故等への対処に必要とな

る十分な量の水を供給するために必要な設備が設けられ

ていなければならない。 

 
事業許可基準規則第三十一条が該当。（「必要

な設備を設けなければならない」と「必要な設

備が設けられていなければならない」の表現上

の差異はあるが、設計要求としての差異なし。） 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（電源設備） 

第三十二条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、外部電

源系からの電気の供給が停止し、第二十条の規定により設

置される非常用電源設備からの電源が喪失した場合にお

いて、重大事故等に対処するために必要な電力を確保する

ために必要な設備を設けなければならない。 

 

（解釈）第３２条（電源設備） 

１ 第３２条に規定する「必要な電力を確保するために必要

な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の

効果を有する措置を講じた設備をいう。 

一 代替電源設備（電源車、バッテリ等）を配備すること。 

二 代替電源設備については、設計基準事故に対処する設

備に対して、独立性を有し、位置的分散を図ること。 

三 代替電源設備については、重大事故等の対応に必要な

設備に電気の供給を行うことが可能であること。 

（電源設備） 

第三十六条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、外部

電源系統からの電気の供給が停止し、第二十四条の規定

により設置される非常用電源設備からの電源が喪失した

場合において、重大事故等に対処するために必要な電力を

確保するために必要な設備が設けられていなければなら

ない。 

 
事業許可基準規則第三十二条が該当。（「設備

を設けなければならない」と「設備が設けられて

いなければならない」の表現上の差異はある

が、設計要求としての差異なし。） 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（監視測定設備） 

第三十三条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、重大事

故等が発生した場合に工場等及びその周辺（工場等の周辺

海域を含む。）において、当該加工施設から放出される放

射性物質の濃度及び線量を監視し、及び測定し、並びにそ

の結果を記録することができる設備を設けなければなら

ない。 

２ プルトニウムを取り扱う加工施設には、重大事故等が発

生した場合に工場等において、風向、風速その他の気象条

件を測定し、及びその結果を記録することができる設備を

設けなければならない。 

 

（解釈）第３３条（監視測定設備） 

１ 第１項に規定する「当該加工施設から放出される放射性

物質の濃度及び線量を監視し、及び測定し、並びにその結

果を記録することができる設備」とは、以下に掲げる措置

又はこれらと同等以上の効果を有する措置を講じた設備

をいう。 

一 モニタリング設備は、重大事故等が発生した場合に放

出されると想定される放射性物質の濃度及び線量を測定

できるものであること。 

二 常設モニタリング設備（モニタリングポスト等）が機能喪

失しても代替し得る十分な台数のモニタリングカー又は可

搬型代替モニタリング設備を配備すること。 

三 常設モニタリング設備は、代替電源設備からの給電を

可能とすること。 

（監視測定設備） 

第三十七条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、重大

事故等が発生した場合に工場等及びその周辺(工場等の周

辺海域を含む。) において、当該加工施設から放出される

放射性物質の濃度及び線量を監視し、及び測定し、並びに

その結果を記録することができる設備が設けられていな

ければならない。 

２  プルトニウムを取り扱う加工施設には、重大事故等が

発生した場合に工場等において、風向、風速その他の気象

条件を測定し、及びその結果を記録することができる設備

が設けられていなければならない。 

 
事業許可基準規則第三十三条が該当。（「設備

を設けなければならない」と「設備が設けられて

いなければならない」の表現上の差異はある

が、設計要求としての差異なし。） 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（緊急時対策所） 

第三十四条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、重大事

故等が発生した場合において当該重大事故等に対処する

ための適切な措置が講じられるよう、次に掲げる緊急時対

策所を設けなければならない。 

一 重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員が

とどまることができるよう、適切な措置を講じたものであ

ること。 

二 プルトニウムを取り扱う加工施設の内外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設備

を設けたものであること。 

 

２ 緊急時対策所は、重大事故等に対処するために必要な

数の要員を収容することができるものでなければならな

い。 

 

（解釈）第３４条（緊急時対策所） 

２ 第２項に規定する「重大事故等に対処するために必要な

数の要員」とは、第１項第１号に規定する「重大事故等に対

処するために必要な指示を行う要員」に加え、少なくとも

重大事故等による工場等外への放射性物質の放出を抑制

するための対策に必要な数の要員を含むものとする。 

（緊急時対策所） 

第三十八条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、重大

事故等が発生した場合において当該重大事故等に対処す

るための適切な措置が講じられるよう、次に掲げるところ

により緊急時対策所が設けられていなければならない。 

一 重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員

がとどまることができるよう、適切な措置を講ずること。 

 

二 プルトニウムを取り扱う加工施設の内外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設備

を設けること。 

 

２  緊急時対策所は、重大事故等に対処するために必要

な数の要員を収容することができる措置が講じられたも

のでなければならない。 

 

 
事業許可基準規則第三十四条が該当。（「緊急

時対策所を設けなければならない」と「緊急時

対策所が設けられていなければならない」等の

表現上の差異はあるが、設計要求としての差異

なし。） 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
（通信連絡を行うために必要な設備） 

第三十五条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、重大事

故等が発生した場合において当該加工施設の内外の通信

連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必要

な設備を設けなければならない。 

 

（解釈）第３５条（通信連絡を行うために必要な設備） 

１ 第３５条に規定する「当該加工施設の内外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設備」

とは、代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）から

給電を可能とする通信連絡設備又はこれと同等以上の効

果を有する措置を講じた設備をいう。 

（通信連絡を行うために必要な設備） 

第三十九条 プルトニウムを取り扱う加工施設には、重大

事故等が発生した場合において当該加工施設の内外の通

信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必

要な設備が設けられていなければならない。 

 
事業許可基準規則第三十五条が該当。（「設備

を設けなければならない」と「設備が設けられて

いなければならない」の表現上の差異はある

が、設計要求としての差異なし。） 
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  事業許可基準規則、解釈 技術基準規則 紐づけ整理等 
− （材料及び構造） 

第三十一条 重大事故等対処設備に属する容器及び管並

びにこれらを支持する構造物のうち、加工施設の安全性を

確保する上で重要なもの (以下この項において「容器等」

という。) の材料及び構造は、次に掲げるところによらな

ければならない。この場合において、第一号 (容器等の材

料に係る部分に限る。) 及び第二号の規定については、法

第十六条の三第二項に規定する使用前事業者検査の確認

を行うまでの間適用する。 

一 容器等がその設計上要求される強度及び耐食性を確

保できるものであること。 

二 容器等の主要な溶接部は、次に掲げるところによるも

のであること。 

イ 不連続で特異な形状でないものであること。 

ロ 溶接による割れが生ずるおそれがなく、かつ、健全な

溶接部の確保に有害な溶込み不良その他の欠陥がないこ

とを非破壊試験により確認したものであること。 

ハ 適切な強度を有するものであること。 

ニ 機械試験その他の評価方法により適切な溶接施工法

及び溶接設備並びに適切な技能を有する溶接士であるこ

とをあらかじめ確認したものにより溶接したものであるこ

と。 

２  重大事故等対処設備に属する容器及び管のうち、加工

施設の安全性を確保する上で重要なものは、適切な耐圧

試験又は漏えい試験を行ったとき、これに耐え、かつ、著し

い漏えいがないように設置されたものでなければならな

い。 

 
対応する事業許可基準規則なし 
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